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１ 
はじめに 
 
本研究は，大都市圏における，中小企業の立地と企業行動を検討することに
よって，産業集積の機能とその変化を明らかにするとともに，産業集積論や立
地論，地域経済論においての新たな知見を得ようとするものである．そのため
に，機械金属関連工業における中堅・中小企業をはじめとする多様な企業行動
をとらえ，八尾市をはじめ大阪東部地域の産業集積や大阪大都市圏における工
業集積，関西圏に広がる広域的な工業圏の実態を研究対象として検討を加える
ものである． 
大都市圏における工業は，市場規模の大きさと多様な発注形態に対応できる
多品種少量生産に特徴がある．個性的かつ特殊な機能を保有する生産者による
社会的分業が深まり，必要に応じて柔軟に編成されていく，多様性と柔軟性を
有する生産と流通が地方圏との違いである（関，1995）． 
また，都市型産業集積は，①大都市圏に位置する特定の地域であり，②多様
な業種の中小企業が高度に集中して立地し，その中でも機械金属工業に特化し
ている，③地域内企業間での水平的な社会的分業が発達している，④地場産業
型や企業城下町型集積のような単一の産業構造とは異なり，複合型の産業構造
を有し，環境変化に対する適応力があるなどの条件によって規定される（湖中，
2009，p.9）．東京圏でいえば，城東・城南地域（墨田区・大田区・品川区・目
黒区）をいう場合があるが，その中でも大田区が代表格としてあげられ，大阪
圏では，東大阪地域（大阪市の平野区・生野区・東成区・東大阪市・八尾市）
があげられ，その中でも東大阪市が代表格とされる． 
1980 年代半ば以降の都市部を中心とした製造業の事業所数と従業者数の減
少，地価高騰やバブル経済の崩壊，製造業の海外展開，中国をはじめとするア
ジア諸国の製造業の台頭といった環境変化は，産業集積の「縮小」をもたらし
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た（植田，2004）．大都市経済圏においては，1970 年代以降の物流ならびに情
報の面でのインフラ整備に進展によって，産業集積の地理的拡大，いわゆる空
洞化現象による希薄化を伴っているとともに，社会的分業関係の点で変容が一
層進展している（前田，2012）． 
こうした中で，地方自治体の地域活性化策や産業政策においては，中小企業
の流出防止や企業誘致といった課題への対応が迫られ，地域産業基盤の整備と
ともに，産業集積に対する関心が高まってきた．中小企業などの個別企業支援
策が重視され，企業規模や取引関係にまで踏み込んだ地域産業の悉皆調査が行
われている（八尾市，2003）．量的な「縮小」や希薄化といった現象をふまえ
たうえで，産業集積を，様々なタイプの企業と企業活動による，集積の機能の
変化においてとらえることがますます重要な課題となってきている．  
渡辺（2011）は，1990 年代以降進展した，日本の製造業の構造変化を，「産
業の空洞化」ではなく，国内完結型から東アジア大での地域分業体制への転換
の過程としてとらえた．国内においては，かつては旧来の工業地帯で対応して
いた，需要の変化や変動の激しい高度な生産機能も，国内のかなりの広域的な
地域で立地可能となっている．産業集積を，産業インフラのさらなる高度化に
よる，集積の経済性の地理的多層化という概念で把握し，一部の集積の経済性
が広域化する形でその機能を変化させている．産業集積の量的な「縮小」は，
広域化によってその機能が保たれ，補われているという指摘である． 
こうした意味では，大都市圏における企業活動の広域化と多層性による集積
のメリットを把握（町田，2012，pp.54-62）することは重要である．しかし，
物流および情報の両面におけるインフラ整備がもたらした産業集積の経済性の
地理的多層化による変化は，広域化の方向だけに作用しているのであろうか．
国内において，とりわけ都市部での産業集積は，市場への近接性が求められる
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製品や需要の変化や変動の激しい製品の高度な生産機能（渡辺，2011，pp.27-29）
に限られた役割しか期待できないのであろうか． 
大阪大都市圏においては，東大阪市や八尾市などの大阪東部地域にみられる
ように，機械金属関連の基盤的加工技術分野において多様な加工機能が維持さ
れ，トップシェア企業や中堅企業などの多様なタイプの中小企業による新たな
展開がみられる．また，大阪北東部地域や大阪北部地域に工業集積地が存在し，
集積地間相互にも緊密な取引関係が形成されている．それぞれの集積地域は，
融合して同質化するのではなく，異なる特徴と強みをもって並存している．大
都市圏産業集積における，集積の経済性の地理的多層化が，狭域的な方向に作
用する変化，強力な分野別の特殊性をもった局地的集中の経済（長尾，2002）
が再生産される機能についての解明が求められているといえる． 
その一方で，産業集積が量的に「縮小」している中で，製造業においてのト
ップシェア企業（磯辺，1998）や独立系のものづくり中堅企業群（帝国データ
バンク，2008）に注目が集まっている．中堅・中小企業の事業活動に関する調
査が進められ，大阪本社企業の関西圏における複数事業所立地の実態が明らか
にされるなど，大阪大都市圏経済の牽引役としての期待が高まっている（大阪
府立産業開発研究所，2010）．他方で，個別企業への注目は，分解された企業
の点と点，地域内の大学や研究機関等の資源とを結びつける産業クラスターの
考え方など，面的な意味での産業集積の役割やそれを支援する政策の有効性へ
の疑問ともなってあらわれている（植田，2004，pp.35-39）． 
大阪大都市圏における，多様性を特徴とする都市型産業集積や集積地間相互
の緊密な連関の中軸には，トップシェア企業や中堅企業による広域的な企業活
動が存在している．産業集積の経済性の地理的多層化にも大きくかかわってい
るといえる．また，1990 年代をピークに，大阪本社の中堅・中小企業による複
数事業所展開が本格化した．量産機能や物流機能の広域化が関西圏に広がり，
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大阪大都市圏を中心にした広域工業圏が形成された．単なる空洞化や企業の流
出先ではなく，アジア大でのモノづくり拠点（町田，2012，pp.204-205）とし
て機能している．個別企業による企業活動，企業間および企業内における地域
的分業を，累積的なプロセスにおいてとらえ，面的な産業集積の機能に及ぼす
変化について検討することが求められているといえる． 
これらの課題の解明においては，古典的な産業集積論や立地論におけるいく
つかの時代的限界性や問題点を克服する必要があると考えている．  
輸送費の費用最小化の原則による工場立地点を見いだす理論体系を構築し
たウェーバー（Weber，1909）など，古典的産業立地論は，単一事業所を想定
しており，広域的な企業活動の視点は乏しかったといえる．また，産業集積論
では，大量生産大量消費方式の限界から，多品種少量生産に基礎をおいた経済
システムへの転向として，柔軟な生産を行いうる中小企業の存在にあらためて
焦点があてられた（Piore and Sabel，1984，山之内ほか訳，1993）．取引費用
と輸送費を低減する空間的近接性の有効性から産業集積の形成を説明する新産
業空間（Scott，1988，水岡ほか訳，1996）においては，空間集積が単なる生
産諸単位の空間的な集合として扱われており，生産諸単位の規模拡大は空間集
積から排除されてきた（藤川，1999，p.26）． 
中堅・中小企業などにみられる経営規模の拡大と広域的な企業活動を視野に，
産業集積の外部経済のみならず，個別企業における内部経済も集積の利益のひ
とつとしてとらえるべきであるという視点である．リンケージ企業として産業
集積地間をまたぐ企業活動や，企業内空間的分業によって広域的に形成される
中小企業ネットワークなどを，累積的なプロセスにおいてとらえ，産業集積に
おける集積の利益と関連づけて考察されるべきであろう． 
産業集積理論は，一見空間的な装いをともないつつも，実はまさに「一点世
界」として論じられている場合も少なくない（小田，2003，pp.152-153）．こ
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のことは，新産業空間論におけるもうひとつの問題点にも関連する．すなわち，
集積の利益には多様性が存在しているにもかかわらず，外部経済という概念で
一括され，その多様性が等閑に付されてきたことである（藤川，1999，p.26）． 
集積形態において特有の集積の利益，その差異を明らかにしなければ，集積
形態の異なる集積間相互における集積の経済性の地理的多層化を把握すること
はできない．ウェーバー（Weber，1909，篠原訳，1986）によって類型化され
た，単一経営の規模集積と同業種集積，異業種集積における集積の利益による
反復して牽引する関係（柳井雅人，1997，pp.197-198）は，そのための多くの
示唆を与えている． 
このような観点から，第１章では，産業集積研究の動向と課題を，3 つの論
点から整理した．その第一は，中堅・中小企業にみられる経営規模の拡大や企
業成長による社会的分業構造を，産業集積論においてどのようにとらえるか，
第二に，大都市圏産業集積の多層性や多様性の特徴をどのような枠組みにおい
てとらえるか，第三に，大都市圏工業にみられる産業集積の広域化と広域工業
圏の形成について，中堅・中小企業による立地行動と企業空間の視点をふまえ
た地域的分業をどのようにとらえるかである．  
第２章では，大都市圏産業集積の多層性について，八尾市および大阪大都市
圏の事例を通して考察する．第一に，大都市圏において並存する工業集積につ
いての多層的把握の意義と，中堅・中小企業の活動領域との関連を明らかにす
る．第二に，八尾市の産業集積を事例に，取引リンケージの広域性と狭域性に
ついて，企業規模や業種による差異と，中大規模企業の受注・外注先ネットワ
ークの特徴を検討し，パク（Park，1996）による類型化との対比で都市型産業
集積の集積形態について考察する． 第三に，大阪大都市圏における三大集積
地の相互の多層的取引連関を検討し，大都市圏産業集積の多層性について考察
する．  
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第３章では，中堅・中小企業の広域的な複数事業所展開についての実態をと
りあげ，都市型産業集積を拠点とした地域間分業について考察する．第一に，
中堅・中小企業の複数事業所展開について，サプライヤーの立地行動として，
市場要因である中核企業との近接性の観点からの分析視角を明らかにする．第
二に，都市型産業集積に本社機能をおく中堅・中小企業の，生産拠点や営業・
販売拠点の複数事業所立地と地域間分業の実態を明らかにし考察する．第三に，
個別の中堅・中小企業の事例研究を通じて，都市型産業集積や三大集積地との
かかわり，海外展開を含む生産拠点や営業・販売拠点の立地と地域間分業の実
態を明らかにする． 
第４章では，八尾市に本社を置き，大阪大都市圏に依拠しながら，国内，国
際展開する電子部品サプライヤー大企業の事例をとりあげる．第一に，複数事
業所立地研究や企業内空間的分業論，製造業の支店立地，複数事業所企業によ
る立地調整などの既存研究の動向をレビューし，中間財生産企業を対象にした
分析視角についての課題を提示する．第二に，電子部品大企業における，生産
拠点の国内・国際展開，海外支店の機能と立地，生産拠点の立地調整などにつ
いての事例を検討する．これらの事例研究をつうじて，最終消費財生産企業を
対象とした従来の研究視角との違いについて考察し，新たな素材と知見の提供
を試みる． 
おわりに，大都市圏工業に関する事例研究をつうじて明らかになった新たな
知見についてまとめるとともに，企業のグローバル化による立地行動と産業集
積の理論に関連した分析視角について考察しまとめにかえる．  
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第１章 産業集積研究の動向と課題 
 
本章では，産業集積研究についてのいくつかの論点をあげ，既存研究の動向
と新たな課題を明らかにする．その第一は，今日の大都市圏経済を牽引する存
在として，トップシェア企業や独立型・下請型の中堅・中小企業が注目されて
いることに関連して，経営規模の拡大や企業成長による社会的分業構造を，産
業集積論においてどのように位置づけるかについてである． 
産業集積研究においては，スコット（Scott，1988，水岡ほか訳，1996）に
代表されるように，小規模企業が柔軟な専門化により局地的に集中した新産業
地域を対象としてきた．また，パクとマークセン（Park and Markusen，1995）
やパク（Park，1996）は，柔軟な専門化と大企業による大量生産システムとの
共存において，産業地域の類型化を試みた．スコットの新産業空間を小規模企
業のネットワークによるマーシャル型としたうえで，大企業と小企業との間に
形成されるネットワークによるハブ・アンド・スポーク型，大企業によるサテ
ライト型の類型を示した． 
このように，ポストフォーディズムにおける従来の産業集積研究では，小規
模企業による新産業空間と大企業の大量生産体制の二極において特徴的な，集
積形態がその対象として論じられてきたといえる（図１－１）． 
日本における機械工業の大都市圏の工業集積を検討した渡辺（1997，
pp.158-167）は，大企業完成品メーカーと中小零細の加工専門企業との間に，
完成品生産の中堅・中小企業や高度加工専門の中堅・中小企業を加えた山脈型
社会的分業構造の形成を指摘している．巨大企業が扱うことのできない隙間市
場で高いシェアをもつトップシェア企業（鎌倉，2002・粂野，2003），製品開
発型や下請加工型（植田，2000）の中堅・中小企業による分業関係は，従来の
集積形態の類型化に収まらない展開であり，検討すべき新たな課題を提示して
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いるといえよう． 
産業集積研究においては，企業数や従業者数などマクロな経済指標に関心が
寄せられ，個別企業の規模拡大と集積の利益の関連については等閑視される傾
向にあるといえる．中堅・中小企業への成長と他の経営の牽引力や潜在的な分
業の可能性を，集積の利益において把握することで，これらを集積論の視野に
位置づける必要がある． 
ウェーバー（Weber，1909，篠原訳，1986）は，単一経営の資本の規模増加
によるものを低次段階の集積（大規模経営）とし，同業種・異業種経営の空間
的集中による高次段階の集積（経営数集積）とともに，一定量のまとまった生
産が一つの場所に集中して行われる現象としての純粋集積として取り扱ってい
る．これらの集積要因を，技術的要具の改善，労働組織の改善，大規模取引の
利益，一般費の低下の観点から説明した． 
小企業 
大企業 
中企業 最終製品の生産 
部品の生産 域内・域外ネットワーク 地域の境界 
弱い 
強い 
図１－１ 産業集積の類型 
資料：Park(1996)より筆者作成 
マーシャル型 ハブ＆スポーク型 ハブ＆スポーク型 
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柳井雅人（1997，pp.172-181）は，ウェーバーの定義の中で「一つの場所に
集中して」ということが集積の利益の本質を示す言葉であり，接触こそがその
核心であるとする．そして，単一経営の規模拡大である大規模経営を，接触の
利益から説明することが困難であることから，これらが他の経営を牽引する場
合において集積の種類に入れるという立場をとる．すなわち，単一経営の規模
の拡大により，間接的な結果として，鉄道・道路・工業用水・港湾施設などの
公共的外部条件が創設・改良され，規模集積経営以外の経営を牽引する場合な
どである． 
しかしこれらのことは，同業種や異業種集積にもみられることから，その違
いは，誘発する主体が単一経営であること，当の経営が，他企業を上回る規模
であったり，重要な技術を握るおかげで周辺の経営がなくても操業できるが，
周辺の経営はその大経営がなければ存在できないほどの依存関係にあったりす
る場合であると整理している． 
単一経済の規模拡大を，接触の原理にもとづいた集積概念に含み，大企業と
中小企業のように，規模の格差や支配従属関係が前提となって立地牽引力が発
生する，企業規模同士の比較・相対概念であるというものである．この指摘は，
中規模程度の企業においても，単一経営の規模の拡大によって他の経営を牽引
する場合，密度格差による集積形態の変化を生み出すものとして，集積論の対
象として考察することの意味を示したといえる． 
それに対して田村（2000，pp.86-96）は，単一経営の規模の拡大を牽引とい
う概念を用いて接触の利益において説明せざるを得ないのは，接触を企業間の
問題として把握しているためであると反論する． 
接触の単位としての企業という枠組みを緩めることで，多数立地企業が，利
益を求めて特定地点に，本社や研究所，量産工場などの諸立地単位を集結させ
たとすれば，それは他の企業を牽引するかどうかを問わず集積として理解すべ
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きであるとした．大規模製造業の生産ラインも，個別の工程を連結したものと
理解され，接触の利益に含まれることになると説明している．企業の枠組みを
緩めた接触の概念は，物とともに，人と人との接触を含み，空間克服のための
輸送費の問題として考察されている．  
単一経営の規模拡大を集積論の対象とするにあたって，大規模製造業の生産
ラインを例にした田村の説明は，個別企業において統合され内部化された接触
であろう．これを再び企業単位の接触という枠組みからみれば，潜在的な分割
可能性，専門化された分業として外部化される可能性を含むものと考えること
はできないか． 
中核企業への成長を支えるビジネス・システムの変革について，磯辺（1998，
pp.169-181）は，原材料の調達，部品の製造，組立，流通，販売のような垂直
統合も一つのシステムであるが，システムのある特定の部分を設計したり，支
配したりすることでビジネス全体の仕組みを変えてしまうことがあると指摘す
る．中核企業はコア・コンピュタンスを基軸とした多角化が必要になる． 
集積空間においては，スコットが新産業空間論で説明したように，迂回生産
のための取引費用が節約されるため，生産工程の分割の可能性が高まるといえ
る．このような理解にもとづけば，接触の利益という概念をつうじて，集積論
においての単一経営の規模の拡大を，内部経済による分業の深耕の過程として
ポジティブにとらえることができるのではないか． 
他方で，トップシェア企業や独立型・下請型の中小・中堅企業にみられる社
会的分業構造は，市場・マーケットとの連関において，大企業である中核企業
を中心とした生産システムとのリンケージとリンケージの転換による，効率的
な分業関係によって形成されるといえる．このような社会的分業構造を，地域
的分業の形態としての産業集積論において，集積の利益の観点から検討する必
要があろう．  
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藤川（1999，pp.26-34）は，ウェーバーが，補助・関連工場の接触により可
能となる効率的な取引に注目していることから，接触の利益を，取引が効率的
に行われる調整の利益と言い換えることができるとした．調整の利益とは，独
立した諸経営が，空間的な集中を通して獲得する，不確実性に対する適応能力
の増加から生じる諸利益であると定義している． 
これらの調整は，既存の同一リンケージ上での調整の利益とリンケージの転
換による調整の利益で示される．同一リンケージ上での調整の利益は，従来，
技術レベルで議論された接触の利益に取引レベルでの視点を加えたものである．
リンケージの転換による調整の利益においては，多数性の回復によって機会主
義的行動を抑制することで，市場取引の選択を可能とするような状況の創出が
必要になる． 
そのため第一に，汎用的な生産設備の利用による取引特殊性の高い投資およ
び資産の放棄が必要であること，第二に，ある空間的領域内に多数の潜在的取
引相手が存在する条件をあげた．リンケージの転換による調整の利益は，集積
がある閾値を超え，多数性が確保されてはじめて利益が発生する位置特定的な
立地要因であるとしている．個別企業レベルではなく，地域レベル全体として
実現する集積の利益である． 
これらをつうじて，パクによる類型化を集積利益との整合性をはかり再整理
を行っている（藤川，1999，pp.32-34）．マーシャル型集積は，汎用的な生産
手段の利用と多数の潜在的取引相手の存在を満たす，リンケージの転換による
調整の利益を享受している地域であるとした．そして，ハブ・アンド・スポー
ク型は，中核企業を中心とした生産システムが支配的な集積地であり，規模の
経済を達成した大企業が主導的な役割を担い，同一リンケージ上での調整の利
益を享受しているとした．さらに，サテライト型集積は，公共的外部経済の利
益が，単一経営型集積では，内部経済における規模の利益が支配的な地域であ
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る． 
このような分析の枠組みによって，支配的な集積利益の調査から，その集積
を抽象化することができ，また，逆に，集積形態の把握から，その地域におけ
る企業が享受する，支配的な集積利益を認識することが可能になるとしている． 
藤川の成果は，接触の利益では見逃してしまう多数性の回復による不確実性
の克服と取引費用の節約を，調整の利益という読み替えによって明示したこと
にある．集積の利益について，同一リンケージにおける調整の利益とリンケー
ジの転換による調整の利益を識別する方法を与えた．研究では，パクによる類
型において，それぞれに主導的な調整の利益を静態的に説明している． 
しかし，ハブ・アンド・スポーク型が主導的である集積形態においても，サ
プライヤーの側が，ある中核企業との取引を通じて得た高い技能を，別の中核
企業との取引においても発揮しうる企業成長を遂げ，企業間関係が変容するこ
とがある１）．その場合，潜在的取引相手が増大し，その空間的領域内における
閾値を超えてくるとすれば，リンケージの転換による調整の利益を享受する可
能性が増大してくるとも考えられる．また，マーシャル型が主導的である集積
形態においても，小規模企業が経営規模を拡大させ，長期継続的な調整の利益
による同一リンケージを形成する可能性が存在する． 
このような読み替えによって，トップシェア企業や独立型・下請型の中小・
中堅企業の社会的分業関係の形成を，リンケージとリンケージの転換における
調整の利益を享受する空間集積との関係において説明することができる．パク
においても，進化したハブ・アンド・スポーク型や先駆的なハイテク型など，
新たな集積形態への展開を指摘したように，中堅・中小企業の社会的分業構造
は，ハブ・アンド・スポーク型やマーシャル型の集積形態から新たな形態への
進化を促しているといえよう． 
社会的分業構造と空間集積の関係は，とりわけ市場・マーケットとの連関に
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おいて，需給接合の質的な変動やリンケージの転換における効率性を，調整の
利益の観点からどのように説明するかということになる． 
高岡（1998，pp.112-123）は，産業集積を，集積内分業と集積とマーケット
との連関という 2 つのサブシステムから成る取引システムとして把握し検討を
加えた．前者を，従業者数・技術レベル・損益分岐点等が異なる，集積内の多
数の企業による柔軟な分業であり，後者を，リンケージ企業によって形成され
る，生産現場である集積内部と消費現場である集積外部との連関であるとした．
とくに，集積とマーケットとの連関を，垂直的企業間における分業の一種とみ
なし，特別な一段階としてのリンケージ機能を概念化し，集積内に立地するリ
ンケージ企業の役割を重視している． 
集積とマーケットとの需給接合においては，量的な変動への対応だけでなく，
質的な需要変動への，生産のフレキシブルかつ効率的な対応について検討して
いる．リンケージ企業が質的な需要の変動に対応するケースについては，第一
に，集積内部にある未だ活用されていない「現在ある技術」を発見し，それを
活用して「現在ない需要」を「現在ある需要」へと転換させ，両者をつなぐ，
新しい「需要の創出というイノベーション機能を遂行する場合をあげている． 
また，第二のケースとして，未活用の「現在ある需要」をキャッチしたリン
ケージ企業自身がそれを生かすため，集積内の「現在ない技術」を「現在ある
技術」へと転換させ両者をつなぐ，新しい技術の創出というイノベーション機
能を遂行する場合をあげた．高岡の考察は，独自技術をもった創造型企業への
転換や新製品や独自のマーケットの開拓と自立化によるトップシェア企業にお
ける集積とマーケットとの連関を説明したものでもある． 
高岡の見解を，藤川の読み替えた調整の利益にもとづいて考察すると，2 つ
のサブシステムのそれぞれにおいて，リンケージの転換による調整の利益が関
連していることを理解することができる．まず，集積内においては，いまだ活
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用されていない「現在ある技術」を発見することも，「現在ない技術」を「現在
ある技術」へと転換することも，リンケージの転換による調整の利益で説明で
きる．汎用的な生産手段の利用と多数の潜在的取引相手が集積内に存在してい
ることが前提となっている２）．他方で，集積とマーケットとの連関のサブシス
テムで，「現在ない需要」から「現在ある需要」への転換や，未活用の「現在あ
る需要」をキャッチすることも，マーケットとの連関においてのリンケージの
転換を意味している． 
しかし，ここでの高岡の説明には，不確実性に対する適応能力を高める空間
的な集中の仕組みは組み込まれていない．マーケットとの連関における効率性
について，リンケージの転換による調整の利益からの説明が求められていると
いえないか． 
粂野（2003，p.72）は，東大阪のトップシェア企業について，オイルショッ
クによる産業構造の変化が，大企業に依存する下請という形態から，自ら販路
を切り開く自社製品型企業へと転換を促し，これをきっかけにトップシェアと
なるような自社製品開発型企業が数多く生まれたと指摘する．大阪に隣接して
いるという地理的条件，多様な地場産業の需要先としての大阪の存在をその素
地としてあげた．多数の潜在的取引主体が存在する空間的領域である大都市圏
の市場，マーケットの構造とその連関が，需要の質的な変動や不確実性に対す
る適応能力を高める調整の利益に関係していると推測できるのである． 
しかし，その空間的な集中の仕組みの理解には，大都市圏の空間構造につい
て，単層的な集積論ではなく，局地的集中の経済の重なり合い，産業集積を多
層性においてとらえる視角が必要となろう．リンケージ機能の役割を果たすト
ップシェア企業や中堅企業の企業活動は，このような空間集積の多層性に深く
かかわっていると思われる． 
産業集積研究においての第二の論点は，大都市圏産業集積の多層性や都市型
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産業集積の多様性の特徴を，どのような枠組みにおいてとらえるかという視点
である．これまでの集積理論は一見空間的な装いをともないつつも，実はまさ
に「一点世界」として論じられている場合が少なくなく，距離や広がりといっ
た空間的属性について理論的な研究が必要である（小田，2003，pp.152-153）． 
大都市圏における産業地域の実際は，異なる性質や属性をもつ空間集積の点
在であり，各々が自己完結することなく，相互にかかわりをもちながら並存し
ている．それらについての，多層的な把握のための分析の枠組みを検討する必
要がある． 
渡辺（2011，pp.251-254）は，東京城南地域の工業集積を検討し，産業イン
フラの高度化による産業集積の経済性の地理的多層化，一部の集積の経済性の
広域化を指摘した．宅配便網の整備，ファックス通信の普及により，物流と情
報流に関して，産業集積の独自な機能が広域化し，変化・変動の激しい製品の
生産や日常的な多面的な人的接触を必要とするような開発機能については旧来
の産業集積程度を範囲とする広がりの中で行われるものの，発注量がまとまり
安定した製品の生産は，関東広域工業圏に広域化しているというものである． 
東京の大田区から城南地域を既存の産業集積地として，川崎や横浜に至る広
域的な範囲を多層的な産業集積として説明した．多層的な把握は，機械工業を
軸にして，集積の成熟度の違いに応じた集積の利益の多様性におかれている．
したがって空間的構造は，単核による同心円的な多層構造としてイメージされ，
中心‐周辺の階層性を含んだ空間属性で特徴づけられるともいえよう．  
これに対して植田（2000，pp.17-22）は，東大阪地域の産業集積について，
機械工業の集積の成熟度による分析軸をあてはめるだけではなく，大都市近郊
という地域特性や産地的な集積と大都市的な複合化による歴史的な成立・展開
過程など，実態分析による多様性をキーワードにした把握の重要性を強調して
いる．その意味は，需要分野の多様性，製品開発型や下請加工型などの多様な
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性格をもつ企業形態の多様性，問屋・商社などの分業関係の多様性などによっ
て示されている． 
しかし，このような複合化や多様性の特性を，大都市圏産業集積の空間的構
造と，どのように関連づけて理解すればいいかという疑問には応えていない．
大阪大都市圏においては，機械金属関連の大小さまざまな，多様な集積形態の
産業地域が点在しているのである． 
町田（2012a，pp.54-62）は，大阪における大都市工業圏の空間構造を，高
密度集積地域，集積地域，都市工業圏，広域工業圏の 4 層による多層的な把握
によって描き出した．都市工業圏の外側に広域工業圏が広がり，その内側には，
集積地域として大阪東部，大阪北東部，大阪北部の三大集積地域が並存し，さ
らにその内側に高密度集積地区を包含する．中堅・中小企業の視点に立つこと
で，労働市場，中間財の供給，知識の浸透の集積メリットに空間克服コストの
概念を取り入れ，産業集積の多層的な把握を試みている（図１－２）．  
労働市場においては，集積地域内では勤務経験のある技能工は確保されるが，
技術者・研究者の場合は都市工業圏や広域工業圏のなかで確保される．中間財
の供給においては，ほとんどの企業の外注先が高密度集積地区内では収まらず，
集積地域という広がりが重要である．しかし，中大規模企業の外注先は，むし
ろ集積地域外の方が多く都市工業圏に広がり，広域工業圏内にも存在する．知
識の浸透においては，集積地域での商工会議所や地方自治体，仕入れ先や専門
サービス業などの関連業者とのかかわりが重要で，都市工業圏では中核地区を
媒介とする． 
町田（2012c，pp.193-197）の視点の特徴のひとつは，中枢管理機能や対事
業者サービス業，卸売業などが集積する大阪市北区・中央区・西区といった都
心 3 区を中核地区とする，神戸市，京都市まで含む京阪神地域や滋賀県の湖南
地域までを圏域とする機能的なまとまりを，都市工業圏として大都市型産業集
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積の階層に組み込んでいることである．この圏域は，大都市圏経済の空間的構 
造とも合致する．産業の多様性や競争の活発さが，イノベーションを生み出す
源として重要性を増していると強調している． 
大都市に位置することによって一義的に規定される都市型産業集積研究に
おいても，大都市圏経済とのかかわりを論じたものが意外と少ない．地理的多
層化や広域化といった産業集積の成長を，大都市圏の空間構造との関連で理解
する糸口を示したといえよう． 
集積地区の形成を大都市圏の空間構造においての考察を試みる長尾（2002，
pp.55-56）は，大都市の存立基盤を，大規模の経済，局地的集中の経済（地域
特化の経済），都市化の経済などの集積の経済に求める．先進諸国の大都市につ
いて，多種多様な産業と人材が集積する都市化の経済を軸にした，都市空間の
図１－２ 多層的把握と広域化のイメージ 
資料：町田（2012c，p.194）より 
大阪東部集積地域 
大阪北部集積地域 
大阪都市工業圏 
大阪広域工業圏 
高井田高密度 
集積地区 
中核地区 
広域化：岡山へ 
広域化：三重へ 
大阪北東部集積地域 
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形成と成長の持続性に関する説明が行われてきたことに対して，大都市圏の経
済は，同一産業に専門化する局地的集中の経済が重なり合ってできていると考
えるべきであると強調する．その区分には，強力な分野別の特殊性を有してい
るのか否かが一つの鍵となると指摘している． 
  大都市圏の空間構造において，単核の単一中心都市から，多核の都市圏への
発展モデルを示した長尾（2002，pp.58-62）は，郊外に形成される都市核の形
成について，商業活動に限定されるものではなく，製造業による集積の経済か
らも発生する論理を示した．大阪大都市圏でいえば，都心部における中心業務
地域だけでなく，地場産業や機械金属工業の多様な業種をかかえる大阪東部地
域，大手電機産業や鉄鋼業の企業城下町的な色彩の濃い北東部地域や北部地域
などの製造業の集積地が，都市核として大阪経済の成長を支えたことにあては
めることができる． 
こうしてみると，町田の分類した大阪都市工業圏の階層は，集積地域や中核
地区における中枢管理機能や対事業者サービス業，卸売業などの局地的集中の
経済による都市核が，多核的に並存した空間的構造にあるといえる．そして，
大都市圏の内部には，産業分野別の概念では把握できない都市集積の機能であ
る事業所地域が含まれているともいえる３）．したがって，都市工業圏は，異質
な性格や属性によって規定される局地的集中の経済が，等質地域として並存し
つつ，人・モノ・情報などの地域的循環によって結節地域を形成していると言
い換えることができよう４）． 
局地的集中の経済は，同業種集積を意味する概念で多く使用される．しかし，
本論では，事業所地域や卸売業集積を念頭に，等質地域として，同質化される
固着的要素として括られる単位によっては，中枢管理機能や流通機能など，異
業種集積の概念でとらえることができることから，広義の意味でこの用語を使
用したい． 
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局地的集中の経済が多核的に並存した空間的構造において，集積の経済性は
どのような経緯によって多層的に重なり合うのであろうか．リンケージ機能と
しての中堅・中小企業の企業活動は，これらとどのようにかかわっているので
あろうか． 
こうした課題の解明のためには，まず，集積形態において特有の集積の利益
を把握することが必要であるといえる．集積の利益には多様性が存在している
にもかかわらず，外部経済という概念で一括され，その多様性が等閑に付され
てきた（藤川，1999，p.26）．大都市圏を構成する多核的な局地的集中の経済
は，同業種集積・異業種集積・単一経営の規模集積など，異なる集積形態によ
って形成されており，集積形態に特有の集積の利益とその属性を識別する必要
があるのではないか．  
柳井雅人（1997，pp.168-208）は，都市の発展モデルにおいて， 集積の 3
形態による集積の利益の相互の関係から，自生的成長期や独占期の発展過程を
説明した．歴史的な都市の発展過程は，ウェーバーの指摘する低次の次元であ
る単一経営の規模の拡大から，同業種・複数企業の集積，異業種・複数企業の
集積という順の展開として理解されてきた．しかし，純粋集積かつ異業種集積
こそが，資本主義的集積地の初発であり，同業種・複数企業と反復しながら自
生的な成長をたどったのであると強調する． 
初発である純粋集積かつ異業種集積とは，使用価値的な交換関係にもとづい
て，分業関係を結ぶ際に生成される，交換関係の中心地点＝市場への集積であ
る．この場合，個別生産者（企業）同志が意識して，交換のために接触すると
いうことで，流通時間の短縮をもたらし，販売の偶然性などを排除し，あわせ
て商品の価値実現を促進する情報を得ることができる．生産力が低く，規模の
経済が達成できていない段階でも成立する（柳井雅人，1997， pp.195-196）．  
こうして，農村，小都市，輸出特化都市，結節都市，地方的首都，全国的首
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都への都市の発展過程を，密度格差を生み出す要因である接触の利益と，それ
を促進する偶然集積の要因から説明した． 
①異業種・複数経営の集積を基礎単位とする局地的な分業圏が，全国各地に
広範囲に分布している状態がまずある．②そこから成長産業を中心とした同業
種・複数企業の集積が，最も早く技術革新に成功した地点に起こる．これは比
較優位の原則による．原燃料地，市場などの成長によって偶然集積も活発化す
る．③社会的分業の深化に伴う同業種集積地の成長が，拡大した消費人口によ
る市場や技術関連により異業種を牽引し，より拡大した規模での分業圏が確立
する．自由競争段階では，①～③の過程を反復しながら集積地の性格は大きく
変貌していく． 
そして④集積地内，集積地間の競争関係は，単一企業の大規模集積とそれに
よる同業種・異業種の企業の系列化を生み，独占期の地域構造を生み出す．こ
うして競争上優位な地域は特定産業に特化し，社会的分業が進展することで，
その地域の産業地域としての性格を強めさせ，その生産力に裏付けられた経済
圏を膨張させるのである（柳井雅人，1997， pp.197-198）５）． 
柳井の研究は，１都市や集積地の内的な発展パターンにおいて，異業種集積，
同業種集積の反復による資本主義の自生的な成長や，単一経営の規模集積によ
る独占期の牽引力を位置づけたものである．異業種集積と同業種集積が，それ
ぞれに特有の集積の利益によって相互に反復して牽引する関係を，都市内部に
おける過程として説明した． 
しかし，大都市圏の発展過程において，その内部においては複数の都市核が
形成される６）．集積の 3 形態に特有の集積の利益が反復して牽引する関係と論
理は，多核的に並存した都市核が，どのようにして重なり合うのか，集積の経
済性の地理的多層化という課題の解明において重要な意味をもっているといえ
るのではないか． 
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東大阪産業集積における多様性とトップシェア企業の存在において，その源
流として流通チャンネルの多様性を強調する大澤（2003）の考察は，集積の 3
形態に特有な集積の利益が，複数の集積地間において反復して牽引する関係に
について理解するための重要な示唆を含んでいる．東大阪産業集積の多様性の
形成を，大阪都心部の卸売業の集積地域や大阪北東部地域の機械，電気関係の
大企業を中心とした工業集積などにかかわる，トップシェア企業の企業活動に
着目して説明している．引用がやや長くなるが経過を追って検討する．  
 
東大阪産業集積においては，地場産業的な業種では，大正期から大阪市
西区（立売堀）の機械関連器具卸売業者（機工卸）を介して各種工場へ部
品として納入される工場向けや，金物卸売業者を介した土木建築業者向け
の完成品生産が存在していた．高度成長期には，工場用備品の需要が急激
に拡大し，作業工具や鋲螺などの製品は，機工卸にとって最も重要な販売
品目になり，北米まで輸出されるようになった． 
また，同時期には，主に松下電器産業（株）などからの受注によって，
弱電・機械関係部品の生産も増加していく．このことは，低成長期に入り，
円高のために北米向け輸出が急減し，地場的産業が存亡の危機に直面した
時期においても，これらの業種の沈滞をおぎない，企業に業種転換という
選択肢を残すことになった（大澤，2003，p.50）．工場向けの販路は，東
大阪における多様性形成の源流をなすとみられる７）． 
しかし，ME 化の急速な進展によって，卸売業者への完成品販売の流通
チャンネルに重大な変化が起こると，生産ラインに直結する従来の作業工
具は，生産設備のメインテナンスに限られるようになり，その需要が大き
く減少する．その一方では，多品種少量生産化にともなうマシニングセン
ター用切削工具や専用ネジ・専用工具などの新たな需要が生まれてきた．
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市場経済環境の変化によって，多くの機工卸が苦境におちいる中で，有力
機工卸は，新たな需要への対応をはじめ，集散地問屋としての性格を備え
ることで生き残りをはかっていくのである． 
東大阪の有力製造業者は，売れ筋商品についての情報を取得するために，
役割を果たせない機工卸に見切りをつけ，これらの有力機工卸の取扱商品
をにらみながら，新たな製品開発を模索するようになった．有力製造業者
のなかには，ユーザーとの直接情報交換（共同開発）をおこなう者もあら
われる．これらが，今日のトップシェア企業の初期的な姿であると指摘し
ている． 
また，機械，電気関係の部品加工をおこなっていた業者のなかからも，
下請からの脱却をめざして，経営者自ら市場動向の把握につとめ，卸売業
者の関心を呼ぶような完成品の自社開発へとのり出し，トップシェア企業
の主要メンバーが生まれた．このようにして，歴史的に完成品を製造し卸
売業者への販売チャンネルが存在したことが，90 年代におけるトップシェ
ア企業の台頭につながったのである（大澤，2003，p.51）． 
 
大澤の説明をもとに，東大阪産業集積と都心部卸売業集積の空間構造を示し
たのが図１－３である．産業集積論や大阪都市工業圏についてのこれまでの考
察をふまえながら，局地的集中の経済の多層的な重なり合いの論理を検討する． 
それぞれの集積地は，事業所の立地密度による等質地域の概念によってその
範囲をとらえた場合，並存した空間構造であるといえる．大都市経済圏におい
ての物流および情報の両面でのインフラ整備は，人・モノ・情報の空間克服コ
ストを低減し，地域的循環の密度を高める．大都市圏に立地すること自体も，
産業構造や企業組織だけでなく，文化や行動様式などを共有することによる情
報の可動性を高めることにもなる． 
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東大阪地域の地場産業は，近代工業として発展する以前から，大阪都心部の
卸売業集積地域における，交換関係の中心地としての異業種集積の接触の利益
を享受してきた．流通過程での機工卸や金物卸との対面接触によって，流通時
間の短縮，販売の偶然性の排除，商品の価値実現を促進する情報を得ることが
でき，高度成長期の販路拡大につながったのである． 
そして，ME 化の進展による市場経済環境の変化おいて企業 T は，ユーザー
が求めている「何か」を掘り当てるために，個別製品の短期的な情報にしばら
れることなく，有力機工卸などから売れ筋商品について幅広く情報を収集する
ことができた．空間的領域内に多数の潜在的取引相手が存在する卸売業集積の
空間構造であったことは，役割を果たせない機工卸を見切り，有力機工卸や新
たなユーザーからの直接情報交換をおこなう，リンケージの転換のためには有
利な環境でもあった．  
マーケットとの連関において，売れ筋商品の情報，「未活用の現在ある需要」
をキャッチすることで，東大阪産業集積内部での，同業者や関連業者との分業
最終製品製造業 有力機工卸業 
部品の製造業 機工卸・金物卸 
図１－３ 集積の利益と産業集積の多層性（ケース１） 
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図１－３ 企業活動と産業集積の多層性（ケース１） 
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関係をつうじて，「未活用の現在ある技術」の発見や新しい技術の創出によるニ
ッチトップの新たな製品開発を実現することができたのである． 
東大阪産業集積における立地とそこでの生産活動に，流通過程における異業
種集積の接触の利益（調整の利益）が加わることで，海外も含む「工場」向け
の広域的な独自の販路を有し，ニッチ市場における需要の変動・変化に柔軟に
対応する，特定製品分野に専門化するトップシェア企業へと成長したのである．
このような優位な企業活動が累積的に増大したことによって，東大阪産業集積
を販売チャンネルの多様性を特徴とする集積地へと導いたといえよう． 
これらの過程は，集積形態に特有の異なる集積の利益の双方が，企業 T のよ
うな企業活動を牽引しながら，それを媒体にして，自身の地理的範囲を変化さ
せ，集積地域間相互において多層的に重なり合った空間構造を形成したと言い
換えることができる．企業活動における対面接触を媒体とした人・モノ・情報
による地域的循環が，イノベーション活動を誘発し，質的に新たな循環を生み
出す経済地域の形成につながる事例であるともいえる． 
多層的な空間構造において，同業種集積としての東大阪産業集積は，異業種
集積の接触の利益に牽引され，複合的で多様な独自の集積機能へと再生産され
ていく．特定製品分野に専門化する企業の集積地であると同時に，広域的で多
様な販売チャンネル，ネットワークの集積する結節地域である．ニッチ市場の
変動・変化に対応する柔軟な専門化の生産システムと，基盤的加工技術および
情報における流通の新たな中心地機能を形成する，「強力な分野別の特殊性」を
有する集積地への変容である． 
集積形態に特有の集積の利益を識別すること，それらが牽引する地理的範囲
と多層的な空間構造の形成を，企業活動における対面接触を媒体とする地域的
循環として，結節地域の概念において把握することができた．産業集積の多層
的な把握は，地域の概念を地域的循環における単なる容器ではなく，質的に新
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たな循環を生み出す源泉としての意味における地域把握の視角にもつながる． 
大都市圏においては，産業集積の広域化の文脈で，多層性による集積のメリ
ットが強調されてきた（町田，2012）．しかし，既存集積地の機能の再生産や
新たな局地的集中の経済の形成につながる，集積の経済性の地理的多層化がも
たらす，狭域的な方向への作用を見逃してはならない． 
都市型産業集積研究に関連する第三の論点は，大都市圏工業にみられる広域
化についての分析の視点である．わが国においても，1970 年代以降の物流なら
びに情報の面でのインフラ整備の進展によって，産業集積の地理的拡大，いわ
ゆる空洞化現象による希薄化を伴っているとともに，社会的分業関係の点で変
容が一層進展している（前田，2012，p.4）． 
このような新たな現象は，産業集積の地理的範囲そのものの広域化と多層化
の視点からの研究，産業集積の動態的過程を分析する立地論的アプローチ，地
域的分業の観点から地域的集積と分散的なネットワークとの関連と区分を論点
とする研究などにおいて検討されてきた．従来の集積概念についての再検討と
中小企業ネットワークによる柔軟な専門化についての議論にも関連している． 
このような大都市圏工業の広域化においては，中堅・中小企業による複数事
業所立地による新たな展開がみられる．しかし，これらを視野に入れた産業集
積の多層化や広域化，企業の立地論的アプローチ，中小企業ネットワークによ
る地域的分業を検討したものはあまり見当たらない．柔軟な専門化の概念にか
かわる，地域的集積と立地分散化の関係を解明するうえにおいても，中堅・中
小企業による企業間の分業とともに，複数事業所立地による企業内の分業が重
要な論点となると考えている．  
前田（2012，pp.4-8）は，東京や大阪など既存集積地内に立地する企業が，
地方へ工場の地域展開を進め，生産機能，とりわけ量産機能の広域的展開とい
う形を見せながら，既存産業集積の枠を超えた広域的な生産ネットワークを築
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くに至ったとしている．産業集積の国内的な地理的変容は，大都市圏内部に工
場が集中していた時期と，大都市圏内部での立地には限界が見え始め，その外
延や周辺部，そして地方圏と立地が進んでいった時期とに分かれる．大阪市内
中心部から，それを取り巻く地域や隣接する地域への製造業事業所集積の移動，
さらには，東大阪市からの三重県，滋賀県，京都府などへの工場の広域分散の
進展などの立地変容の歴史的な経過を示した．また，このような地理上での変
化が．分業関係の拡大につながっていることを指摘した． 
町田（2012b，pp.73-81）は，産業集積の広域化において，広域工業圏の視
点の重要性を強調する．交通インフラの発達による空間克服コストの低下によ
り，都市工業圏外との間での中間財の取引が活発化し，技術者・研究者など労
働市場においても広域の重要性が増している．さらに，産業集積を構成する企
業については，小零細企業よりも広域で生産活動を展開する中大規模企業が，
工業生産において占める比重を高めていることを重視する． 
1990 年代以降，大手機械金属工業のアウトソーシングの受け皿となった中堅
規模層は，設備投資と付加価値生産性と供給能力を高めることによって，分業
構造のなかで地位を高めた．中堅規模層は，単なる生産量の拡大による量的な
役割だけでなく，主な製造工程の担い手としての経験の蓄積にもとづいて，大
手機械金属工業の開発設計機能を肩代わりすることにより，質的な面でも生産
構造の中核的位置を占めるようになってきたと指摘している． 
町田は，広域工業圏としての地域の範囲を，府県間相互の生産連関とともに，
中大規模企業の生産拠点の配置，すなわち，本社と工場の配置からとらえてい
るのである．製造過程においての地域相互間の物や人の流れの強さが類推でき，
機能地域として一体化している地域として把握するのである． 
その根拠として， 1980 年から 2008 年までの間に全国各府県に立地した工
場について，本社所在地別の比率をあげている．千葉県では県内に立地した工
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場のうち 44.8％が東京本社企業によるもので，自府県本社企業の比率 39.5％よ
りも高い．このほかにも，埼玉県，茨城県などの 9 府県で東京本社企業の比率
が 20％以上となっている．また，大阪本社企業についても，奈良県で 45.1％
を占めるなど，７の府県で 20％ 以上の比率を占めていることを指摘した（町
田，2012b，pp.75-78）． 
大阪広域工業圏では，汎用機械器具製造業，鉄鋼業，金属製品製造業，電気
機械器具製造業など，機械金属関連工業の多様な業種で対全国シェアが高い．
大阪府外企業の側では，外注工程で大阪府内企業に依存していることなどの特
徴をあげている（町田，2012b， pp.78-81）８）． 
大都市圏工業において，中堅・中小企業の中核的地位を重視すること，それ
らによる複数工場立地がある程度高い密度でみられる範囲を広域工業圏として
位置付けることは，産業集積の広域化についての検討に新たな視角を提供して
いるといえる．形成された広域工業圏を，産業集積の多層的な把握の外延部と
して位置づけている． 
広域工業圏や広域化にみられる産業集積の地理的変容は，集積地を取り巻く
市場経済環境や立地環境の変化における，集積内の企業，とりわけ中小企業サ
プライヤーの立地行動の観点から分析することが重要である．鈴木（2000，
pp.19-34）は，近年の産業集積研究の多くが，特定の産業集積地を研究対象に
して集積の利益を分析しているのに対して，企業の立地行動の観点から産業集
積の動態的過程を分析する立地論的アプローチの観点からの検討の必要性を強
調している． 
産業集積は，企業の立地行動の累積的プロセスを通じて形成されるのであり，
それには偶然集積の側面と，生産立地の消費地への影響が関連している．また，
産業集積の発展に伴って独特の立地環境が生じること，それを支えるサプライ
ヤーの立地行動に注目すべきであることを指摘した． 
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サプライヤーの立地行動は，特定の企業向けに中間財を供給する場合，最終
財メーカーなどの納入企業の立地場所が消費地となり，生産はそれとの地理的
位置に対して調整される．また，サプライヤー間で多様な分業をしているため，
他のサプライヤーが納入先企業である場合は，これらが多数立地する地域も消
費地となる． 
このような，集積地を取り巻く市場経済環境の変化と，サプライヤーの立地
行動の独自な展開を理解するうえで，近藤（2007，pp.91-103）の実証的研究
は多くの示唆を与えている．グローバル化の進展にともなう松下電器（現パナ
ソニック）の再編と購買戦略の変更に対応する，下請共栄会社の立地行動の変
容について考察した．中核企業によるサプライヤー企業との外注形態の違いか
ら，工場立地における中核企業との近接性の差異を実証的に明らかにしている． 
1990 年代以降，アセンブラー企業の再編，購買戦略の変更は，海外調達やイ
ンターネット調達，提案力の自立経営責任，また同業他社との取引禁止の解除
や取引占有率の緩和などの措置によって，それに対応できる優良な一般外注や
完成品外注の選別と，工程外注の激減，外注そのものの整理，縮小を進めるの
であった．結果として下請共栄会社による近接的な外注連関は縮小し，広域化
をもたらしたのである． 
このような下請共栄会社の立地変化は，4 つの立地類型として抽出されてい
る．守口・門真地域への単一事業所企業（類型Ⅰ）とともに，外延地域に分工
場立地する複数事業所（類型Ⅱ），松下の生産展開追随型複数事業所企業（類型
Ⅲ），地方進出操業型（類型Ⅳ）などである．完成品外注や一般外注加工の共栄
会社のうち，守口・門真地区の外延地域（関西圏）への複数事業所立地する類
型Ⅱは，企業規模は相対的に大きく，松下電器グループとの取引依存度が低い．
守口・門真の本社工場では，試作・開発や情報収集拠点としての役割を強めて 
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いるとする．また，松下電器の生産展開に追随して複数事業所立地する類型Ⅲ
は，松下電器グループとの取引依存度が高いことが特徴である（図１－４）． 
近藤の研究は，あくまでも中核企業を基点として，工場立地における近接性
の差異，広域的な展開をおこなうサプライヤーの立地類型である．しかし，こ
れは同時に，産業集積地内に立地するサプライヤー企業の，広域的な立地行動
の多様性を実証的に明らかにしたことにもつながる． 
M 
類型Ⅰ（単一事業所企業） 
Territory（守口・門真） 
M 
類型Ⅱ（複数事業所） 
企業内リンケージ 
Mc Mb 
類型Ⅳ（地方進出操業型） 
Territory（地方圏） 
類型Ⅲ（松下の生産展開追随型複数事業所企業） 
Mc Mb 
工場間分業 
企業内リンケージ 
M 松下生産工場 
Mc=Core Plant Mb=Branch Plant 
共栄会社（工場） 
図１－４ 松下電器・共栄会社の立地類型 
資料：近藤（2007）より筆者作成 
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すなわち，単一事業所企業としては，集積地内にとどまる類型Ⅰか，地方進
出として移転する類型Ⅳの形態であり，複数事業所立地企業においては，集積
地と周辺地域をまたがって広域化する類型Ⅱと，集積地と中核企業の生産展開
地域をまたがって広域化する類型Ⅲのケースである． 
そして，地方展開や海外展開をするケースも考えられるが，類型Ⅱ，類型Ⅲ
による立地行動の多くは既存集積地域の外延部に展開することになる．その意
味で広域工業圏は，中核企業との近接性の制約もとで，集積地を取り巻く市場
経済環境の変化への対応する，サプライヤーの立地行動の累積的プロセスによ
って形成された圏域とみることができる．  
このような立地形態は，サプライヤーによる企業戦略や立地戦略の側面から
も検討する必要がある．柳井雅人（1997，pp.227-234）は，経済の発展段階に
おける各時代の主導的な立地パターンが存在し，産業資本主義段階にはウェー
バー型が，独占資本主義段階にはグリーンハット型の立地パターンが対応する
と指摘する． 
産業資本主義段階では，市場，原燃料，労働力が局地的に集中し，各地点と
の位置関係で，最小の輸送費地点に立地するウェーバー型が主導的である．こ
れに対して独占資本主義段階では，不均衡に局地化する市場に，クリスタラー
型の均等，普遍的な市場占有とは異なった供給パターンとして，立地費用と需
要量を考慮し，独占価格を設定して市場圏の分割立地をおこなうグリーンハッ
ト型の立地パターンが主導的となると説明する． 
大資本・技術革新型産業は，グリーンハット型によって，1 国を広範囲に分
割する．しかもウェーバー型の性格も帯びており，市場圏でも最小費用立地点
を明確に求める．この地点を中心にして，分工場や非独立系の小企業（下請関
連企業）が，大資本への原材料搬入，加工，販売などにおいてかかわり，ウェ
ーバー型の立地形態をとる． 
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また，大規模でなくとも，独立系の企業は，特定企業と結びつかない結果，
周囲の多数の資本と契約して市場を確保する，グリーンハット型の立地形態を
とる場合があるとする．特殊な技術をもっている場合や売り手市場にある場合
には，市場圏内で価格設定をある程度操作できるのである．あるいはその相手
が遠隔地の一点に集中している場合は，見かけ上，ウェーバー型の立地形態を
とる場合もあるとしている（柳井雅人，1997，p.233）．  
大企業の立地パターンに付着した，非独立系と独立系企業のサプライヤーの，
それぞれの立地パターンは，自立経営責任や取引依存度など，外注形態の違い
による近藤の立地類型の視角ともつながる． 
近藤の類型Ⅲと類型Ⅳはそれぞれ，非独立系の複数事業所企業と単一事業所
企業によるウェーバー型の広域的な立地パタ－ンに近いといえよう．それに対
して，類型Ⅱは，特定企業と結びつかず，多数の資本と契約して大都市圏にお
ける市場を確保する，グリーンハット型の立地パターンをあらわしているとい
えないか．立地費用と需要量を考慮し，外延部での工場用地の確保によって量
産機能を配置し，価格競争に対応する市場圏の分割立地とみることができよう．  
このようにしてみると広域工業圏は，アセンブラー企業の再編とグローバル
競争の激化という市場経済環境の変化に対応した，広域化する大阪大都市圏の
市場圏の分割における，非独立系・独立系のサプライヤーによるウェーバー型
やグリーンハット型の立地パターンの累積的プロセスを通じて形成された圏域
であると考えることができる．そのなかでも，とりわけ，類型Ⅱや類型Ⅲの形
態の複数事業所立地による市場圏分割を主要な特徴としているのである． 
また，これらは，消費地（最終財メーカー）との地理的位置に対して調整さ
れる，偶然集積による企業の立地行動の累積的プロセスの結果であると言い換
えることもできる．その意味では，産業集積の多層的な把握において，広域工
業圏は，純粋集積でとらえられる集積地域や高密度集積地域などの既存集積地
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域とは，区別してとらえるべきであるといえよう．あわせて，広域工業圏にお
いては，本社と工場の配置による地域相互間の機能地域としての側面でとらえ
なおす必要も出てくるのである． 
京浜や関東，さらには東北・北陸などを含めたさまざまな空間的スケールに
ついて，それを集積とみなす渡辺の多層的な集積論に対して，富樫（1997，
pp.62-63）は，一般的な市場取引と，集積内部での取引との機能的な区分があ
いまいになるため，近接して立地したことによる費用の節約がある場合の純粋
集積と，広域的な企業間取引による生産の空間的なネットワーク化と区別すべ
きであると指摘する．地域的集積や分散的なネットワークなどの空間的分業の
形態の関連と区分が論点となってくる． 
その意味では，既存の産業集積内に立地する中堅・中小企業，とりわけサプ
ライヤーの複数工場立地の特徴においてとらえる広域工業圏は，分散的なネッ
トワークの形態による空間的分業の観点から検討すべきであるといえる．地域
的集積との形態の区分と関連において，狭域的な産業地域の自己完結性を強調
した従来の産業集積論との整序をはかるという課題の究明にもつながると考え
られる． 
富樫（1997，pp.59-63）は，機械工業の地域的分業構造について，いくつか
の論点を示した９）．渡辺の多層的な集積論に対して，広域的な企業間取引を生
産の空間的なネットワーク化と呼ぶ方が適切であるとしたうえで，中規模や中
堅以上の企業による企業間の取引関係が広域化し，さらには国際化するケース
について説明する． 
国内に関しては，距離減衰効果による立地の空間的限界そのもの（輸送費や
接触の費用などによって，利潤がゼロ以下となる範囲）が存在しなくなってい
ること，立地上においては，輸送費だけでみるとフットルースであるが，直接
的な接触が必要な場合のみ，時間や費用の制約から大都市圏での集積が利用さ
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れるとする．そして，このような意味で，従来の集積概念の非空間的な側面ま
での拡張解釈を促すような実態の変化が進んでいると指摘するのである 10）． 
しかし，中規模や中堅以上の企業には，国内において距離減衰効果による立
地の空間的限界そのものが存在しなくなっているとしても，サプライヤーの立
地行動においては，中核企業との近接性の制約や市場圏分割のための立地戦略
が存在していた．これらが結果として広域工業圏を形成している．市場圏の領
域において，既存集積地から外延部への分散立地によって形成される中小企業
ネットワークの形態については，地域的分業の観点からの検討を深める必要が
出てくる． 
従来の集積概念における柔軟な専門化の議論は，コンピュータの導入と中小
企業の局地的集中による狭域的な産業地域の形成や活性化の側面を強調してき
た．しかし，ME 機器の導入を契機として，集積指向を持ちつつも立地分散が
生じることは，東京城南地域を中心とする金型製造業を事例とした小田（1997）
の研究によって示されている．技術革新が，資本集約型や技能集約型など経営
体に階層分化をもたらし，分散立地や既存集積地立地，既存集積地の外延部へ
の立地などのそれぞれの対応を引き起こした． 
その中でとくに，川崎市・横浜市など既存集積地域の外延部へ拡大した，資
本集約型と技能集約型の中間型の業者に注目する 11）．これらは，外延部での操
業によって，熟練工の補完的役割としての ME 機器の導入の利点と，既存集積
地の労働市場および同業者・関連業者とのつながりを維持する外部経済利用の
利点の両者を結合させる分散立地であると指摘する． 
それらがまさに，日本の新たな工業化段階を支えたとしている．そして，大
都市の，さらには日本の機械工業の地域的生産システム変容の本質は，集積を
基調としつつも多元的・重層的な連関秩序を内包した，より広域化した中小企
業ネットワークの形成であると説明した（小田，1997，pp.570-571）． 
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小田の事例研究は，大都市工業における中小企業の立地分散において，中間
型の業者にとって，ME 機器の導入の利点と既存集積地の外部経済利用の利点
の結合という立地要因が満たされる範囲が，既存集積地の外延部であったこと
を実証しているといえる．その範囲において新たな工業地域が形成されたと強
調している． 
ME 機器の導入による柔軟な専門化が，再集中化の一方向ではなく立地分散
の契機となることを指摘した小田の実証研究は，同時に，立地分散においても，
拡大された一定の空間的な範囲にとどまる傾向を説明したことになるのではな
いか．このことは，既存集積地の外延部を構成する広域工業圏のもつ意味を，
柔軟な専門化の生産システムにおける，実際上の新たな領域としてとらえる視
角を示しているといえよう． 
 他方で，ME 機器の導入によって，機械別や工程別の労働力の編成形態が生
み出され，企業内の分業によって，郊外もしくは地方への分工場立地につなが
る事例も示されている．しかし，ME 機器の導入の利点と既存集積地の外部経
済利用の利点の結合において，複数工場立地による企業内の空間的分業の果た
す役割については触れられていない．  
柳井雅也（1993，pp.47-49）も，1970 年前後から始まったエレクトロニク
ス革命による工業のパラダイムの転換によって，企業空間による新しい産業地
域が形成されたと指摘する．生産工程における NC 工作機械，部品自動挿入機
等の革新的自動機械の普及は，加工精度を格段に高めるとともに，労働力や人
件費の節約効果だけでなく，要求される労働力の質と労働編成の再編も引き起
こし，ひいては工場の立地動機に変更を加える．工業において，集積指向を依
然持ちつつも機械装置の地域配置の制約度（自然条件，熟練工の存在等）は機
械自身の合理化の過程で低下し，製造品目の変更，素材・部品の変更にともな
う設備更新や他工場への設備移管が容易になった． 
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同じ地域的工場分布を示してしても操業当初の工場生産機能，地域的分業関
係や立地要因が頻繁に変更・消滅するケースも出てくる．新しい産業地域は既
存の産業地域の補完勢力として，急速に陳腐化する設備機械と低落する利潤率
の受け皿としての役割を担いながら，相対的固定性を貫くことになると指摘し
ている． 
このような企業空間の視点は，大企業本位の空間編成として地域構造につい
て検討したものである 12）．しかし，既存の産業集積地域に立地する中堅・中小
企業の複数事業所展開についても，企業空間の視点からとらえることができる． 
技術革新がもたらす機械装置の地理的配置の制約度の低下によって，既存集
積地の外部経済利用の利点と結合した立地分散が可能になったといえる．工場
および工場間での設備更新や設備移管が容易になることで，柔軟な専門化は，
生産技術の問題から，既存集積地も含めた経営資源と活動の再配置の柔軟性へ
とその領域が広がっている 13）．企業空間は，個々の企業経済の空間システムに
おいて，柔軟な専門化の生産システムの分散化やその領域の拡張を促す機能的
に生み出された経済集積であるといえよう 14）．  
企業空間の視点については，企業組織を対象とする企業経済の空間システム
から，ただちにマクロ経済の空間システムを説明することに対して，それだけ
からは地域構造の一般化は困難であり，比較のための媒介となるものをおく必
要があることが指摘されている 15）．その意味では，柔軟な専門化の生産システ
ムという概念を媒介することで，企業空間をつうじた，地域的集積と分散的な
ネットワークの関連と区分についての説明が可能になるのではないか．企業空
間は，狭域的な従来の産業地域での自己完結性を，分散的なネットワークによ
る広域的な新たな産業地域に置き換えているといえよう． 
松橋（2005，pp.96-98）は，企業空間の視点からとらえられる産業地帯は，
等質概念でとらえた産業地帯とは違って，ますますもって機能地域化し，しか
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もネットワーク化する企業・産業から構成されていることになり，産業集積地
域の意義や位置づけに関しても新たな見方を提供すると指摘する．ネットワー
ク的な地域間結合は，ますます広域化し，想定された経済圏を越えて結びつく
ことも少なくないとした 16）． 
しかし，このネットワーク的な地域間結合は，地域間・都市間ネットワーク
の主体である中枢管理機能とサービス業以外の産業，いわゆる製造業の生産機
能の集積地などでは，十分に考慮されない．したがって，第一に，こうした産
業地帯（製造業の生産機能の集積地）においても，機能地域概念からの把握を
重視し，加味して，実態のよりビビットな動きとその機能連関性をとらえるこ
とが必要である．そして，第二に，抽出された経済圏の内部構成に関しても，
クリスタラー的な圏構造と地域階層からの把握のみに，視角をおし込めないこ
とが必要である．経済圏の内部を構成する産業，産業地帯には，その圏構造と
地域階層の側面からの把握に必ずしもなじまないものも含まれているからであ
ると指摘する． 
企業空間による機能地域化という視点からみれば，既存集積地においては，
生産機能，とりわけ量産機能が分散する一方で，本社・中枢管理機能，研究開
発機能による機能連関を強めているということになる．海外展開もめずらしく
ないネットワーク的な地域間の結合は，既存集積地をして，都市圏の経済圏の
階層構造やその圏域を越えた広域的な結びつきによる機能地域化を促している
といえよう． 
しかし，同時に，中小企業の立地分散は，ME 機器の導入の利点と，地域的
生産システムであった．中堅・中小企業による企業空間は，集積指向を持ちな
がら，既存集積地も含めた経営資源と活動の再配置による柔軟な専門化の生産
システムの分散化と拡張でもあった．中堅・中小企業の複数事業所立地によっ
て，産業地帯の機能地域化が進行するとしても，特定機能への特化の一方向で
37 
 
とらえることはできない． 
広域工業圏は，グローバルな市場経済環境の変化に対応した市場圏の領域に
おける，中堅・中小企業の複数事業所展開をつうじた圏域であった．そしてこ
れらは，既存集積地の外部経済利用の利点を結合する，柔軟な専門化の生産シ
ステムによる，ますますもって機能地域化し，ネットワーク化する圏域である
といえよう． 
実際のネットワーク化は，大都市圏の多様性によって，機械金属関連工業の
多様な業種から食品加工業に至る製造業の幅広い分野に広がっている．大阪府
外企業の外注先として，逆に大阪府内の既存集積地との産業連関が深まる．中
心－周辺という地域階層からの把握による視角に収まらない機能連関性である．
こうした意味では，企業空間を，地域的不均衡の固定化や地域を見捨てる企業
主義的空間としてみる議論は一面的と言わざるを得ない． 
企業内地域間分業の視点は，それらを，中堅・中小企業はじめとする中小企
業群による新たな立地行動としてとらえることで，多様な地域間格差，差異を
一つの企業組織の内部に共時的に包摂することの意味が，生産のフレキシビリ
ティとの関連からも理解される（末吉，1995，p.42），有効なアプローチとな
りうるのではないか．地域的分業においては，狭域的な産業集積と極度な格差
構造とは異なる，厚みをもった地域的集積と生産ネットワークが結びついた産
業の空間システムに移行している（富樫，1997，p73）． 
広域工業圏のもつ意味は， ME 機器の導入にともなう量産機能の広域化，需
要の変動と変化に対応した設備更新や他工場への設備移管といった柔軟な専門
化の生産システムが，中小企業において実現可能な領域であると言い換えるこ
とができる．中小企業による広域的なネットワークは，分散化の一方向ではな
く，このような領域性をもった新たな地域的集積をもたらすものとして理解す
べきであろう．  
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小括 
本章では，産業集積研究についての論点をとりあげた．その一つは，トップ
シェア企業や独立型・下請型の中堅・中小企業など，経営規模の拡大と社会的
分業構造を，産業集積論においてどのように位置づけるかであった．集積とマ
ーケットとの連関におけるリンケージ機能には，リンケージの転換による調整
の利益を享受する空間集積が関係していることが明らかになった． 
第二の論点は，大都市圏産業集積の多層性や多様性の特徴についての分析の
枠組みについてであった．大都市経済圏とのかかわりに視点をおき，多核的な
都市核が重なり合う大都市圏の空間構造について考察した．都心部の卸売業集
積にかかわって，企業活動における対面接触を媒体とした異業種集積の接触の
利益に牽引されることで，東大阪産業集積は複合的で多様な独自の集積機能へ
と再生産された．集積の経済性の地理的多層性が，狭域的な方向へ作用してい
ることが明らかになった． 
第三の論点は，大都市圏工業にみられる産業集積の広域化について，中堅・
中小企業の複数事業所展開を視野に入れた検討であった．とりわけ，広域化の
過程で形成された広域工業圏は，中核企業との近接性や市場圏分割の立地行動
としてとらえることができた．そして，既存集積地の外部経済利用の利点と結
合する，企業空間による柔軟な専門化の生産システムの分散化と拡張の領域で
もあった，中小企業ネットワークによる，機能地域化する新たな地域的集積と
しての意味をもつといえよう． 
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注 
１）藤川は，同一リンケージ上での調整の利益の説明において，長期継続的取
引を導く要因として，浅沼の関係的技能の蓄積を引用している．しかし，浅沼
（1990，pp.29-37）は，ウィリアムソンが，いったん投資されてしまったあと
では，特定の中核企業との関係に閉じ込められてしまうことになるような特殊
性をもつ設備ないし立地を強調しているのに対して，必ずしも特定の中核企業
との関係のなかに閉じ込められてしまうことにならない点を強調している．主
として，組織としての特定のサプライヤーのなかに蓄積される人的なノウハウ
に焦点をおいており，ある中核企業との取引を通じてサプライヤーが得た高い
技能が，別の中核企業との取引においても発揮しうる，なんらかの一般的によ
る企業成長としてとらえている． 
２）藤川（1999，pp.33-34）も，リンケージの転換による調整の利益とプロダ
クトイノベーションの関係を示唆している． 
３）柳井雅人（2004，pp.85-86）は，産業地域が，生産機能の系統を重視し，
それと関連する管理系統・研究開発系統も生産系で加工処理される財・サービ
スの種類に応じて産業分類されるものである一方で，先進国では産業概念では
把握できない企業機能が，地域の成長や都市の成長，そして国全体の成長に関
与する事態が発生していると指摘する．中枢管理機能をもつオフィスの立地や
研究所立地などを事業所地域として総括した．  
４） 柳井雅人（1997，p.214）は，地域の認識方法においての等質地域と結節
地域の概念の関連性について説明した．すなわち，結節地域は，その内部で財・
サービスなどの交換が行われるので，異質な点あるいは空間を包含して成り立
つ．この異質な空間や点が，その性質や属性を保つことによって交換関係が成
り立つ.  そこでの空間や点をとらえるには，本質的な特徴で括れる等質的な単
位を設定しなければならない．いわばある点や空間あるいは地域を拠点たらし
めている固着的要素を，何らかの観点で同質化せねばならないとした． 
５）柳井雅人（1997，p198）は，資本主義の発展過程は，資本主義的集積地を
形成する過程であると同時に，大量生産にとってネックとなる，普遍原料から
局地原料への移行をともなうとする．これらの状況は，立地条件を普遍から局
地へと変化させる．個別資本のミクロ的な立地論では，前者に立脚するのがレ
ッシュ理論，クリスタラー理論であり，後者に立脚するのがウェーバー理論，
グリーンハット理論である．そして主導産業による各立地パターンの展開は，
都市（集積地）の形態を変え，次の立地パターンの展開の条件を形成してゆく
と説明する．各立地パターンは各時代に一度だけ現われるものではなく，その
後もいろんな産業の立地形態に付着して生き残るとした．  
６）柳井雅人（1997，pp.200-201）は，新興国の工業化による都市群の形成と
して，まず物流や人口流の結合地点である物産集積基地（卸売業などの中心地）
が都市網の核を形成すること，やがて工業が導入され他の地点に集中投資され
ることによって，形成された中心地網が修正されるとした． 
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７）単一企業の大規模集積は，同業種・異業種の企業の系列化を生み，東大阪
地域においても，弱電・機械関係部品の生産をおこなう下請中小企業を増加さ
せた．これらは，柳井の論理にもとづくと，東大阪地域をして，「局地化された
市場」への近接立地というウェーバー型の立地パターンとして，その地域構造
の位置づけを塗り替えるものであったともとれる． 
８）このような広域的な立地展開には，1990 年代以降，周辺各府県の地方自治
体による，周辺地域での工場団地開発や大規模住宅開発と合わせて，大阪本社
の中堅・中小企業への活発な企業誘致活動が背景にあったことを加えておく必
要があろう．周辺都市においても，生活圏や通勤圏が拡大するとともに，産業
活性化政策や地元雇用対策が急務となっていたのである． 
９）機械工業のグローバル化が 1990 年代の日本企業のアジア進出に焦点が当
てられ，対欧米との分業関係が後景に退いていると指摘する．そして，東アジ
アとの関係においても，生産部門を国内から完全に撤退しているのではなく，
新製品の開発や高付加価値製品の生産に特化させながら，資本財や部品の輸出
を通じた生産のネットワーク化が進められているとした．また，日本の東北・
九州などの縁辺地域の工業において，次第に応用的な研究開発や試作を含めた
施術的な高度化が進んでいるものの，その水準が海外との対比で均質となって
いるというのは問題であると指摘する． 
10）富樫（1997，pp.66-70）は，フレキシビリティと地域的集積の関係を，理
論的・実証的に支持しうるのかについての整理をおこなう．第一に，地域的な
集積と外部経済の関連においては，取引コストを削減するために空間的に集積
するというスコットの説明に対して，両者の関係は一義的に決まるわけではな
く，外部経済の活用と地域的な集積を同等視するべきではないとする．第二に，
スコットらの研究は，個別企業の集積や立地連関を対象として，原材料の調達
や製品の出荷先，あるいは下請・外注の連関を個別企業ベースでとらえること
が中心となっているが，原料と中間財の投入・産出や最終の製品市場は，市場
関係として必ず残る．生産から流通・消費までの経済循環をふまえた空間構造
を把握する視点が必要であるとする．第三に，柔軟な専門化を生産技術の問題
として限定して理解すれば，クラフト的な労働と汎用機械の組み合わせによる
多品種少量生産は狭い分野に限定され，現在の現実は相変わらず細分化された
分業による大量生産体制が支配的であるとする．柔軟な専門化について多様な
可能性を認め，系統的な比較分析が必要であるとしている． 
11）小田（1997，p.570）は，関東甲信越や南東北地方への地域的分散に対し
て，川崎市・横浜市など外延部への展開は，技能や連関構造の平準化・単純化
によるプロダクトサイクル論が指摘する分散現象には該当せず，集積地域，工
業地域の拡大の現象であるとした． 
12）山川（1993，pp.2-4）は，企業内地域間分業の進展による大企業本位の空
間編成として，日本経済の地域構造が，産業空間から企業空間へと転換してき
ていると主張する．この段階における地域間の経済関係は，流通過程を介して
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の地域分業ではなく，生産過程そのものであり，交易という形態でなく物流と
いう形態での地域間分業と地域間連携が強まっていると指摘する． 
13）松原（2009，pp.3-5）は，これまでの立地論の多くが新規立地をとりあげ
たのに対して，現実の多くの立地問題は，既存の工場や研究所，流通施設など
の立地再編とそれにともなう地域経済変化の問題であるとする．そのうえで，
複数事業所企業においての立地調整は，各種生産拠点や諸施設の新設，閉鎖，
移転，現在地での製品転換・機能転換や増強・縮小などの再編成の行為である
とした． 
14）企業空間においては，ネットワーク化が生み出す内部経済を，空間的に分
散化された経済諸機能を擬似的に集中させる新しい集積経済，景観的に集積を
していなくとも，機能的に生み出された経済集積であると説明する（山川，1997，
p.9）． 
15）富樫（1997，pp.57-58）は，企業空間の視点に対してその問題性として，
中心地域と縁辺地域との間での地域的不均衡が固定化されること，企業のリス
トラクチュアリングで地域を見捨てることもあり，企業主義的空間として批判
的に考える必要があるとした． 
16）松橋（2005，p.97）は，地域構造論が，産業配置を，諸部門・諸機能の立
地と価値＝所得の地域的循環の 2 側面において，それぞれ産業地帯と経済圏編
成の相互関係をとらえるものであるとする．そこでの経済圏抽出においては，
抽出後の内部構成に関して，クリスタラー的な圏構造と地域階層が想定される．
同時に，抽出後の内部構成において産業地帯と経済圏編成の相互関係にのみ収
斂していき，しかも産業地帯が等質概念で抽出されていることも相まって，産
業地帯の特質および産業地帯間関係の把握が静態的になっていると指摘する． 
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第２章 大都市圏産業集積の多層性 
 
第１節 はじめに－多層的把握の意義と中堅・中小企業 
本章では，八尾市の事例をもとに大阪大都市圏における機械金属関連工業を
中心とする都市型産業集積について考察する．八尾市における産業集積の現状
と特徴を検討するとともに，とりわけ，中大規模企業による集積内および集積
外の取引関係の特徴を詳細に検討する．これらを通じて，産業集積の広域性や
外部との連関のあり方，大阪大都市圏における多層性がもたらす集積機能の独
自の特徴について考察するものである． 
 産業集積の理論的端緒を開いたのは，マーシャル（Marshall，1890）である．
特定産業の集積によって高価な生産要素でも利用機会が増えることで補助的産
業が育つこと，特殊技能をもった労働市場の形成などにより，小規模企業が比
較的狭い範囲に長くとどまる傾向として示した．同一産業に属する企業の局地
的集中による集積の経済についての論述である． 
空間的なコストである輸送費を重視する空間経済学は，中間財・サービスな
どの多様性とともに，人間や企業等の経済主体の多様性に集積の要因を求めた．
また個々のイノベーション活動に伴う知識やノウハウなどの「暗黙知」は，対
人接触などの特定の場所に蓄積する傾向をもつこと，これらが知識外部性を生
み出すことでの集積の要因を強調した（藤田，2003）．多様な中間財・サービ
スの局地的集中による集積の，内生的な循環的因果関係を明らかにしている． 
産業論の視点から産業集積の分析の枠組みを指摘する渡辺（2011）は，一般
的立地条件により同種企業体が一定地域内に多数立地するとしても，そのこと
をもって直ちに集積の経済性を説明することはできないと強調する．そのうえ
で機械金属工業のような特定の産業がかかわる主要な市場・需要と企業の経営
戦略を検討し，これらと当該産業集積の集積形態についての関係において把握
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すべきであるとする． 
また渡辺（1998）は，産業集積の多層性や広域性の観点から工業集積の範囲
について指摘している．そこでは，広範囲にわたる生産上の取引範囲の確認だ
けでは不十分であり，山脈構造型社会的分業構造の下で，集積の独自機能の実
態の解明が必要であるとしている．すなわち，必要に応じて，必要な量だけ，
高水準の品質で迅速に供給可能な独自の機能をもつ工業集積の範囲という問い
である．首都圏においては，東京城南地区と川崎市，横浜市を含む地域が，一
体的存在であると結論づけている．そして，市場・需要の変化に対応する既存
工業集積を核とする企業内地域間分業や工業の地域間分業が，外延的に拡大再
生産される多層性と広域性の概念を示した． 
東大阪産業集積について実証的理論的な研究を試みる植田（2000）は，東京
城南地域に比較して機械属工業の競争力においては問題があると指摘しつつも，
多様性をキーワードにその特徴の分析視角を提示している．すなわち，①同じ
機械金属関連工業に属していても需要先分野が多様であること，②そのもとで
製品開発企業，下請加工型企業などの混在による多様な性格をもつ企業が存在
していること，③需要者としての問屋・商社の役割が高いことなども含めた，
分業関係の多様性などである．また，これらは古くからの伸線や鋳物などの産
地的な集積と，大都市的な集積の複合化によって形成されてきたと指摘した．
こうした特徴は，大阪大都市圏全体の工業集積においてもある程度あてはまる
ものである． 
 東大阪地域についての実証的な産業集積研究は，多くの蓄積がある１）．しか
しながら，大阪大都市圏全体のより広域的な範囲を視野に入れた，取引関係や
分業関係の実態把握による，多層的な把握や集積の独自の機能についての分析
は多くは見られない２）． 
渡辺（1988，2011）においては，大都市圏工業全体の集積形態とその機能を，
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単核による同心円的な多層性と広域性においてとらえようとしている．産業集
積の広域的な拡大再生産の過程についての評価を加えた．しかし，大都市圏に
おいての実際は，機械金属関連工業の大小さまざまな，多様な集積形態による
産業地域が点在している．狭域的な局地的集中による複数の集積の核が存在す
る．それらに特有の集積の利益と，つながりをもち並存する空間構造について
の実証的な検討が求められているといえる． 
水野（2009）は，地場産業地区のような地理的近接性と認知的近接性（組織
的・制度的近接性）が高く，凝集性の高い強い紐帯から生まれる暗黙知の相互
移転・学習や漸進的改良的イノベーションの意義を強調した．それとともに，
近すぎず遠すぎない「適度な」認知的近接性による弱い紐帯，構造的空隙を埋
めるブリッジの存在から生まれる多様性の意義を強調した．後者は，新奇性の
あるラディカル・イノベーションの創造に有利な側面である．そして産業集積
においても地域の境界の内部は重要であるが，内部と外部を含めたつながりの
形成と調整がより意味をもつとしている． 
大阪大都市圏においては，特定分野に特徴と強みをもって並存する工業集積
が，多層的入れ子状（水野 1999）に重なりあっていると考えることができな
いか．近すぎず遠すぎない適度な近接性による弱い紐帯が，こうした大都市圏
の多層的な重なりにおいて存在するかもしれない．大都市圏産業集積の全体像
をとらえ，集積形態と取引構造を検討し，多様性の機能による効率性や革新性
の存在を実証的に明らかにすることが課題である． 
本論では，工業集積間の依存関係で中心的な役割を果たすものとして，中
堅・中小企業の取引構造に注目する．これらの企業は，大阪大都市圏において
並存する工業集積の特定分野の特徴と強みを熟知しており，製品内容やロット，
短納期対応などの市場・需要の変化に対応する広域的なネットワークを保持し
ているのである． 
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 中小企業によって形成される産業集積の空間は，狭い範囲のローカルな空間
スケールが中小企業に固有の活動領域であるとし，大企業との対比で論じられ
る（石井，2000）．しかし現実の中堅・中小企業は，都市型産業集積のローカ
ルな狭い範囲での活動をその源泉としながら，広い範囲の空間スケールでの活
動領域を保有している． 
都市型産業集積には，このような異なる空間スケールでの活動領域をもつ中
小企業の，相互に錯綜した取引関係がみられる．そしてまた，多層性がもたら
す多様性の特徴も，異なる空間スケールでの活動領域での中小企業の展開に大
きく関連しているといえないか．産業集積に見られる開放性や閉鎖性の特徴，
外部連関への拡張や縮小のメカニズムが問われている．本章では，これらにつ
いての実証的かつ方法論的な貢献を企図している． 
 工業統計調査など国や地方自治体の公式統計は，企業や事業所などをすべて
単体として集計した調査である．中小企業の分野でも進行している広域的な複
数事業所展開の実態を把握することを困難にしている．また地方自治体の地域
産業政策においては，中堅・中小企業の広域展開を，ともすれば企業の域外流
出や地域産業の空洞化と同列視する傾向がある．産業集積の機能を，より広域
的な視角から分析する努力が必要である． 
 
第２節 取引リンケージの広域性と狭域性 
本節では八尾市における都市型産業集積の現状とその特徴を明らかにし，次
に企業規模別，業態別の取引構造を精査する．大阪東部地域にとどまらず大阪
府内の各地に広がる工業集積との緊密な取引構造について検討する． 
大阪大都市圏の都市型産業集積においては，金属製品製造業，一般機械器具
製造業に分類される企業の比重が高いことに留意する必要がある．とりわけ金
属製品製造業は日本標準産業分類において，金属製品の最終生産物だけでなく
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付属品・部品類，加工機能にもとづいて分類されている．他方で，電気機械器
具製造業や一般機械器具製造業，輸送用機械器具製造業などの業種に属する企
業も金属製品製造業と同様の加工機能を備えている．都市型産業集積は，多様
な業種分野をかかえながらも機械金属関連工業の加工機能としての基盤的条件
を維持することをその特徴としている３）． 
また，産業集積論において，空間経済学がとらえる中間財・サービスの多様
性とともに，ある種の中間財である加工機能の多様性の存在を，循環的な因果
関係に作用する集積の要因としてとらえることができる．熟練技能と結び付き，
相互依存による複雑な加工工程を要するこれらの供給には，広い意味での輸送
費という空間的なコストを伴う．これらの機能が，一定の範囲や場所といった
制約性をもつ理由でもある．製品・生産内容の変化，ロットサイズ，付加価値
生産性などの市場・需要要件への対応力として，集積の独自機能が問われるの
である（渡辺，1998）． 
大阪府立産業開発研究所（現；大阪産業経済リサーチセンター）は標準的な
産業分類に加工基準を取り込んだ業種分類を用いて東大阪工業などの実態把握
を行っている（表２－1）．本論はこれらの加工基準にもとづいて分析する． 
最初に八尾市の製造業について概観する．2008 年現在で総数 3,094 の事業所
があり，大阪市，東大阪市につづいて大阪府下 3 番目の集積地である．事業所
数の上位には金属製品製造業，一般機械器具製造業，プラスチック製品製造業，
家具・装備品製造業などの業種がならび，製造品出荷高では電子部品・デバイ
ス製造業，電気機械器具製造業などが上位を占めている(表２―２)．製造業の
多様な業種の中間財・サービス事業所が集積している． 
製造業全体を見た場合，2008 年までの過去 10 年間の推移では事業所数は全
体で 27.6%，従業者数でも 22%減少している（表２―３）．製造品出荷総額で
の増加傾向は，一部大企業の業績によるところが大きく，全体を反映したもの 
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表２－１ 加工基準を取り込んだ業種分類 
製造品 
伸線・磨棒鋼 
鉄線・針金・ 
金網 
歯車 
ねじ 
ばね 
鋳鍛工 
品・ダイ 
カスト 
金型・ 
治工具 
一般機 
械器具 
電気機 
械器具 
輸送用機 
械器具 
その他 
機械金属 
系製品 
プラス 
チック 
製品 
加工内容 
切削 研削 
研磨 
プレス 熱処理 製缶・板 
金・溶接 
表面処理 組立 
配線 
その他 
金属加工 
プラスチッ
ク加工 
資料：大阪府立産業開発研究所（2003）より筆者作成 
 
表２―２ 八尾市の製造業主要10業種（2008年） 
八尾市の業種  事業所数  （比率）  従業者数  製造品出荷高  
総数  3,094  100%  36,842  14,193（億円）  
金属製品  889  28.7%  7,767  1,381  
一般機械  624  20.1%  6,519  1,410   
プラスチック製品  355  11.4%  3,990  749  
家具・装備品  168  5.4%  1,048  147  
印刷・同関連  153  4.9%  1,919  305  
電子部品・電気機械器具  145  4.6%  3,396  6,774  
その他製造品  138  4.4%  1,350  157  
パルプ・紙・紙加工  112  3.6%  1,736  314  
繊維工業  87  2.8％  640  87  
輸送用機械  84  2.7%  1,239  284  
資料：八尾市統計書(2009年版) より筆者作成 
 
ではない．したがって，全体の動向は産業集積の縮小傾向の一面を表している． 
しかし，その中でも金属製品製造業の細分類で見ると，主要な加工機能を表
す金属プレス製品製造業，金属製品塗装業，溶融・電気めっき業，金属熱処理
業，その他表面処理業などは，全体とは異なった傾向を見せている．これらは
表２－３八尾市における主な加工業の推移 
 事業所数 従業者数 製造品出荷総額(百万円) 
 1998 年 2008 年 1998 年 2008 年 1998 年 2008 年 
金属プレス 140 110 1,096 1,298 17,368 24,142 
金属製品塗装業 59 44 462 438 4,663 3,879 
溶融・電気めっき業 28 23 284 319 3,403 3,811 
金属熱処理 24 15 455 578 6,889 8,774 
その他表面処理 93 79 591 591 6,489 7,049 
製造業全体 4,271 3,094 47,183 36,842 1,267,406 1,419,314 
資料：八尾市工業統計調査より筆者作成 
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生産設備に莫大な費用を伴う重装備型（関・加藤，1990）で，なおかつ騒音，
振動，廃水処理など公害発生型で都市部では困難といわれる受託加工の専門加
工の小規模企業である． 
事業所数はいずれも 2 割前後減少しているものの，金属製品塗装業以外は従
業者数では現状維持もしくは増加し，加工賃を含む製造品出荷総額は業績を伸
ばしているのである．この 10 年間の推移は，これらの専門加工機能がリスト
ラクチュアリングを通じながらも，産業集積において堅実に維持されているこ
とを表しているといえる．八尾市における都市型産業集積は，このようなある
種の中間財である多様な加工機能の集積，そして人間や企業に蓄積する技術と
ノウハウ，「問題解決型熟練」(中馬，2005)の集積によってその機能を維持し
ているといえよう． 
つぎに事業所の規模別や業態別に，受注・外注などの取引関係について検討
する．取引費用と輸送費をリンケージ費用ととらえ，企業間のネットワークの
空間的な近接性から産業集積を分析する視角はスコット (Scott，1988）によっ
て与えられている４)． またストーパー（Storper，1997）は，企業間において
取引リンケージに注目しながらも組織における「取引の形態をとらない相互依
存性」や慣習や学習の過程を通じて，領域の中に形成される地域に特殊的な関
係性資産に注目している．   
ネットワーク論を用いて産業集積の類型を示したのはパク（Park，1996）で
ある．小規模な地元企業が卓越し集積地内部での連関の強いマーシャル型，域
内外とのネットワークをもつ大企業が中核となりその周辺に地元の小企業が展
開するハブ&スポーク型，大企業の分工場から構成され集積地内部での関連の
弱いサテライト・プラットホーム型などである（図１－１）． 
長尾（2000）は，東大阪市や八尾市の産業集積についてネットワーク構造の
類型を示しながら経済地理学的な知見を述べた．すなわち，東大阪地域の産業
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集積は，外注先の狭域性に意味をもつマーシャル型に近いこと，外注先企業と
の近接性が産業集積の鍵となっており，この外注関係が存立基盤であると指摘
した． 
このような先行的研究をふまえ産業集積の内外においての取引構造につい
て八尾市（2003）の実態調査にもとづいて分析を試みる５）．表 2-4 と表 2-5 は，
事業所の規模別とともに事業所の業態別の受注先と外注先の件数とそれらの地
理的な分布を表している６）．最初に事業所の規模別に受注先，外注先の件数と
地理的分布について検討する． 
中大規模企業の受注先数は多数であり，大阪府内に 45.7％であるのに対して
大阪府外に 54.2％の受注先を確保している．受注構造は近畿以外の国内の広域
に広がっている．また外注先については，大阪府内に 78.5％までをかかえ大阪
府外には 21.6％である．受注構造に比べて外注構造は狭域的である．これらの
傾向は零細企業や小規模企業においても見られるがこれほど顕著ではない．都
市型産業集積の受注構造の広域性と外注構造の狭域性の特徴は，中大規模企業
の取引構造によって強められているのである． 
 業態別のうち最終製品の製造業と部品の製造業の受注外注構造は中大規模企
業のそれと類似している． とくに部品の製造業においては受注先件数も多く，
大阪府内に 44.3％であるのに対して大阪府外に 55.8％を確保している．一般的
に考えられる以上に広域的である．外注構造については大阪府内に 84.3％まで
をかかえ大阪府外は 15.7％である． 
こうして見ると都市型産業集積の受注構造の広域性と外注構造の狭域性を
形成する要因は，企業の規模とともに，取り扱う財・サービスの業態にも起因
することがわかる．とりわけ，部品製造業の取引構造はまさしくサプライヤー
企業のそれである．したがって，受注取引構造の広域性は受注先企業との近接
性にかかわっており，産業集積の範囲を越えて外部につながる取引関係を検討 
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表２－４ 平均の地域別受注先件数     （単位：件、％） 
    
八尾市 
東大
阪市 
大阪市
東部 
八尾市近隣
地域以外の
大阪府内 
大阪府 
外の近 
畿圏内 
近畿 
以外の 
国内 
海外 合計 
回答
数 
規
模
別 
零細企業 
1.66  0.99  0.82  2.48  0.86  1.10  0.06  7.98  
199  
20.8  12.5  10.3  31.1  10.8  13.7  0.8  100.0  
小規模企
業 
3.41  3.13  2.64  6.42  3.27  4.70  0.25  23.82  
264  
14.3  13.1  11.1  27.0  13.7  19.7  1.0  100.0  
中・大規模
企業 
6.08  7.51  5.04  24.56  15.94  34.39  0.86  94.38  
109  
6.4  8.0  5.3  26.0  16.9  36.4  0.9  100.0  
合計 
3.31  3.22  2.46  8.51  4.85  9.10  0.30  31.76  
572  
10.4  10.1  7.8  26.8  15.3  28.7  0.9  100.0  
業
態
別 
最終製品
の製造業 
3.86  3.23  2.85  10.34  6.55  15.10  0.75  42.66  
173  
9.0  7.6  6.7  24.2  15.4  35.4  1.8  100.0  
部品の製
造業 
2.39  2.11  1.88  7.07  6.14  10.70  0.11  30.41  
153  
7.9  6.9  6.2  23.3  20.2  35.2  0.4  100.0  
加工業 
3.41  3.81  2.39  7.26  2.15  1.67  0.06  20.74  
219  
16.4  18.4  11.5  35.0  10.4  8.0  0.3  100.0  
その他 
5.65  7.91  5.30  19.00  11.04  24.61  0.52  74.04  
23  
7.6  10.7  7.2  25.7  14.9  33.2  0.7  100.0  
合計 
3.36  3.34  2.51  8.62  4.92  9.12  0.30  32.18  
568  
10.4  10.4  7.8  26.8  15.3  28.3  0.9  100.0  
 
   表２－５ 平均の地域別外注先件数    （単位：件、％） 
    
八尾市 
東大
阪市 
大阪市
東部 
八尾市近隣
地域以外の
大阪府内 
大阪府 
外の近 
畿圏内 
近畿 
以外の 
国内 
海外 合計 
回答
数 
規
模
別 
零細企業 
1.36  0.91  0.81  0.97  0.37  0.13  0.03  4.58  
113  
29.7  19.9  17.6  21.2  8.1  2.9  0.6  100.0  
小規模企
業 
2.42  2.02  1.32  2.58  0.82  0.30  0.04  9.49  
198  
25.5  21.2  13.9  27.2  8.7  3.2  0.4  100.0  
中・大規模
企業 
4.64  4.20  3.11  8.54  3.08  2.33  0.23  26.12  
97  
17.8  16.1  11.9  32.7  11.8  8.9  0.9  100.0  
合計 
2.65  2.23  1.60  3.55  1.24  0.74  0.08  12.09  
408  
22.0  18.4  13.3  29.4  10.2  6.1  0.6  100.0  
業
態
別 
最終製品
の製造業 
3.01  2.81  1.99  5.29  1.56  1.41  0.18  16.25  
147  
18.5  17.3  12.3  32.6  9.6  8.7  1.1  100.0  
部品の製
造業 
3.09  2.61  1.85  3.50  1.36  0.66  0.03  13.10  
119  
23.6  19.9  14.1  26.7  10.4  5.1  0.2  100.0  
加工業 
1.66  1.11  0.80  1.72  0.74  0.12  0.02  6.18  
124  
26.9  18.0  12.9  27.8  12.0  2.0  0.4  100.0  
その他 
3.00  3.17  2.42  2.42  0.00  0.00  0.00  11.00  
12  
27.3  28.8  22.0  22.0  0.0  0.0  0.0  100.0  
合計 
2.62  2.24  1.59  3.57  1.20  0.75  0.08  12.05  
402  
21.7  18.6  13.2  29.6  10.0  6.2  0.7  100.0  
注１：大阪市東部は東成区、生野区、平野区である。これに八尾市、東大阪市も加えて八尾市近隣地域とする。 
注 2：零細企業（従業者数 4 人以下）、小規模企業（同５～19 人）、中規模企業（同 20～299 人）大規模企業（同
300 人以上）。注は筆者にて付記        
資料：八尾市（2003）より筆者作成  
しなければならない．これらは複数事業所展開として次章において検討する． 
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第３節 産業集積間相互の多層的取引連関 
次に大阪府内の取引リンケージの構造を詳しく検討する．ここでは企業規模
による取引構造の差異や都市型産業集積の範囲である八尾市近隣地域を越えた
外部との取引関係の存在に注目する． 
まず中大規模企業の受注先は八尾市近隣地域に１社当たり平均で 18.6 件，八
尾市近隣以外の大阪府にも平均で 24.6 件確保している．外注先はすでに述べた
ようにほとんどが大阪府内に位置し，そのうち八尾市近隣地域に１社当たり平
均で 12 件，大阪東部産業集積の外部にあたる八尾市近隣以外の大阪府にも平
均で 8.5 件かかえている（表２－４）． 
同様に小規模企業の受注先は八尾市近隣地域に１社当たり平均で 9.2 件，八
尾市近隣以外の大阪府には平均で 6.4 件確保している．外注先は八尾市近隣地
域に１社当たり平均で 5.8 件，八尾市近隣以外の大阪府にも平均で 2.6 件かか
えている（表２－４）．また業態別では加工業が受注先や外注先において小規模
企業に類似した平均の件数を八尾市近隣および八尾市近隣以外の大阪府にかか
えている（表２－５）． 
これらは，第一に，多数の受注先と多数の外注先をかかえる中間財の生産や
加工業者に特徴的な取引構造であること示している．第二に，中大規模企業と
小規模企業の取引リンケージの複雑な網の目の構造において，中大規模企業の
側にネットワークの中心性（沼崎，1994）を観察することができる．受注・外
注先のネットワークの次数はともに八尾市近隣地域では 2 倍，八尾市近隣以外
の大阪府では 3 倍から 4 倍の開きがある．このことから，中大規模企業には，
ハブ&スポーク型の階層的なネットワークによる取引関係が存在するというこ
とができよう． 
第三に，このような中大規模企業の階層的なネットワークは，ハブ機能を八
尾市に置きつつも，外注取引の多数のスポークが，八尾市近隣地域とともに大 
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阪府内に一定のバランスで伸びていることである．外部への外注先は回答企業
97 社のべで 800 件を超えている．このことから，中大規模企業が，八尾市近
隣地域の外部に存在する他の工業集積との外注連関において，重要な役割を果
たしているといえよう７）． 
これらの取引構造による集積形態は，大企業による典型的なハブ&スポーク
型の形態とも様子を異にしている．集積内部では，零細企業や小規模企業，加
工業においての平均の受注先件数が比較的多いことから，特定の中大規模企業
へ依存した構造ではないといえる．さらに，これらの企業においても八尾市近
隣地域以外の大阪府に広がる独自の取引構造を観察することができるのである．
すなわち，零細企業や小規模企業，加工業は，仲間取引など水平的な分業構造
によるマーシャル型の取引リンケージを形成している．中大規模企業によるハ
ブ＆スポーク型の階層的ネットワークは，この構造の土台の上に複合的に重な
り合って存在していると理解するのが適切であろう（図２－１）． 
小企業 
大企業 
中企業 最終製品の生産 
部品の生産 域内・域外ネットワーク 地域の境界 
弱い 
強い 
図２－１ マーシャル型とハブ＆スポーク型の複合 
資料：筆者作成 
所属の産業集積 大阪府内他の集積地 大阪府内他の集積地
積 
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そして都市型産業集積に内在するこの構造は，産業集積をして単層的で孤立
した状態でなく，外部との緊密な取引リンケージの形成の上に成り立っている
ことを示している．中大規模企業は，階層的なネットワークによって位置と距
離を保ち，集積外部との連関の主軸を担っている８）．こうした取引リンケージ
は，都市型産業集積において，ハブ・アンド・スポーク型やマーシャル型の集
積形態から，新たな形態への進化を示すものであるということができよう． 
八尾市近隣地域以外の大阪府にも機械金属関連工業の産業集積が存在する．
次にそれぞれの連関について詳しく検討する９）．  
大阪北東部地域には，松下電器製作所や三洋電機など大手家電産業の立地が
大きな影響を及ぼし，高度成長期における独立開業や大阪市からの転入による，
家電産業に依存した独自の集積地が形成されている．また，大阪北部地域にも，
淀川河口部へ立地した鉄鋼業や重化学工業の大規模工場の立地の影響を受け，
都心部からの企業移転によって集積地が早くから形成されていた． 
これらの三大集積地の相互の間には，緊密な外注取引関係が存在している
（図２－２）．八尾市を含む大阪東部地域では，表面処理，切削，熱処理，研削・
研磨等の域内外注がみられる一方で，大阪北東部地域には熱処理，切削，研削・
研磨等，大阪北部地域には製缶・板金・溶接等の外注先をかかえている． 
同様の取引関係は大阪北東部や大阪北部地域についても観察できる． 
とくに，大阪北東部地域では，域内外注先合計件数が 96 件であるのに対し
て，大阪東部地域への外注先件数が 87 件にも及んでいる．大阪東部地域への
外注内容は表面処理，切削，研削・研磨等である．また大阪北部地域では域内
外注先合計件数が 111 件であるのに対して大阪東部地域への外注件数は 46 件
である．内容は表面処理，プレス，熱処理などである．  
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このような，三大集積地間の緊密な外注関係が，主に中大規模企業による広
域的な企業活動が累積したものであることは，これまでの検討から容易に推察
することができる． 
つぎに，それぞれの三大集積地における製造・加工機能，製造・加工品の最
終用途，ロット，加工・組立精度，納期，高シェア企業の割合など，集積の機
能について検討する（表２－６）．製造・加工機能において，独自の特徴と強み
をもって発展している． 
大阪東部地域は，機械金属関連工業の基盤的技術において多様な分野の加工
図２－２ 三大集積地の外注関係 
資料：大阪府立産業開発研究所(現大阪産業経済リサーチセンター)（2003）より筆者
作成 
 
 
大阪北東部 大阪北部 
表面処理(39) 
切削(39) 
製缶・板金・溶接(31) 
研削・研磨(24) 
域内外注計(111) 
大阪東部 
表面処理(25) 
切削(25) 
製缶・板金・溶接(20) 
研削・研磨(18) 
域内外注計(96) 
表面処理(46) 
切削(27) 
熱処理(23) 
研削・研磨(22) 
域内外注計(115) 
熱処理、切削、研
削・研磨など 43 件 
製缶・板金・溶接、
切削など 16 件 
表面処理、切削、
研削・研磨など
87 件 
表面処理、プレス、
熱処理など 46 件 
表面処理、研削・研磨、
プレスなど 29 件 
表面処理、切削など 20 件 
（注）矢印の元は発注元企業立地
地域、先は外注先立地地域を示す。
数字は、外注件数で、複数回答。
なお、地域内の数字は、自地域内
における外注件数。  
55 
 
機能を保有している．伸線・磨棒鋼などに歴史を持ち，ロットが大きく量産機
能に優れ，加工精度が高く，高シェアを有する企業が強い．大阪北東部地域は，
電気機械器具製造業の比率が高い．家電部品や電子部品にかかわる切削，表面
処理が多く，小物加工に優れ，短納期対応に強い．大阪北部地域は，産業機械
や船舶，鉄道車両などに特徴をもつ．小ロットで大物加工に優れ，ニッチ市場
で優位にある．製缶・板金・溶接が強い．それぞれの地域での強みや評判，信
用において，意識的に学習効果を蓄積させる試みも行われている 10）． 
このようにして，大阪大都市圏においては，都市部からの工場移転や地場産
業，大規模企業の立地などの歴史的経路に依存して，空間的にはある程度離れ
た領域に，機械金属関連の工業集積が形成された．10 キロメートル以内の距離
間隔であり，相互に緊密な取引関係を保ちながらも，融合することなく，独自
の強みをもって並存し続けている． 
産業集積が，完全な完結性をもった単層的に孤立した状態におかれているこ
とはありえない．しかし，空間克服コストと集積メリットの多様性による産業
集積の多層的把握では，単核による同心円的な広域化の側面は理解できるとし
ても，独自の強みをもって並存する産業集積の相互の関係を明らかにすること
表２－６ 三大集積地の製造・加工機能の特徴 
 大阪東部 大阪北東部 大阪北部 
主な製造 
加工機能 
製品 プラスチック製品・金型 
治工具・伸線・磨棒鋼 
鉄線・針金・釘・金網 
一般機械器具 
電気機械器具 
金型・治工具 
一般機械器具 
電気機械器具 
鋳鍛工品・ダイカスト 
加工 切削、プレス 
製缶・板金・溶接 
切削、表面処理 
プレス 
製缶・板金・溶接、 
切削・表面処理 
製造・加工品の 
主な最終用途 
産業機械、建設・ 
土木、家電、自動車 
産業機械、家電 
機械工具、金型 
建設・土木 
産業機械・建設土木 
船舶・鉄道車両 
自転車 
ロット 大 中 小 
加工・組立精度 高い 低い 中程度 低い 
納期 中程度 短い 長い 
高シェア企業割合 高い 低い 高い 
資料：大阪府立産業開発研究所(現大阪産業経済リサーチセンター)（2003）より筆者作成 
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ができない．集積の利益と企業行動における対面接触を媒体とする地域的循環
に注目する必要があろう． 
図２－３は，外注取引関係がとくに緊密であった，大阪東部地域と大阪北東
部地域の集積の利益と産業集積の多層的な空間構造を示した概念図である．大
阪北東部地域に立地し，大規模経営との取引関係をもち，大阪東部地域の企業
に複数の外注先をかかえ，地元地域で生産活動を行っているサプライヤー（企
業 E）の企業活動を想定して，集積の経済性の地理的多層性について考察する． 
大阪東部地域には，製造・加工品の最終用途が多種多様に広がり，基盤的加
工技術分野において多様な加工機能が集積する．前章で述べたように，卸売業
集積との多層性は，特定製品分野に専門化する企業の集積地，広域的で多様な
流通チャンネル，ネットワークの集積する結節地域など，複合的で多様な機能
へと高めた．こうした意味では，業種細分類（加工基準を取込んだ業種分類）
における異業種集積，中間財・加工技術および関連する情報における，流通の
大阪東部産業集積 大阪北東部産業集積 
企業 I 
企業 E 
サプライヤー 電機産業セットメーカー 
電機産業以外のセットメーカー 
注：企業 I は，次節で扱う事例研究企業のケース 
図２－３ 企業活動と産業集積の多層性（ケース２） 
リンケージの転換の調整の利益 
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中心地の性格を有する産業集積であるといえる．多数の中小企業によって構成
されるマーシャル型の取引リンケージを土台にしており，空間的領域内に多数
の潜在的取引相手が存在することで，リンケージの転換による調整の利益を特
徴とする集積形態でもある． 
これに対して，大阪北東部地域は，電気機械器具の大規模経営によって牽引
される，ハブ・アンド・スポーク型の企業城下町的な色彩を帯びた集積形態と
いえる．長期継続的な同一リンケージによる接触の利益（調整の利益）を特徴
とする．他方では，一般機械器具や電気機械器具の業種分野における加工専門
技術に秀でた，多数の中小企業によって構成される同業種集積としても発展し
つつある． 
企業 E は，大阪東部地域の外注先企業との対面接触によって，基盤技術分野
や電機産業の関連産業分野についての探索時間を短縮させ，試行錯誤の偶然性
を排除し，異業種分野の製品技術情報を得ることができる．これらの異業種集
積の接触の利益に牽引されるため，大阪北東部地域における生産活動は，企業
の経営資源を電機産業の専門加工技術分野に，より効率的に配置して生産と分
業を営むことができる． 
他方で，企業 E による大阪東部地域の企業との外注取引関係は，大阪東部地
域での電機産業や関連産業分野の需要と生産活動を誘発する．大阪東部地域に
おける外注先企業の生産活動は，大阪北東部地域の同業種集積の接触の利益に
よって，多様な関連産業分野へと牽引されることになる． 
このような，異なる集積の利益に牽引された優位な企業活動の，累積的なプ
ロセスが，大阪北東部地域にみられるような，大阪東部地域との緊密な外注取
引関係となってあらわれているといえよう（図２－２）．企業活動における対面
接触を媒体とする地域的循環は，企業の経営資源の専門分野への選択と集中や
多様な関連産業の新規需要の誘発など，質的に新たな高密度の循環を生み出す．
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集積形態に特有な，異なる集積の利益が重なり合う大都市圏産業集積の空間構
造が形成されている．集積の経済性の地理的多層性が，産業集積の同心円的な
広域化の方向ではなく，既存集積地の独自の特徴と強みを再生産する方向に導
いているのである（表２－６）．異業種集積の接触の利益に牽引された大阪北東
部地域の産業集積は，家電大企業による企業城下町的な色彩から，産業機械や
家電の分野における専門加工技術の強みを生かした，中小企業による都市型産
業集積への発展の可能性を広げることができたといえよう．  
第４節 まとめ 
本論では，八尾市の事例を中心とした都市型産業集積の受注・外注構造を企
業規模別や業態別に分析し，広域性と狭域性の特徴を示した．また，取引構造
に差異が存在し，水平的な分業構造としての典型的なマーシャル型の構造の上
に，中大規模企業によるハブ&スポーク型の構造が複合している点を指摘した．
さらに，その階層的なネットワークは，所属の産業集積の範囲を超えた外部に
も多数の取引関係をもつことを明らかにした． 
つぎに，産業集積とそれをとりまく大阪大都市圏の，より広域的な範囲を視
野に入れた取引関係や分業関係の実態とその分析を試みた．三大集積地に代表
される工業集積の複数の核が形成され，そこには，相互に錯綜する緊密な外注
加工の取引関係が存在する．それらを，異業種集積，同業種集積，単一経営の
規模集積など，集積形態に特有な集積の利益による牽引と重なり合いとしてと
らえた．集積の経済性の地理的多層性は，特定分野に特徴と強みをもつ独自の
機能を高める，狭域的な方向へ作用することを明らかにした．中大規模企業の
広域的な企業活動における対面接触を媒体として生み出される，質的に新たな
地域的循環である． 
八尾市においても事業所数の推移をみる限り，産業集積の縮小や空洞化の感
はぬぐい去れない．産業集積の経済性の地理的多層化，一部の集積の経済性の
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広域化によって，産業集積の量的な「縮小」が，広域化によってその機能が保
たれているという説明だけでは，既存集積地のへの期待にはつながらない．都
市部での産業集積の役割を，市場への近接性が求められる製品や需要の変化や
変動の激しい製品の高度な生産機能（渡辺，2011，pp.27-29）だけに狭めてい
いのであろうか． 
産業集積の地理的多層性は，狭域的な方向にも作用する．大阪都心部の卸売
業集積との多層性は，東部大阪地域をして，広域的で多様な流通チャンネル，
ネットワークの結節地域としての集積の機能を高めた．海外市場を含むトップ
シェア製品を生産する企業の展開は，市場への近接性が求められる製品の生産
だけが，大都市圏産業集積に残された役割ではないことを示している． 
東部大阪地域との多層性は，大阪北東部地域をして，産業機械や家電の分野
での専門加工技術の集積の機能を高めた．高度な生産機能にこだわった視角で
はなく，ニッチ分野でのトップシェア企業などの新たな展開の可能性を醸成す
る大都市圏産業集積の役割にも期待を寄せるべきであろう．  
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注 
１）東大阪地域の都市型産業集積の特性について湖中（2009）は，①集積規模
が大きくなおかつ工場密度が高い，②中小企業のとりわけ小規模企業の比率が
高い，③機械金属工業においての多様な業種によって成り立っている，④絶対
数において下請け企業は多いが独自製品をもつニッチ市場でのトップ企業も多
い，⑤ものづくり基盤技術と技能をフルセットで有している点などをあげてい
る．東大阪地域において歴史的な歩みを検討した中瀬 (2000）は，1960 年代
後半からの高度経済成長期に大阪市内からの移転とともに東大阪地域での製造
業事業所の急激な増加を指摘する．1970 年代後半からの機械金属関連工業の激
増期には東大阪市域から八尾市域への工場立地の流れが波及した．鎌倉(2002)
は，技術の高度化（専門化）と経営の自立化という分析視角によって東大阪地
域のトップシェア企業の事例研究を行なった．企業能力の形成過程における産
業集積との関わりについて強調した． 
２）大阪の大都市型産業集積を検討した町田（2004）は空間克服コストと集積
メリットの概念を用いて地理的範囲を求め「集中地区」，「産業地区」，「都市経
済圏」，「広域経済圏」などとし考察した．東大阪市や八尾市をはじめとする大
阪東部地域とともに，守口市や門真市をはじめとする大阪北東部地域，豊中市
や西淀川区などの大阪北部地域を「産業地区」として把握している．「都市経済
圏」は，大阪府や京阪神地域の範囲である．そして「都市経済圏」内部での「産
業地区」間の依存関係と集積のメリットを通じたこれらの多層的な把握の必要
性を指摘している． 
３）関・加藤（1990）は，鉄，非鉄金属から最終生産物である電気機械や輸送
用機械などを作り上げていく際に，素材から，成形工程，除去工程，仕上工程，
組立工程などの多岐にわたる加工機能の組み合わせを経ていくと指摘した．そ
してこれらの加工機能別企業類型により，機械金属工業の産業集積に分析視角
を与えた． 
４）スコットは，連続する生産工程において最適生産量に大きな差がある場合，
範囲の不経済により，社会的分業が必然となると主張する．さらに分業によっ
て生まれる取引費用と輸送費をリンケージ費用としてとらえ，それらを低減す
る空間的近接性の結果としての産業集積の形成を説明する． 
５）八尾市では 2001 年 4 月，大阪府下で初めてとなる「八尾市中小企業地域
経済振興基本条例」を制定し，市内製造業の流出防止と産業集積の維持発展を
図る施策を検討するために「八尾市製造業の立地に関する実態報告書」（2003）
をまとめた．市内全事業所（4220 事業所）に郵送自記式のアンケート調査によ
り 802 事業所から回答を得たものである．有効回答率は 20.7%である． 
６）図表の横軸に沿って八尾市と東大阪市，大阪市東部は隣接地域でありそれ
ぞれの都市内に工業集積をかかえている．こうした地域を含む形で東大阪地域
や大阪東部地域と称し都市型産業集積の範囲としてとらえる多くの研究事例が
ある．なお表の説明においては八尾市近隣地域と表現する． 
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７）八尾市近隣地域以外の大阪府には，とくに大阪北東部や大阪北部に機械金
属関連工業の産業集積を見ることができる．これに加えて大阪都心部には機械
器具卸売業が集積している．これらは歴史的にも深いつながりをもっている． 
８）今井（1984）は日本の製造業の企業間ネットワークをとらえ，各企業は，
情報の共有と専門化により，競争的であるとともに，自己の位置を考慮して行
動すると指摘している．ネットワークにおける「位置」と他人との「距離」を
考慮した行動類型である．また今井（1988）では情報理論的な立場から，組織
は解釈システムであり知識を生み出す場としての存在であるとした．組織の内
部と外部が重なる異質な要素を相互作用による場面情報として融合させる情報
の場の形成とネットワーク型企業を指摘した． 
９）大阪府産業開発研究所（現；大阪府産業経済リサーチセンター）は，2002
年「大阪府内の機械金属関連工業集積に関する調査」を行った．三大集積地と
して大阪東部地域（東大阪市，八尾市，東成区，生野区，平野区），大阪北東部
地域（守口市，門真市，大東市，鶴見区，城東区），大阪北部地域（豊中市，西
淀川区，淀川区）を調査対象とし，機械金属工業関連 7 業種にプラスチック製
品製造業を加えた 8 業種を対象に，有効回答 529 社を得たものである．内訳は
大阪東部が 159 社，大阪北東部が 185 社，大阪北部が 185 社であった． 
10）八尾市には大学や研究機関も加わって異業種の 20 数社が参加する「バリ
テク研究会」という団体があり内外に知られている．これは鍛造，鋳造，プレ
スなどの塑性加工の後に加工表面に必ず残る凹凸（バリ）を除去する表面処理
加工（バリ取り）からとった名称である．機械金属工業の加工工程では少なか
らず避けて通れない工程である．研究会では，素材に応じた除去方法や加工方
法，バリを出さない新素材の開発など，技術やノウハウ，経験などが講座等で
オープンに報告され，蓄積され伝播される知識は，それぞれ異なる業種の企業
のヒントとなりやがて企業特殊的資産として内部化される． 
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第３章 中堅・中小企業の複数事業所立地 
 
第１節 はじめに－サプライヤーの立地行動 
前章では，都市型産業集積において，中大規模企業だけでなく，部品製造業
にあっても取引構造の広域性が存在していることを指摘した．大阪府外の広域
的な受注先件数が，大阪府内を上回っていた．本章では，こうした都市型産業
集積の広域性に関連して，中堅・中小企業，サプライヤーにおける複数事業所
展開について考察する１）．生産拠点の広域的な展開とともに，営業・販売拠点
など管理機能の複数事業所展開の実態を取り上げる． 
中堅・中小企業の複数事業所立地を考察するうえにおいての論点は，第一に，
これらの多くが，機械金属関連工業のサプライヤー企業であり，企業間関係に
おいて，それらの立地行動に独自の制約と特徴を伴っていることである．山脈
型社会的分業構造においての，特定加工専門化中小企業群とその分野を通じた
完成品や完成部品メーカーである．陽のあたる頂と異なり，多くは山腹部分に
位置し一次下請けの要素をもつ． 
第二に，企業内地域間分業によって，地理的距離の遠さを組織的近接性で補
完し，企業内におけるローカルな暗黙知をつなぎ循環させる意義（水野，2009）
をもつことである．広域展開においては，アセンブラー企業やメーカー企業と
の近接性の制約によって，多様なつながりの形成と調整を表している．事例研
究では，海外子会社の設置によってアジアの新興国の旺盛な需要と都市型産業
集積とをつなぎ循環させる広域展開の実態がみられた． 
工場立地論や企業の地理学，空間分業論などは，これらの複数事業所展開へ
の分析視角を与えている．工場立地論においては，輸送費を指数化し距離的に
明示することで，費用最小化の原則による工場立地点を見いだす理論体系を構
築したのはウェーバー（Weber， 1909）である．また，規模の経済の作用と
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市場の拡大による輸送費の増分をマージンラインとして描き市場分割を示した
アイザード（Isard，1956）の研究がある． 
複数事業所立地についての実証的な研究成果を残すホッカンソン
（Hakanson，1979）は，企業地理学において，生産機能，管理機能，マーケ
ティング機能，研究開発機能，販売サービス機能などの，企業組織の内的な成
長による広範な立地展開とその調整に注目した．そして，企業が地域的な市場
から国家的なスケール，海外進出への成長過程における空間モデルを明らかに
した（図３－１）．また空間的に配置される事業所の立地行動や機能が地域経済
へ及ぼす格差や影響について明らかにした． 
 空間的分業論においてマッシイ（Massey，1984）は，地域間における労
働力の差異を取り入れ企業内の生産工程の機能の分化と管理階層の分化につい
 
企業の行動空間 単一工場 国内市場への浸透 
海外販売代理店の採用 海外子会社の設立 多国籍企業 
マザー工場と本社 生産工場 営業所 販売代理店 
図３－１ 企業の空間的展開モデル 
資料：Hakanson(1979)より筆者作成 
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て指摘する．そこでは生産階層の上位の機能をもつマザー工場と，組織の階層
性によってコントロールされる分工場への空間的な分業の形成について述べて
いる． 
企業の地理学をはじめとするこれまでの複数事業所の立地論の多くは，メー
カー企業や多国籍企業などの大企業を分析の対象にしている．他方で，中小企
業研究における立地論の多くは，中小企業を単体の立地単位として扱い，比較
的狭い範囲への集積と近接性に関心を示していることなど，中堅・中小企業に
おける複数事業所立地を取り扱った研究はあまり見当たらない．  
しかし大阪が示す第一の特徴は，複数事業所展開による企業立地が，大企業
に限らず中堅・中小企業に特徴的な現象として表れていることである．帝国デ
ータバンクは，独立系ものづくり中堅企業に注目し OISP(Osaka Independent 
Supply Partner)を定義した（帝国データバンク，2008）．同様に関西経済連合
会は，関西において①複数の大手アセンブラー企業を取引先に持つ，②業種細
分類で国内トップクラス，③中核的製品に部品・技術・素材等を提供する電機・
機械・化学などの産業分野において，特徴ある独立系の中堅企業群が存在して
いるとした．これらを KISP（Kansai Independent Supply Partner） と定義
し関西の製造業の中軸を担っていることを明らかにしている（関西経済連合会，
2008）． 
大阪における中堅・中小企業の複数事業所展開は，都市型産業集積が大きな
転換期を迎えた 1990 年代に関西圏を舞台に顕著に表れてきた．関西各府県に
おいては，1990 年代をピークに，1,000 平方メートル以上の新規工場立地が急
増した（表３－１，２）．その内，資本金 1 億円未満の中小企業は 7 割を上回
っている．そして，その中には大阪に本社を置く中堅・中小企業による各府県
への複数工場立地が多数含まれているのである．大阪本社企業の複数工場展開
は関西全体の新規工場立地の実に約 35%に達している．業種別では金属製品製 
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表３－１ 関西圏の新規工場立地件数の推移 
  89年 90年 91年 92年 93年 94年 95年 96年 97年 98年 
 新規工場立地
件数 
341 322  285 177 115 112 100 138 140 114 
 
1億円未満の
企業 
266 234  214 127 79 85 72 92 91 82 
 
比率 
78.0
% 
72.7
% 
75.1
% 
71.8
% 
68.7
% 
75.9
% 
72.0
% 
66.7
% 
65.0
% 
71.9
%  
大阪本社企業 130 121  109 78 41 40 31 38 33 38 
 
 
99年 0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 累計 
 
90 113 106 104 158 193 210 256 240 259 3573 
 
57 86 81 71 124 147 170 211 186 200 2675 
 
63.3
% 
76.1
% 
76.4
% 
68.3
% 
78.5
% 
76.2
% 
81.0
% 
82.4
% 
77.5
% 
77.2
% 
74.9 
% 
 
30 33 36 32 56 78 82 86 82 83 1257 
資料：経済産業省、工業立地動向調査より筆者作成 
 
表３－２ 大阪本社企業の複数事業所展開 
  89年～08年累計 内大阪本社 
滋賀 564  136  
京都 488  103  
大阪 485  445  
兵庫 1,522  363  
奈良 276  129  
和歌山 238  81  
累計 3,573  1,257 （35.5%） 
資料：工業立地動向調査より筆者作成      
造業が最も多く一般機械器具製造業や食料品などがつづいている． 
これらの現象は，プラザ合意以降の円高とグローバル経済の急速な進展によ
る産業の空洞化現象と本格的な産業集積規模の縮小（湖中，2009）を背景とし
ている．地価の高騰や狭隘化の中で八尾市を含めて大阪府内においてはもはや
新規の工場用地の確保が困難になり，臨海部や内陸部など関西各府県周辺部へ
の新規工場立地が活発化したのである２）． 
しかし，この時期の立地展開は，大阪市内部から東大阪市や八尾市などの外
延部への工場移転が新たな産業集積の形成へと向かった，1960 年代後半のかつ
ての推移とは異なっている．すなわち，大阪企業においては，多くの場合，移
転したのではなく，本社や本社工場を大阪に維持しつつ，量産型の工場を安価
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で広大な工場用地と高速道路網の整備された関西圏に複数工場展開したのであ
る．このことは，ある意味では都市型産業集積の崩壊をくいとめ維持する役割
を果たしたといえる．工業集積内の企業群と周辺地域に立地する企業，工場群
の双方においての地域間分業構造が拡大再生産された（渡辺，1998）側面を読
み取ることができる． 
中小企業の複数工場展開には，ＭＥ機器の導入からコンピュータ技術，イン
ターネット情報技術の積極的な活用が影響している３）．自然条件や熟練の存在
などの機械装置の地域配置の制約度は，機械自体の合理化の過程で低下した．
このことは工場の立地選好の自由度を増大させ，集積地から遠隔地への押し出
し効果を生み出したといえる (柳井雅也，1993)．企業内の情報ネットワークの
革新は，中小企業における企業内の空間的分業を後押したのである． 
第二の特徴は，中堅・中小企業の複数事業所展開が，サプライヤー企業とし
ての立地展開を表していることである．遍在的な競争市場を前提とした最終生
産物の生産者とは異なり，偏在的な市場，少数のアセンブラー企業やメーカー
企業を顧客としている．長期継続的な取引関係（島田，2010）における受注先
企業との近接性に関連した検討が求められるのである． 
松下電器（現パナソニック）の購買戦略と下請共栄会社の立地を分析した近
藤 (2007)は，アセンブラー企業との近接性についての貴重な実証的研究を残し
ている． 
近藤は下請共栄会社の外注形態の違いによって，工場立地におけるアセンブ
ラー企業との近接性に差異があることを明らかにした．量産部門を設備貸与に
よって請け負った工程外注が，最も近接した 20 キロメートル以内に工場が集
中立地しているのに対して，一般外注，完成品外注の工場は，より遠方に立地
する傾向があった（表３－３）． 
しかし，1990 年代以降グローバル化の進展によりアセンブラー企業の購買戦 
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表３－３ 共栄会企業におけるローカルリンケージの変化 
 工場数ベース 金額ベース 
 20 ㎞圏内 50 ㎞圏内 100 ㎞圏内 1991 年 2000 年 
完成品外注 28% 34% 32% 約 20% 約 40% 
一般外注 54% 20% 14% 約 50% 約 45% 
工程外注 92% 8% ― 約 30% 5%未満 
注：工場ベースは松下電器主管事業部納入先工場からの共栄会社の立地距離圏、 
金額ベースは松下電器による外注加工の形態別金額構成比（注は筆者） 
資料：近藤（2007）より筆者作成 
略は，インターネット調達や提案力の自立経営責任，また同業他社との取引禁
止の解除や取引占有率の緩和などの変更が加えられる．これにより工程外注は
激減し，外注そのものの縮小と共栄会社の整理が進んでいく．近接的な外注連
関が縮小し広域化したと指摘している． 
近藤は共栄会社の立地類型のなかで，複数事業所立地についても位置づけて
いる（図１－３）．完成品外注や一般外注加工の共栄会社のうち，守口・門真地
区の外延地域（関西圏）へ分工場や関連会社を設立している事例（類型Ⅱ）に
おいては，企業規模は相対的に大きく松下電器との取引専属度が低い．守口・
門真の本社工場では，試作・開発や情報収集拠点としての役割を強めている．
松下電器グループとの取引専属度が高く，地方圏への立地に追随する形の複数
事業所立地（類型Ⅲ）と区別している． 
浅沼（1990）は，中核企業とサプライヤー企業の相互作用の関係をサプライ
ヤー企業の組織に帰属する関係特殊的技能の構成と技術的主導性によって明ら
かにした（表３－４）．貸与図の部品，承認図の部品，市販品タイプの部品を段
階的に分類したカテゴリー別の表では，買手企業の知識や関与の度合いとサプ
ライヤー企業の技術的主導性の程度が示さている．軸を右方に進むほど中核企
業から見てブラックボックスの要素が増えると指摘している４）． 
近藤の示した共栄会社の外注形態の分類は，サプライヤーの加工技術や製品
開発能力における高低差を分析軸にしているという意味では，浅沼の示す部品 
のサプライヤーの分類と共通している．関係特殊的技能の構成において，技術 
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表３－４ 部品及びサプライヤーの分類 
カテ 
ゴリー 
買い手の提示する仕様に応じ作られる部品（カスタム部品） 市販品タ
プの部品 貸与図の部品 承認図の部品 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ 
分類 
基準 
買手企業 
が工程に 
ついても 
詳細に指
示する 
供給側が 
貸与図を 
基礎に工 
程を決め 
る 
買手企業
は概略図
面を渡し
その完成
を供給側 
に委託す
る 
買手企業 
は工程に 
ついて相 
当な知識
をもつ 
ⅣとⅥの 
中間領域 
買手企業 
は工程に 
ついて限 
られた知 
識しか持 
たない 
買手企業 
は売り手 
の提供す 
るカタロ 
グの中か 
ら選んで 
購入する 
例 
サブアセ 
ンブリー 
小物プレ 
ス部品 
内装用プ 
ラスチッ 
ク部品 
座席 
ブレーキ 
ベアリン
グタイヤ 
ラジオ、 
燃料噴射 
制御装置、 
バッテリ
ー 
 
資料：浅沼（1990）より筆者作成 
的主導性の高い，完成品外注などの共栄会社ほど，中核企業との近接性の制約
を緩めた類型Ⅱのような，複数事業所立地が可能であったといえよう． 
中核企業との近接性については，水野（1997a）によって実証的な検討が加
えられている．彼は自動車産業を事例に企業間連関における近接性について，
浅沼の示した貸与図部品，承認図部品，完成品タイプの部品という分類をもと
に，部品調達の空間的範囲についての仮説を提起している（表３－５）．そこ
では，関係特殊的技能に関連し，相互作用の質や文化的距離における「取引プ
ロセス」が，リードタイムや輸送費による「物流プロセス」と区別する近接性
の要因として検討されている． 
その結果，貸与図部品のサプライヤーは，「取引プロセス」と「物流プロセ
ス」の両面にわたって近接性の重要度が高い．また承認図の部品のサプライヤ
ーは，共同開発や文化的距離などの「取引プロセス」において近接性の重要度 
が高く，その他の面では低いとの仮説を立てている．さらに完成品タイプの部
品のサプライヤーは，両面において近接性の重要度は低いとの指摘である． 
水野の考察を，企業の組織・機能においてとらえるとすれば，生産・物流拠
点機能の立地は「物流プロセス」に，営業・販売拠点機能の立地は「取引プロ 
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表３－５ 貸与図部品、承認図部品、市販品タイプの部品の特性と 
その空間的範囲 
  貸与図 承認図 市販品 
取引に関 
する事項 
中核企業による生産指導・管理 重要 あり なし 
中核企業との相互作用 大 大 小 
信頼の重要度 大 大 小 
物流に関 
する事項 
付加価値に占める輸送費の割合 大 小 小 
中核企業との結びつきの密接さ 大 中 小 
リードタイムの重要性 大 中 小 
空間に関 
する事項 
中核企業とサプライヤーの近接性の重要性 大 中 小 
サプライヤーの空間的範囲 地域レベル 国内レベル グローバル 
資料：水野（1997）より筆者作成 
セス」対応する．中核企業との近接性にかかわって，複数事業所展開によるサ
プライヤーの立地行動を理解するうえで重要な示唆を与えているといえよう． 
 
第２節 複数事業所立地と地域間分業 
このような先行的研究をふまえて，中堅・中小企業の複数事業所展開の実態
とその特徴について以下に検討する．大阪府によるアンケート調査５）によって
得られた大阪本社の中堅・中小企業 500社余りの複数事業所展開の実態である． 
調査企業の取扱品目のうち，金属製品(加工)，機械器具・部品，化学製品，
プラスチック製品の企業が全体の 64.1％を占めている．この実態調査が，大阪
の製造業の中核を担い OISP や KISP と定義されるサプライヤー企業群の事業
活動の一端を表すものとして，検討の対象としたものである．表３－６には複
数事業所展開によって地域ごとに事業所や常勤役員の配置，設備投資や外注費
の重点地域，販売シェアを拡大した地域などの実態が示されている．表３―７，
８は，企業ごとの大阪府内での販売額シェアと仕入額シェア別に企業数とその
割合を表したものである． 
本論では大阪府，関西圏，首都圏の三地域への企業内地域間分業による組織
と機能の配置を分析する．最初に大阪府についてである． 
ほとんどの企業が常勤役員を配置し，本社機能を置いている．大阪府におい 
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表３－７ 大阪府内への販売額シェア別の企業数と割合 
 
0% 
0％超 
25％未満 
25％以上 
50％未満 
50％以上 
75％未満 
75％以上
100％未満 
100% 合計 
企業
数 
31 145 129 82 55 38 480 
割合 
6.5
% 
30.2% 26.9% 17.1% 11.5% 7.9% 100.0% 
 
表３－８ 大阪府内からの仕入額シェア別の企業数と割合 
 
0% 
0％超 
25％未満 
25％以上 
50％未満 
50％以上 
75％未満 
75％以上
100％未満 
100% 合計 
企業
数 
26 65 73 96 115 103 478 
割合 
5.4
% 
13.6% 15.3% 20.1% 24.1% 21.5% 100.0% 
資料：大阪府立産業開発研究所(現；大阪産業経済リサーチセンター)（2010）より 
筆者作成 
て，最近の 5 年間で販売額シェアの最も拡大した地域であるとする企業は二番
目に多く，大阪府内に販売額シェア 50％以上の企業は 36.5％存在する．受注
構造が広域化する中においても大阪府内部における需要は一定量を占めている
といえる． 
また，最近の 5 年間で最大の設備投資を大阪府において行った企業は最も多
い．そして，外注費の最も多く支払われた地域であるとする企業は全体の
表３－６ 大阪本社企業の事業活動 
 大阪府 
その他 
関西圏 
その他 
西日本 
首都圏 中京圏 
その他 
東日本 
海外 合計 
事業所立地地域 
512 
(100.0) 
143 
(28.0) 
146 
(28.5) 
178 
(34.8) 
107 
(20.9) 
82 
(16.0) 
73 
(14.3) 
512 
(100.0) 
常勤役員が常駐 
している地域 
494 
(97.8) 
72 
(14.3) 
24 
(4.8) 
65 
(12.9) 
17 
(3.4) 
20 
(4.0) 
11 
(2.2) 
505 
(100.0) 
最近 5 年間で販 
売額シェアが最 
も拡大した地域 
78 
(22.3) 
35 
(10.0) 
34 
(9.7) 
110 
(31.4) 
37 
(10.6) 
31 
(8.9) 
25 
(7.1) 
350 
(100.0) 
外注費が最も多 
く支払われて 
いる地域 
292 
(73.7) 
31 
(7.8) 
24 
(6.1) 
8 
(2.0) 
17 
(4.3) 
10 
(2.5) 
14 
(3.5) 
396 
(100.0) 
最近 5 年間で最 
大の設備投資を 
した地域 
316 
(62.3) 
57 
(11.2) 
37 
(7.3) 
10 
(2.0) 
21 
(4.1) 
12 
(2.4) 
21 
(4.1) 
507 
(100.0) 
資料：大阪府立産業開発研究所(現；大阪産業経済リサーチセンター)（2010）より 
筆者作成 
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73.7％に達している．さらに，大阪府内からの仕入額シェア 50％以上の企業は
65.7%である． 
大阪府には，生産と管理の中枢機能が置かれている．さらに内製か外注かの
内部化選択や原材料市場にかかわる外注先，仕入れ先の選定など，取引関係の 
重要な意思決定が大阪本社や本社工場で集中していることが注目される． 
中間財の生産加工業者にとっても，協力企業や仕入れ先企業との相互作用に
おける近接性と場所の持つ意味は重要である．第二章で検討したように，階層
的なネットワークのもとでのフレキシブルな外注利用という，集積の機能にか
かわる意思決定が，本社機能の役割として，大阪府において集中している． 
次に関西圏への展開についてである．その他関西圏に事業所を配置している
企業は全体の 28.0％であり，常勤役員を配置している企業は 14.3％である．す
なわち配置企業の半数以上が常勤役員を置いていることになる．最近の５年間
で最大の設備投資をその他関西圏に行った企業が 11.2％である．これは配置企
業の４割が，その他関西圏で最も設備投資が大きいと答えていることになる． 
ここからは，関西圏に生産拠点と物流拠点の中枢機能が配置されていると読
み取ることができる．常勤役員の配置はこれらが単純に大阪府内のマザー工場
によって階層的にコントロールされる分工場ではないことを示唆している．広
大な工場用地，高速道路や空港，港湾の物流機能そして自治体の誘致施策とい
った関西圏の地理的優位を獲得する立地選択である． 
最後に首都圏について検討する．首都圏に何らかの事業所を設置している企
業は，全体の 34.8％にのぼる．常勤役員配置企業は全体の 12.9％で進出企業の
37％相当である．そして首都圏が最近の 5 年間で販売額シェアの最も拡大した
地域であるとする企業は全体の 31.4％である．これは進出企業の６割に相当す
る．このことから，首都圏へは営業・販売機能が配置されているとみることが
できる． 
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完成品メーカーと部品メーカーの近接性の重要度は，水野の指摘するように
「物流プロセス」では工場と工場の立地距離，「取引プロセス」においては購買
部・開発部と営業部の立地距離にあらわれる．メーカー企業やアセンブラー企
業の本社の集積する首都圏に見られる事例は，「取引プロセス」の近接性を重視
する機能配置であると考えられる．受注先企業との情報の場の形成（今井，1988）
のための関係特殊的投資にかかわる近接立地であるといえよう． 
また，首都圏での傾向は，生産・物流拠点機能に対して，営業・販売機能が
地理的空間的に離れた地点に配置されていることを意味している．すなわち，
中核企業との「物流プロセス」での近接性と「取引プロセス」の近接性を区別
して扱う空間的な配置であるといえる． 
承認図の部品のサプライヤーや独自の製品開発能力をもつ中堅・中小企業は
「取引プロセス」において近接性の重要度が高く，「物流プロセス」などのそ
の他の面では低いとの水野の仮説が，複数事業所展開の実態によって裏づけら
れている．大阪本社企業の事例からは，中堅・中小企業の組織と機能の多様な
地域選択が，国内スケールへの活動領域の広がりをもつことを表していると言
い換えることができよう． 
実態調査は，生産と管理機能をはじめ外注取引や仕入取引がローカルな狭い
範囲の都市型産業集積に集中し，その意思決定としての本社機能が大阪に位置
していることを明らかした．また，量産機能や物流機能は，関西圏などにシフ
トし地理的な優位を獲得しながら本社工場との連携を保っている．また営業・
販売拠点は，これらとは地理的に離れた広い空間スケールでの地域選択として，
大企業本社の集積する首都圏に配置される傾向を示している． 
大都市圏工業の広域化についての前章までの考察は，生産拠点の複数事業所
立地を軸に，関西圏における広域工業圏の形成を，中核企業との近接性や市場
圏分割立地の視点および既存集積地の外部経済利用の利点と結合する，柔軟な
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専門化の生産システムの分散化と拡張としてとらえてきた．関西圏における重
点的な設備投資の動向は，これらを裏付けるものであるといえよう．加えて，
中枢管理機能である営業・販売機能は，生産・物流拠点機能と分離して，さら
に広域的な市場圏の分割，中核企業への近接立地の傾向がみられる． 
中規模や中堅以上の企業による取引関係が広域化し，立地上においては，輸
送費だけでみるとフットルースであるとされる（富樫，1997，pp.59-63）．し
かし，複数事業所立地において，生産・物流拠点機能と営業・販売拠点機能に
は，広域的な展開において明らかな違いが存在することに留意すべきであろう．
後者において，まさにフットルースという指摘があてはまるとしても，前者の
立地展開には，空間的な制約性や領域性の傾向が存在することが実態調査から
も理解することができる． 
  
第３節 中堅・中小企業の事例研究 
本章では八尾市での都市型産業集積に本社機能を維持しながら複数事業所
広域展開する中堅・中小企業の事例を取り上げる６）．いずれの企業も，それら
の技術や技能についての高い評価によって，経済産業省や大阪府などの優良企
業として紹介されている７）． 
本論においての事例研究の目的は，第一に，これらの企業においての，所属
する集積地や三大集積地など，独自の特徴と強みをもって並存する大都市圏産
業集積とのかかわりと競争優位を明らかにすることである．そして第二に，生
産拠点や物流拠点，営業・販売拠点などの広域化の実態を調査し，中堅・中小
企業としての独自の複数事業所展開，企業内地域間分業の内容を明らかにする
ことである．受注先企業との近接性の要因によってもたらされる，サプライヤ
ー企業の活動領域の広がりの特性を明らかにすることでもある． 
事例研究は，4 社にとどまっているとはいえ，それぞれ，取引構造や企業活
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動の空間スケールにおいて，多様性や広域性において，これまでの中小企業研
究においてとらえきれていない多くの検討材料を提供していると考えている． 
以下に調査企業の概要について示す．最初に，事例として取り上げる 4 社の
機械金属工業における企業類型についてである８）． 
I 社と S 社は，高度技術の特定加工専門化企業にあてはめることができ，そ
れぞれプレス加工，マグネシウム加工の加工分野で高度な技術力を保有してい
る．また T 社の場合は，中堅・中小機械部品・消耗品メーカーである．特殊加
工技術を企業資源として保有しているという意味では，高度技術の特定加工に
専門化した企業であり，機械の中核的な完成部品・消耗品においての独自ブラ
ンドをもつメーカーでもある．さらに Y 社は，中堅・中小機械完成品・完成部
品メーカーである．完成品としてはアジア市場向けの耕運機などの農業用機械
が主である．他方でアセンブラー企業やメーカー企業に完成品や完成部品を供
給するという商社機能が中核的な企業資源である．４社ともに複数の大手・中
堅のアセンブラー企業やメーカー企業との取引を有するサプライヤー企業とし
ての共通性をもっている． 
次に，4 社の外注依存類型と外注・仕入構造の特徴についてである９）． I 社
と S 社，T 社ともに主要加工工程内作型と考えられる．関連加工や特殊加工分
野の加工工程別外注の利用である．組立完成品の部品外注もあるが，部品点数
は多くない．Y 社の場合は仕入取引として多品種にわたる機械関連部品の取引
である．外注先とともに数百社の仕入先が大阪府内に存在する． 
それぞれに特徴的なのは，発注がまとまらず加工の難しい特殊加工について，
地元の外注先だけでなく，他地域の工業集積地の外注先を利用することである．
いずれの企業も大阪大都市圏に並存する工業集積の特定加工分野の特徴と強み
を熟知している． 
最後に，複数事業所展開による企業内地域間分業についてである 10）．4 社と
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もに既存工業集積地である八尾市に本社および本社工業を保有しており，研
究・開発・試作・小ロットをはじめ，主要加工部門をこなしている．しかしそ
れ以外の周辺地域への分業形態は多様である． 
本社工場以外の生産工程については，I 社は三重県と栃木県，S 社は子会社
をいう形態を通じて千葉県と中国深圳に配置している．また，T 社は奈良県の
生産工場と韓国の海外子会社に，Y 社は栃木県の生産工場と，中国とタイに設
置している海外子会社に配置している． 
また営業・販売拠点機能については，支店・営業所とともに，国内・国外の
子会社が兼ねている．さらに T 社と Y 社は，東京や国内外に関連企業である代
理店を配置している．企業内の複数事業所展開による地域間分業の形態と内容，
地域的な広がりは極めて多様である． 
 
① I 金属工業株式会社（図３－２） 
1960 年より松下電器テレビ事業部との取引関係にあり，一般外注に属する
50 年来の共栄会社である．金属プレス，金型製作，組立加工を事業内容とし，
資本金 2400 万円，従業者数 95 名の高度技術の特定加工専門化中堅・中小企業
である． 
外注先は東大阪市や八尾市に１５社余りをかかえる．金型は内製であるが，
プレス加工部門の一部や塗装，メッキ加工などの分野を外注利用している．松
下電器の地元である守口市や門真市(大阪北東部地域の集積地)に外注先をもっ
ていないことは意外である． 
創業場所は大阪市生野区であったが 1969 年現在の八尾市に新社屋の本社工
場を設置し移転した．1988 年には三重県に伊賀工場を設置し複数工場展開を開
始する．近藤（2007）の類型Ⅱである．1992 年には当時としては限定的であ
った VAN システムを採用し専用回線により松下電器茨木工場と本社工場，上
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野工場との間でのデータのやり取りを実現していた．工程間の空間的分業によ
る供給体制の構築である． 
2001 年には松下電器のリストラクチュアリングによって宇都宮工場へのブ
ラウン管 TV の生産移管が実施される．しばらくの間は八尾からの納品や宇都
宮現地企業への二次下請で対応してきたが，現地企業の業績悪化に伴いそれを
買収し 2009 年には I 社宇都宮工場の開設に踏み切るのである．厳しい判断で
あった．近藤の類型Ⅲである．松下電器の立地調整に対して近接での工場立地
で対応しながら長期にわたる取引関係を継続している． 
他方で早い時期からのME機械や情報技術の採用は他の複数のアセンブラー
との取引に有利に作用した．電磁調理部品，ガス給湯器部品，自動車部品など
他の分野でのハーマン，ノーリツ，京セラなど大手メーカー企業との取引関係
に生かされている． 
 
 
図３－２ I 社の事例 
資料：企業インタビューにより筆者作成 
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② 株式会社 S ブラスト（図３－３） 
前章で紹介したバリテク研究会の会員である．事業内容はマグネシウム成型
品およびアルミダイカスト製品の仕上げ加工および機械加工であり，バリ取り
の加工技術に優れ PC，デジカメ，携帯電話などの筐体の受注を獲得している．
資本金 2300 万円従業者数国内 60 名中国 150 名である． 
外注先は，機械加工部門に関しては東大阪市に，塗装，特殊加工の分野につ
いては門真市（大阪北東部地域の集積地）において確保している． 
専門加工業であるS社にとっては広域展開が必ずしも経営戦略にあったわけ
ではない．加工工程では川上工程の成型加工に位置しすでに取引関係にあった
関東方面の同業社 T 社の経営悪化がきっかけであった．関東方面の得意先から
の強い要請を受けこの会社を買収し子会社化するのである．新 T 社は従来の会
社の生産設備や従業員，取引先や外注先等の資産と負債のすべてを継承した．
Ｓ社としては，マグネシウム製品の川上工程である成型分野への多角化であり，
仕上げ加工においても関東方面の市場への拠点になったのである． 
また海外子会社の設立も，電気部品成型加工業者の中堅大手であるY電機（千
葉県）の中国深圳への海外生産工場開設にあたっての，機械設備での協力がき
っかけとなる．同社の強い要請を受けマグネシウム成型品の仕上げ加工を担う
子会社 S 特殊技研有限公司の設立に至ったのである． 
最終生産物市場での部品や製品用途の拡大するマグネシウム素材の加工は，
取り扱いが危険を伴い困難である．品質安定についての川上工程との技術的な
擦り合わせ，中核企業との関係特殊的技能の形成は重要である．さらに受託加
工であることは生産工程での密接さをともなう．結果として管理機能と生産機
能を合わせた子会社化に向かったと考えられる．フェイス・トゥ・フェイスの
近接性と信頼によって受注先企業の側からの強い要請で広域展開した受託加工
専門業者の事例である． 
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③ 株式会社 T 刃物製作所 (図３－４) 
業務用機械の消耗部品というニッチ市場でのブランド力と事業部制と子会
社による広域展開の事例である．事業内容は機械消耗部品のトムソン刃，ビジ
ネスフォーム刃，独自の商標であるピナクルダイ 11）の主要三商品の製造販売
である．資本金は 9000 万円，従業者数 252 名である． 
トムソン刃は紙器，段ボールなどの加工業者を顧客とし中小零細企業が多い．
内製であるトムソン刃の生産部門は奈良工場に，営業部門は本社に置いている．
トムソン刃は国内需要が衰退する一方で近年東南アジアをはじめ遠くは南アフ
リカ，ブラジルなどの海外の新興国の需要が増加し，輸出が５割を占めている．
「日本の鉄鋼メーカーの精錬技術の高さはトムソン刃での競争力において優位
につながっている」とのことである． 
ビジネスフォーム刃は，伝票や納品書などの専門会社や大手印刷会社が得意 
先である．八尾第一工場に生産部門，本社及び東京に営業部を配置している． 
図３－３ S 社の事例 
資料：企業インタビューにより筆者作成 
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国内を中心にした幅広い販売網と東京や愛知県などの広域的な代理店網が対応
している．外注先は研磨加工などを平野区（大阪東部地域の集積地）に，旋盤
加工においては城東区（大阪北東部地域の集積地）にかかえ，需要量の変動を
経験しながらも取引関係を継続している． 
カスタム品であるピナクルダイは主力商品でありデジカメ，携帯などの光学
フィルムを扱うデジタル家電メーカーや機械メーカーを顧客としている．顧客
のニーズに対応した製品開発が重要であり本社に設計・開発部門，本社工場に
生産部門を置いている． 
その一方で顧客企業は，成長するアジア市場での需要の拡大にともない海外
へ展開している．韓国において海外子会社を設立し，日系企業とともに韓国系
企業やサプライヤー企業との連携と，中国市場をにらむ海外戦略拠点としての
社長 役員会 
会長 
社長 
専務（フォーム） 
取締役（生産 
技術部） 
取締役（本社 
工場） 
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営業部） 
取締役（総務部） 
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生産技術部 設計 ピナクルダイの設計・ 
システムの開発 システム 
本社工場 生産管理課 ピナクルダイの生産部
門（八尾第２工場含む） 本社生産課 
フォーム 本社営業部 ビジネスフォーム刃の
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東京営業部 
八尾第 1 工場 八尾第一生産課 ビジネスフォーム刃の
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生産管理課 
技術課 
製造課 
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店 
ベンディックス株式会社 東京都大田区 主力三商品の販売 
Ｔベンディックス株式会社 愛知県瀬戸市 
株式会社Ｔ 大阪府八尾市 
T Korea 株式会社 韓国 ピナクルダイの生産、サムスンとの取引 
図３－４ Ｔ社の事例 
資料：企業インタビューにより筆者作成 
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役割を担っている．アジア各国との FTA を結ぶ韓国での拠点機能は高まりつ
つあり，近年の海外生産比率は高まっている． 
 
④ 株式会社 Y （図３－５） 
業務内容は農業機械，建設機械，工作機械，自動車，家電などのねじ部品か
ら機械加工部品，製品組立・アセンブリ製品・複合製品，モーターなどの製造
販売であり，資本金 7800 万円，従業者数 166 名（グループ会社 272 名）であ
る．本社・本社工場，支店営業所，海外関連会社によって 500 社の仕入れ先，
1500 社にのぼる販売先のネットワークが管理されている． 
Y 社は，中堅・中小機械完成品・完成部品メーカーとして，大手機械メーカ
ー各社との今日の地位を築いている．しかしカスタム品である機械完成品は全
体の 10%であり，ねじ部門は 15%（Y 社の以前の屋号は，「Y 鋲螺」）である．
残りは完成品タイプの複合部品や部品が占めている． 
最前線の支店・営業部は，メインの農業用機械メーカー企業をはじめ，受注
先企業の事業部との近接性を保ち，長期継続的取引が行われている．アセンブ
ラー企業の次年度仕様についての事前的情報を，対面接触を通じて受け取るこ
とによって，開発の企画段階から，部品や完成品の生産工程に参画している． 
機械完成品・完成部品メーカーとしての開発・設計，組立，アセンブリ技能
を生かしながら，他方では，商社的側面をもつ仕入・販売のネットワークによ
り，品質の安定と短納期対応の完成品・部品の供給をこなしている．IP－VPN
（仮想私設通信網）による企業内ネットワークと，EDI(電子データ交換)によ
る外部ネットワークの情報ネットワークが構築されている．そのうえでの広域
的な物流ネットワークは，需要の拡大する東アジア市場において，日系企業メ
ーカーの部品調達の体制を整え，信頼につながっている．「物流プロセス」での
海外における近接性の確保である． 
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生産拠点は国内では，本社工場および大阪の子会社である Y 精工，東日本の生
産・物流拠点として栃木県の小山工場となっている．さらに海外では，拡大を
続ける中国及びタイの子会社である．  
Y 社の広域的な海外展開において，品質の安定と短納期対応の部品供給を支
えるのが，仕入先との取引関係である．500 社のうち 7 割近くが大阪大都市圏
の仕入先である．特定加工専門化小零細企業が多く含まれている．そこではど
のような加工精度と内容を，どれほどのロットで，短納期に発注，納品が可能
かどうかについての知識と情報が蓄積されている． 
仕入先のうち最も多い東大阪市や八尾市においては，旋盤や切削による加工
部品が発注される．守口市や門真市には，塗装や板金加工による小物が主であ
る．また港区（船舶，修理などに蓄積）からは鋳造や鍛造による大型部品を，
堺市（自転車）からはプレス加工による成型部品の取引が多くを占めている．
Y 金属分公司 ( 蘇州 ) 
九州営業所 
中部支社 
山陽営業所 近畿支社 
関東支社 
信越営業所 
東信営業所 
北陸営業所 
新潟営業所 北海道営業所 
本社・関西支社 
HUB 
Y 金属有限公司 ( 上海 ) 
Y 精工 伊那営業所 
インター 
ネット 
KDDI 
IP - VPN 
イーサネット B フレッツ 
図３－５ Ｙ社の事例 
資料：企業インタビューにより筆者作成 
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「同じ機械のギアでも東大阪は切削によって堺はプレスによってつくられ使い
道が異なる」のである． 
このように一方では，大阪大都市圏における工業集積地のそれぞれの得意分
野をおさえることで，他方では，東アジアでの部品調達の需要に，高品質と短
納期で対応するシステムを作り上げていると考えることができる． 
 
⑤小括 
いずれの企業も，大阪大都市圏に並存する工業集積について特定分野の特徴
と強みを熟知している．そのうえで加工工程別外注において，これらをフレキ
シブルに利用する外注先企業を保有している．S 社の場合，デジタル家電など
の微細で精度の高い塗装や特殊加工の分野について大阪東北部の産業集積地に
外注先のネットワークを広げている．地元の大阪東部地域の機械加工を中心と
した外注先とともに，変化や変動，短納期に対応した多層的な集積の独自の機
能にかかわっている． 
さらに Y 社の事例にみられる特徴は，単に所属の産業集積を補完するという
意味の集積の独自の機能にとどまらない．すなわち，多層性と多様性を特徴と
する大阪大都市圏の都市型産業集積全体の一体とした集積の独自の機能にかか
わっているといえよう．Y 社の外注取引や仕入取引ルートの独自のネットワー
クは，機械完成品・完成部品メーカーとしての設計開発の能力や組立加工など
の技能を背景としている．これによって，特定分野に特徴と強みをもつそれぞ
れの工業集積地においての，製品・加工需要に対応しうる優良な加工業者選定
し，フレキシブルな取引構造を構築している．これが，日系の機械メーカーの
機械完成品や部品の調達という東アジアで拡大する需要に，品質の安定と短納
期による供給体制で対応するという同社の競争優位に結び付いている． 
つぎに，調査企業においては，量産型に対応する国内周辺県への生産工場の
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配置にとどまらず，支店，営業・販売拠点，関連会社による代理店，海外子会
社などの様々な企業組織の配置が見られる．複数事業所展開の多様な形態であ
る．I 社は，サプライヤー企業として，特定の受注先企業の再編にあたって，
それへの近接性の要因を重視した複数工場立地や企業買収である．また，S 社
の場合は，高度技術の加工専門化企業の受託加工専門の企業でありながら，国
内での企業買収や海外子会社などのへの複数事業所展開という特徴的な事例で
ある．特定受注先との信頼関係と近接性の要因が強く働いている． 
T 社の海外子会社の設置は，特定受注先企業の近接性の直接の要因ではない．
韓国におけるアセンブラー企業やサプライヤー企業の集積との近接性とともに，
国と地域の立地条件が考慮されている．T 社が今後の広域展開において重視す
る中国をはじめ ASEAN 諸国への，為替や自由貿易協定による通商上の条件に
おける韓国の優位性である．そうした企業戦略から，開発・設計機能も含む生
産工場と，海外の営業・販売拠点を集約した海外子会社の設置に結びついたと
いえる． 
Y 社の場合は，生産工場は国内とともに，海外においても集約的な拠点を形
成している．そして，営業・販売機能は，各地に分散的に配置され多数の受注
先企業との近接性を保つ配置となっている．情報ネットワークと物流ネットワ
ークの構築は，そうした企業組織と機能の広域的な配置において一体性を保ち，
品質安定と短納期の供給対応というサプライヤーの企業システムの形成に結び
ついているのである． 
国内における複数事業所展開の過程で，企業買収をともなうものが Y 社も含
めて３社に見られたことにも注目する．買収先企業の設備や人材，得意先や外
注取引のネットワークを取り込むことが広域展開を加速させた点である． 
事例研究に見る中堅・中小企業による複数事業所展開は，都市型産業集積の
機能とかかわりながら，受注先企業との近接性の制約において，その形態と内
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容，地域的な広がりが，きわめて多様であることを示している． 
第４節 まとめ 
都市型産業集積の広域的な受注構造の機能にかかわって，中堅・中小企業の
複数事業所展開についての考察を行なった．企業内地域間分業を要因とする大
都市圏の産業集積の広域化の現われである． 
本論では，これに加えて，中堅・中小企業の複数事業所展開に作用する受注
先企業との近接性の要因についても検討に加えた．大阪の製造業における中核
的な位置にこれらのサプライヤー企業が存在するからである．都市型産業集積
と受注先企業との地理的距離の遠さを組織的近接性で補完し，つながりを形成
し調整している． 
つぎに，複数事業所展開の現状について分析した．大阪の本社や本社工場に
は，生産中枢管理機能とともに，内製や外注，原材料仕入れなどの取引関係に
ついての重要な意思決定の機能が集中している．また関西圏には，生産や物流
拠点機能がシフトしているのに対して，首都圏では，営業・販売拠点機能が多
く配置される傾向が見られた．サプライヤーとしての中堅・中小企業の組織，
機能は，受注先企業との近接性の制約の中において，広域的な空間スケールで
の地理的選択による配置となっている． 
最後に，事例研究では中堅・中小企業と都市型産業集積の多様性による集積
の独自の機能を競争優位の源泉とし，複数事業所展開，国内や国外への子会社
化などの，多様な形態での広域展開の事例を明らかにした． 
情報技術や物流技術の革新によって，経済のグローバル化が進んでいる．地
域や国境を越えて地理的優位な場所や地域を求める生産要素の移動が，容易に
なり加速している．これらは，都市型産業集積に依拠する中小企業にも作用し
ている．複数事業所展開を通じたサプライヤーとしての立地選択肢の広がりは，
一般的立地条件や受注先企業や市場との近接性においての，地理的優位や戦略
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的な展開の可能性を高めている． 
このような企業内および企業間の広域的なネットワークの形成において，拠
点とする都市型産業集積の機能とのかかわり，生産や物流，知識と情報のつな
がりや循環，そのあり方の重要度が増している．経済のグローバル化は，滑り
やすい空間の中で地域や特定の場所のチカラ（川端，2008）を際立たせている．
中堅・中小企業は，このいずれの意味においても重要な役割を果たしていると
いえよう． 
中堅・中小企業の複数事業所展開は，さらに研究を深める題材であると考え
ている．受注先企業や協力企業との多様化し広域化する連携やネットワークの
形成が，重要な機能を果たしている．これらの事例研究は経済のグローバル化
においてのローカルな産業集積と地域経済のありかたにおいての理解を導く重
要な示唆を与えるものと考えている． 
86 
 
注 
１）中堅・中小企業について渡辺（1997）は，日本機械工業においての山脈構
造型社会的分業構造をしめし，その「低い頂」や「山腹」部分を構成する中小
企業の完成品や完成部品の生産企業の社会的分業の役割を強調した．また中村
（1990)は，製品開発・製造技術の独創性，さらに機械設備といったハードウ
ェアとともにソフトウェアの優位を実現する質をもった企業群として，中堅企
業を定義し分析対象とした． 
２）八尾市の都市型産業集積においても中・大規模企業の市外への分工場立地
は 1990 年を前後して急速に増加し，結果として４割以上が本社や本社工場を
集積内におきながら八尾市外の関西圏や関東圏に分工場や事業所を保有してい
る(八尾市，2003)． 
３））NC 旋盤，NC フライス盤，マシニングセンターなどの数値制御機械とコ
ンピューターの結びつきによる CAD・CAM システムの導入は，生産工程の合
理化や量産化を飛躍的に高めた．さらにその後のインターネット情報技術の発
展は，本社工場や分工場，支店などの離れた場所での生産機械にリンクした大
容量データの交換を可能にした．中小企業においても安価な費用での生産管理
システムの導入が可能になったのである．「注文の図面は本社にメールで送られ
てくる．それらに詳細設計や積算を済ませた上で工場に転送する．」（企業イン
タビューより）ことなどは中小企業にとっても日常的に繰り返されている． 
４）浅沼はさらに関係準レントの分配を巡って企業成長を追求するサプライヤ
ーは，①関係特殊的技能の成分の高いランクを獲得すること，②別の種類の部
品供給に参入することそして，③他の中核企業を相手にした部品供給への新規
参入を行う可能性について指摘している． 
５）大阪府は，「関西企業の事業活動基盤に関する調査研究」として，関西に本
社を置く従業者規模 50 人以上 300 人未満の製造業と卸売業の事業活動につい
ての郵送自記式アンケート調査を行い 1,147 社からの有効回答を得た．ここに
は大阪に本社を置く製造業企業 506 社が含まれている．主要取扱品の内訳は金
属製品（加工）28.7%，機械器具・部品 18.0%，化学製品 9.7%，印刷・同関連
8.7%，食料品 8.5%，繊維・衣服 8.1%，プラスチック製品 7.7%，その他 10.7%
である． 
６） 事例研究の調査企業はいずれも，筆者の八尾市での社会活動（地方議会）
を通じて経営者トップと親交のあった企業である．そのため直接連絡を取り会
社に赴きインタビューをすることができた．2010 年 10 月 28 日には S 社の社
長と専務取締役の同席のもとで，同年 11 月 2 日には I 社の取締役会長から，
同日に T 社の名誉会長から聞き取りをすることができた．また 11 月 4 日には
Y 社の常務取締役から説明を受けた．さらに追加的な聞き取りとして 2011 年 9
月 30日T社の名誉会長とY社の常務取締役とはそれぞれ直接面会して調査し，
S 社の専務取締役と I 社の名誉会長とは電話にてインタビューを行った． 
７）大阪府「平成 23 年版 2011 大阪の元気！ものづくり企業」ほか． 
87 
 
８）渡辺（1997，1998）は，機械金属工業の大都市工業集積を構成する企業群
として，①大企業研究開発・試作部門化工場群，②中堅中小機械完成品メーカ
ー群，③高度技術の特定加工専門化中小企業群，④熟練依存の特定加工専門化
小零細企業群の 4 類型を示した．東京城南地域においては，中堅企業の第二類
型の高度な機械完成品メーカーと第三類型の専門加工技術と厚みのある企業群
が，工業集積全体の競争力の中核に位置していると指摘している． 
９）渡辺（1998）は，機械金属工業の自社製品保有企業の外注依存類型を示し
ている．それらは，①内作志向型，②主要加工工程と組み立ての内作，③組み
立て，検査内作型，④開発検査のみ内作の 4 類型である．このうち第二類型は，
完成品外注，部品外注，加工工程別外注などに分類される．発注がまとまらず
加工の難しいものと量がある程度まとまるものによって，既存工業集積と広域
的な外注先企業の地域的広がりを指摘した． 
10）渡辺（1998）は，中堅中小企業の企業内地域間分業について既存工業集積
の核においては開発・試作・単品・小ロットとともに製品・加工内容や生産量
の変化や変動の激しいものがとどまり，製品・加工内容や生産量が安定した「流
れる物」は国内周辺に広がるとした． 
11）シートから複雑な形状のキャラクターシールやプリント基板をフレキシブ
ルに切り取る抜き型を腐食加工技術によって実現した．デジタル家電や光学フ
ィルムなど応用範囲は広い．ピナクルダイとはＴ社の登録商標である． 
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第４章 電子部品大企業の立地と空間的分業 
 
第１節 はじめにー企業内空間的分業と市場圏分割 
 本章では，大都市圏産業集積に本拠をおき，国内，国際展開する電子部品サ
プライヤー大企業の事例を題材に，複数事業所立地と企業内の空間的分業論や
製造業における支店立地研究，複数事業所企業における立地調整についての視
点から考察し，新たな知見を得ようとするものである． 
工場立地論においては，輸送費の費用最小化の原則による工場立地点を見出
す理論体系がウェーバ （ーWeber, 1909，篠原訳，1986）によって構築された．
また，クリスタラー（Christaller,1933，江澤訳，1969）は，中心地が供給す
る高次や低次の財の種類によって，重層的な販売圏モデルによる中心地理論を
構築した．オフィスや支店の立地行動の分析において適応されている． 
単一の工場や事業所を前提とするこれらに対して，複数の事業所立地につい
ての理論的研究も進められている．空間的分業論においてマッシィ（Massey，
1995, 富樫・松橋監訳, 2000, pp.65-67）は，企業内の生産工程の機能と管理階
層の分化という組織変化をとらえ,その空間構造を検討した．それによって，①
管理部門と生産部門が一地域に併存している局地的集中型，②管理構造は分化
したものの生産工程は未分化の状態での同一機能の複数立地であるクローン型，
③工程間の分業が進んだ部分工程型の三類型を導き出した．  
企業の複数事業所立地について，鈴木ほか（2005, pp.39-40）は，企業内空
間的分業と市場圏分割という２つの観点から整理する．企業内空間的分業にお
いては，研究・開発拠点や技術集約的な製造拠点を開発地域・産業集積地に立
地する一方で，労働集約的な製造拠点を低開発地域に立地するケースがあると
指摘する 1)．電気機械器具製造業の大規模企業においては，AV 機器，白物家
電，住宅関連機器などの製品別分業や，労働集約的工程（量産部門）と技術集
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約的工程（研究開発・試作部門）などの工程間分業の形成がその特徴とされて
いる（近藤，2007, pp.30-45）． 
企業の複数事業所立地研究の多くは，最終製品生産企業を対象として考察さ
れてきた．そのため，系列下にある電子部品企業の生産工場の立地は，最終製
品に対する部品，量産部門としての工程間の分業の側面から検討されている．
そして，電子部品の下請中小企業は，サプライヤーの立地行動として，産業集
積との関連において考察されてきたといえる． 
しかし，電子部品などの独立系の部品サプライヤー企業が，大阪大都市圏の
産業集積に本拠をおき，広域展開する事例が多く存在する（帝国データバンク，
2008；徳丸，2012）．こうした傾向をとらえ，柔軟な専門化の生産システムと
広域的な立地と空間的分業のかかわりについての事例研究が求められている．  
製造業における支店立地について日野（1979, p.85）は，流通部門における
大手家電メーカーの販売網を分析した．家電製品流通の空間的形態を需要の小
規模・分散性に規定された特徴でとらえ，階層的な支店立地を明らかにした． 
支店立地と「市場」とのかかわりについて業種間の比較検討した須田（1993, 
pp.202-203）は，最終消費財産業が多支店・分散型であるのに対して，中間財・
資本財産業では少支店・大都市集中型となる傾向を指摘した．これらをフェイ
ス・トゥ・フェイスによる交渉など，営業活動に要するコストを情報要因から
考察し，営業コストの大きい最終消費財産業と相対的に小さい中間財・資本財
産業の違いを明らかにした．情報の種類には，価格だけでなく定式化，定型化
しにくいものがあり，情報の伝達コストが高くなると指摘する． 
こうした既存研究をふまえたうえで，中間財生産企業にとっての市場の空間
構造や支店・営業部門に配置される独自の機能を視野に入れた，サプライヤー
の支店立地についての事例研究が求められているといえる． 
支店立地の問題は，情報要因とともに，物流部門とのかかわりにおいて，卸
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売機能の立地研究としても取り上げられている．流通機構の動態的な脈絡にお
いて，卸売機能の立地を研究した川端（1986, pp.142-151）は，需要・供給の
ロット，頻度，不規則性，数と位置から，ロットの大小による卸売機構の機能
を類型化し，その立地形態や立地指向を検討した． 
中核企業との相互関係におけるサプライヤーの物流は，生産部門の立地に関
連して検討されてきた．しかし，流通機構としての卸売機構の立地形態や立地
指向の研究は，サプライヤーの支店立地を物流とのかかわりにおいて把握する
うえでの，重要な分析視角を提供しているといえる．  
複数事業所企業においての立地調整は，各種生産拠点や諸施設の新設，閉鎖，
移転，現在地での製品転換・機能転換や増強・縮小などの再編成の行為である
とされる（松原，2009, pp.5-7）．そのメカニズムの解明においては，「工場内
の経済」と「工場間の経済」における企業の内部経済について注目する．「工場
間の経済」について坂本（1988, pp.155-157）は，現代巨大企業の生産システ
ムは，一般にそれが立脚している産業の工場編成の基幹的な部分を自らの中に
統合し，「場所集中型」によって，一方で連続生産・大量生産を実現しながら，
他方で注文にもとづく多仕様生産を実現しているとする． 
松下電器のリストラクチャリングによる立地調整について検討した近藤
（2009, pp.97-98）は，薄型テレビ生産において，規模の経済による資材調達
コストの削減と巨大な設備投資をともなっていると指摘した．既存工場の活用
と工場の新設，パネル部材メーカー・製造装置メーカーとの立地集中をクラス
ター化の観点から考察した．  
立地調整は，サプライヤーの企業行動においてどのような特性をもつのか．
この分野での事例研究は見当たらない．立地調整と柔軟な専門化の生産システ
ムとの関連を，サプライヤーの複数事業所広域展開の検討をつうじて明らかに
する必要があろう． 
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大手電機メーカーが主体である能動部品業界に対して，電子部品業界は中小
企業の占める割合が高い．最終製品に組み込まれる間接輸出を加えると，海外
市場依存度は６割近くであった（三菱銀行調査部，1987）．組立完成品の日本
企業が後退するなかでも，電子部品の世界需要に対する日系企業のシェアは，
50％を占めているとされる（村田，2006）．これらの業界の担い手には，セッ
トメーカー出資による系列企業，セットメーカーの子会社もしくは内製などが
考えられるが，本稿では独立系企業を事例に，立地と空間的分業の側面から,
こうした優位性の背景を明らかにするものである． 
以上のような観点から，第２節では，電子部品企業の立地展開として，企業
の成長過程を通じた時間軸と空間軸において，生産拠点の立地と空間的分業に
ついて明らかにする．下請専用工場による顧客企業への近接立地と，製品セグ
メント別の地域間分業による市場圏分割の特徴について考察する．電子部品企
業の支店機能と立地として，販社・営業所に配置された機能を検討し，情報要
因と物流とのかかわりの観点からその立地指向について考察する．アジアにお
ける生産拠点の立地調整として，工場間の経済や立地集中による戦略について
考察する．第３節では，研究成果をまとめるとともに，これらの含意と今後の
研究課題について明らかにする．  
企業の現実の複雑な過程における立地と空間的分業についての検討にあた
っては，経営者のトップへのインタビューを通じてその背後にある戦略の論理
に切り込むことが不可欠である（水野，2007）．調査は，2012 年 1 月から 6 月
の間，社長および労働組合幹部より 1 回，経営幹部から数回にわたってインタ
ビューを行った．また，同社の発行する『H 社－製品の歩み その 50 年』，「有
価証券報告書（2010・2011）」，「会社案内」，「製品案内」，H 社のホームページ
等を参照した 2）． 
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第２節 電子部品企業の事例研究 
⑴ 事例企業の概要 
H 社は大阪府八尾市に本社を置き，電子・電気機械器具，情報通信機器，事
務機器，医療機器及び同部品ならびに自動車部品の製造，販売を営業目的とす
る．国内外のセットメーカーを顧客とする独立系の電子部品サプライヤー企業
である． 
資本金は約 136 億円，社員数は約 800 名である．国内外に子会社 24 社およ
び関係会社 1 社を抱え，グループ全体で従業者数は約 1 万人，連結決算売上は
2011 年 3 月期で 2000 億円を超える．主な製品は，接続部品（コネクタ・スイ
ッチ・タッチパネル），音響部品（マイクロホン・ヘッドホン・ヘッドセット），
液晶表示素子，複合部品である 3）． 
売上高の製品セグメント別の構成比は，2010年度実績で，接続部品が79.3％，
音響部品が 11.7％，液晶表示素子が 5.9％，複合部品が 3.1％となっている．製
品の種類は多く，加工部品や完成部品，複合部品などとともに，周辺機器など
の最終製品が扱われている．軽量小体積の点は共通しているが，注文による需
要ロットにも大きな開きがある．また，製品の技術特性は，承認図の部品から
市販品タイプの部品に近く，ほとんどがカスタム品として生産されている． 
企業戦略において「最も重視するのは，電子部品のすべてではなく，細分類
された部品分野においてトップ技術とトップシェアをもつこと」（社長インタビ
ュー）である 4）．接続部品のコネクタやスイッチ，音響部品のマイクやレシー
バーは，機械と機械や，機械と人とのインターフェースの仕組みを決定づける．
電子機器最終製品の開発・設計に，避けて通ることのできない隘路において，
重要な地位を確保する意味が込められている． 
以下では，H 社の複数事業所展開の過程（表４－１）と，H 社の事業所配置
図（図４－１）に沿って具体的な考察をすすめる． 
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⑵ 生産拠点の国内，国際展開 
関西圏から首都圏への展開（創業～1970年代前半） 
表４－１ H 社の複数事業所展開の過程 
 
国内                   海外 
 
1947 年 大阪市東成区で個人事業所 
として創業 
1950 年 大阪市生野区で法人設立 
1959 年 群馬県に生産子会社設立  
1960 年 八尾市に現在の本社工場設立 
1963 年 大阪証券取引所第二部上場 
1966 年 香港に生産子会社設立     
1968 年 福岡県と宮城県に生産子会社設立 
1969 年 福島県と新潟県に生産子会社設立      台湾に生産子会社設立    
横浜市に東京営業部設立 
1973 年 韓国に生産子会社設立     
 
1978 年 シカゴにアメリカ販社     
シンガポールに販社設立      
1980 年 大阪証券取引所第一部上場 
1982 年 滋賀県に液晶生産子会社と 
成型部品生産子会社設立 
1985 年 和歌山県に複合部品生産子会社設立 
 
1986 年 デュッセルドルフにヨーロッパ 
販社設立           
1988 年 香港に支店設立し広東省に委託 
生産工場設立         
                                      1989 年 マレーシアに生産子会社設立  
1992 年 東京証券取引所第一部上場,        マレーシアに販社設立               
1996 年 青島の生産子会社再編     
 
2001 年 上海に販社設立        
広東省に液晶の委託生産第二  
工場設立           
2005 年 青島に第二生産子会社設立   
2007 年 天津に生産子会社設立     
広東省に委託生産第三工場設立 
2008 年 タイに販社設立        
ベトナムに生産子会社設立  
 
 資料：H 社資料およびインタビューより作成 
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1947 年に大阪市東成区において個人事業所として創業した H 社は，1950 年
に大阪市生野区において法人設立を行った．それ以降，生野区内や布施市（現
東大阪市）と工場の拡張のために移転し，1960 年に現在の八尾市に本社工場を
移したのである． 
1956 年には，創業者が考案した切替式回転スイッチの実用新案が登録され，
同社の工業所有権第 1 号となった．それまで，取引先から支給された図面や現
物を参照し，コピーして金型作成をしていたが，すべての製品の図面を作り，
ものづくりをすることが始まった技術体制構築元年とされている．日本の高度
経済成長期，ラジオやテレビの普及に伴い，ラジオのジャック，コネクタ，ス
イッチ，テレビのブラウン管用ソケットなどを主力商品として技術力を高め，
関西圏の松下電器，三洋電機，シャープの大手家電三社との取引で業績を伸ば
していった． 
1959 年には，群馬県に生産子会社として東京 H 社が設立される．関西家電
メーカーの工場立地による東京進出に対応して，下請専用工場として立地した
のである．年末には東京で開催されたラジオ・テレビパーツショー（エレクト
ロニクスショーの前身）に初めて出展する．しかし首都圏には，電子部品分野
における競合企業が多く存在していた．関西のローカル企業であった H 社は，
取引関係のあった関西の電機メーカーの最終製品を介して徐々にその知名度を
上げるという経過をたどる．東京のセットメーカーがその製品の技術的優位を
調べたところ，H 社の部品の存在を知ることになるのである． 
やがて 1968 年に宮城県に東北 H 社，福島県に福島 H 社，1969 年には新潟
H 社として，南東北地域への生産子会社が相次いで立地する．これは，関西圏
の企業とともに，首都圏の電機メーカーとの新たな取引によるものである． 
高度成長後期から 1980 年代にかけて，南東北や北東北への地方分散が電子
部品工業を中心に活発化し，さらに組立工場への転換が進んだ（松橋, 1990, 
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得意先 
国内販売拠点 
S 販社  
海外販売拠点 
ヨーロッパ本社 
アメリカ本社 
シンガポール販社 
マレーシア販社 
タイ販社 
上海販社 
深圳販社 
香港販社 
台湾販社 
本 社 
機構部品 音響部品 液晶 複合部品その他 
柏原生産子会社 
新潟生産子会社 
天津生産子会社 
ベトナム生産子
会社 
韓国生産子会社 
マレーシア生産
子会社 
九州生産子会社 
青島第一生産子
会社 
青島第二生産子
会社 
広東省委託生産第
一工場 
広東省委託生産 
第二工場 
滋賀生産子会社 
イギリス生産子会
社 
和歌山生産子会社 
滋賀生産子会社 
ベトナム生産子会
社 
図４－１ H 社の事業所一覧 
 
資料：H 社資料より作成 
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pp.105-106）．首都圏企業の分工場や生産子会社の地方圏への立地を契機に，
部品供給の専用工場を近接立地することで対応したのである 5）．首都圏の営業
所は顧客企業の本社へのアクセスが考慮され品川区や八王子市，水戸市や宇都
宮市など，都心部から近郊地域へ立地した．  
1960 年代後半から 1970 年代にかけての首都圏への立地展開は，関西圏の顧
客企業の東京進出に追随した生産工場の近接立地，さらに，首都圏の顧客企業
の地方分散に対応する下請専用工場の立地をつうじた市場圏分割である．顧客
企業による地域的生産体系（末吉，1996, pp.2267-2271）との連携が重視され
ている．他方で，顧客企業の本社とのアクセスの良い首都圏近郊には営業所が
立地し，コンピュータによる情報ネットワークによって遠隔地の事業所間の連
携を図っている． 
このような首都圏への展開と同じ時期の 1966 年に，香港（イヤホン）と台
湾（イヤホン），1973 年に，韓国の馬山（ジャック・スイッチ）での海外生産
工場を立地している．国内の生産工場において部品加工を行い，それらを持ち
込み，安価で豊富な現地の労働力を活用して量産組立工程をこなし，完成部品
の大部分を日本へ輸出するという工程間の空間的分業であった 6）． 
しかしこのような工程間の分業は長くは続かなかった．香港，台湾の工場は
数年後，販社に機能変更され，韓国の工場では，賃金の上昇とともに韓国企業
との取引に重点が置かれていくのである． 
 
関西圏での新規立地（1970年代後半～1980年代前半） 
1970 年代半ばあたりから，アメリカやヨーロッパの海外企業向けの音響製品
の周辺機器や電子部品の輸出が増加する．そして欧米の主要都市への営業拠点
の本格的な展開が進められる．H 社が海外大手企業からの受注に至る経過と海
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外営業拠点の立地については次節で検討するとして，海外需要が増加する当初
の時期には，国内工場の新規工場立地が相次いでいることが特徴的である． 
1982 年には滋賀県にパッシブ液晶の専門工場 7）と，機構部品の成形加工の
専門工場が設置された．1985 年には，和歌山県に複合部品（本社部門の組立・
操作盤・ビデオの編集機・リモコン）の工場が設置される．先進国市場への展
開により高機能で多品種化に対応した，新製品や重要部品を扱う専門工場や複
合部品工場である． 
これらは大阪の本社工場を核にして，関西圏の各県において外延的に新規立
地している．H 社独自の製品セグメント別による地域間分業である．海外企業
も含む複数のセットメーカーに対応した，独立系の電子部品サプライヤー企業
に固有の立地と空間的分業の特徴といえよう． 
 
アジア諸国への本格展開（1980年代後半～1990年代） 
1985 年のプラザ合意以降，1990 年代にかけて，アジアへの本格的な生産工
場の立地が開始される．日本の電機産業のアジアシフトが本格化する時期であ
る．鈴木（1997, p.54）は，日本電機産業のこれらの立地・配置は，基本的に
はアジア諸国の低賃金労働の存在をメリットとして推進されつつも，円高によ
るプッシュ要因とアジア市場の成長や現地政府の優遇処置がプル要因として作
用していると指摘する．  
1988 年には香港に販社（支店）を開設し，そこからの生産委託という形で中
国広東省東莞市に生産工場が立地する．コネクタなどの接続部品の組立工程で
ある．香港の販社は，20 年前に海外展開した生産工場が営業所となり，工場管
理センターとしてその機能が改編されたものである．中国の改革開放政策によ
って，現地の工場用地や豊富な労働力を生かすとともに，増値税の免除や中国
政府の制度的な優遇策を利用することができた． 
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1989 年にはマレーシアに，テレビ向けのリモコンやブラウン管ソケットの生
産を目的とする新規工場が立地した．テレビ生産を中心とした日系電機メーカ
ーの工場展開に対応した展開である．また，1996 年には，青島に音響部品の組
立生産工場が拡充され再スタートする．この工場は，かつて韓国馬山の生産工
場の分工場として設置されていたものである．当時大きく生産を伸ばしていた
フィンランドの大手 N 社やアメリカの M 社，スウェーデンの E 社など，先進
国企業向けのヘッドセットなどの音響部品の生産が行われ，欧米市場に輸出さ
れた． 
この時期に新規立地した広東省，マレーシア，青島のそれぞれの生産工場は，
1960年代から 1970年代にかけて立地した労働集約的な組立工程に特化した工
場とは異なっている．成形機やプレス機，自動組立機などの導入による部品加
工工程と最終組立工程を担う，内製を基本的とした量産型の大規模工場である．
その後いずれも増築され，2000 年までには相次いで ISO 9002 を取得し，国際
的な製品品質の水準を達成している． 
2001 年には，広東省東莞市内に香港販社の委託工場として液晶の第二工場が
立地する．携帯電話用のサブ画面など，パッシブ液晶素子による小型液晶生産
の需要が増加した．近年は車載用機器の液晶の需要が増大し，ヨーロッパの自
動車メーカーをはじめアメリカ，日本の自動車向けの輸出が増加している． 
このように，H 社のアジアへの本格的な生産工場の展開は，日本電機産業を
はじめ先進国企業のアジア展開に対応しつつ，独自の製品セグメント別の地域
間分業を海外において確立する過程としてみることができる． 
 
小括  
H社グループにおける空間的分業を時間軸と空間軸に表したものが図４－２
である．大阪において関西家電大手３社との取引で成長し，高度経済成長期に 
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 創業期～ 
1970年代前半 
1970 年代後半～ 
1980 年代前半 
1980 年代後半～ 
1990 年代 
200 年代～ 
現在 
首都圏 
東北 
 
（市場分割型立地） 
下請専用工場 
 
 
本社工場 （開発・設計・試作 ・事業統括型への特化） 
 
（製品別分業） 
専門工場 
 
（工程間分業）          （製品別分業・市場圏分割） 
組立工場   機能変更        量産型工場    再編成 
営業拠点（分散購買） 
 
営業拠点（集中購買） 
大阪 
関西圏 
アジア 
欧米 
図４－２ H 社グループにおける空間的分業 
資料：H 社資料およびインタビューより作成 
は首都圏への工場展開をはたす．特定の顧客企業の下請専用工場として近接立
地する市場圏分割の立地であった． 1970 年代半ばから 1980 年代半ばにかけ
ての欧米市場への輸出需要の増加に対応して，関西圏への新規工場が立地し，
H 社独自の製品セグメント別の地域間分業が開始される．1980 年代半ばから
は，海外において，本格的な製品セグメント別の量産型大規模工場が，地域別
の分業として展開されるのである． 
関西圏から首都圏への工場展開にあたって，松下電器のテレビ部門の工場展
開と比較し，立地と空間的分業における，電子部品企業と最終製品生産企業と
の違いをみてみよう．関西企業であった松下電器は，1960 年代後半，宇都宮や
藤沢などにおいて製品種類別の分業による新規立地を進めることで，首都圏へ
の展開をはたす．家電製品は部品と比較して製品重量が重いため，輸送費の観
点から近畿圏と東京圏に「市場分割」する形で工場を分散させるのである（近
藤, 2007, pp.59-60） ． 
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これに対して，電子部品企業である H 社の場合は，首都圏企業の下請専用工
場による近接立地による「市場分割」である．最終製品に比較してさらに軽量
小体積である電子部品の工場立地としては，製品重量と輸送費の観点からみて
わり切れない．また，技術面からは，完成品外注の取引関係は広域化する傾向
にあるとさえ指摘される（近藤，2007, p.97）． 
下請専用工場の近接立地の選択には，取引と物流の両面における組立メーカ
ーと部品サプライヤーとの長期継続的な取引関係のための，文化的・社会的近
接性（水野，1997a, p.363, 1997b, pp.541-543）が意味をもっているといえな
いだろうか． 
つぎに，最終製品生産企業の系列企業や子会社の電子部品企業と比較し，独
立系企業である H 社との立地と空間的分業における違いを検討してみる．松下
電子部品や松下電子工業などの主要分社は，1960 年代後半，それらの子会社を
日本海側などの地方圏において，安価で大量の労働力を指向する量産型の分工
場として展開した．最終製品に対する「部品」という一括りの分野の生産機能
でとらえられ，量産部門としての工程間分業の位置関係において考察されてい
る（近藤, 2007, pp.60-61）． 
これに対して，独立系の電子部品企業である H 社においては，製品セグメン
ト別の分業が，立地と空間的分業の主要な特徴をなしている点が大きな違いで
ある．1970 年代から 1980 年代にかけての関西圏や，1980 年代後半からのア
ジア諸国への本格展開がみられる． 
この分業は，電子部品の製品分野を機構部品，音響部品，液晶表示素子，複
合部品に分割し，それぞれの領域において，生産設備，要素技術・技能を専門
化する生産システムである．それらは，機械加工の自動化や自動組立機械の開
発をつうじて，部品加工工程から最終組立工程までの連続した生産ラインによ
る，一貫生産体制として構築されている 8）．そして，セグメントされた領域の
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範囲においては，同じ基本工程をベースに製造設備に大きな変更を加えず，治
工具の入れ替えによって生産ラインの変更が可能であるという特徴をもつ．情
報技術をつうじた生産管理システムによって，個々の製品の生産工程から工場
全体の計画・調整が行われている． 
セグメントされた領域の範囲において専門化することで，多様な種類のカス
タム製品の複数ラインやライン別の生産と同時に，それらの軽微な変更による
製品内容や需要の変動へのフレキシブルな対応を可能としている．このような
工場内の生産システムが，製品セグメント別分業の特徴である．  
耐久消費財を典型例とする製品間・工程間分業は，遠隔地への輸送費の増分
に対比して，規模の経済による費用節減の度合いが大きいことによる選択であ
る（松原，2006, pp.59-60）．これに対して，中間財である電子部品の製品別分
業は，遠隔地への輸送費の増分に対比して，規模の経済とともに範囲の経済に
よる費用節減の度合いが加わる．複数のセットメーカーからの受注によってカ
スタム製品の種類が多様化すれば，それによる生産費用の節減の効果が大きく
なるのである．  
独立系の電子部品企業である H 社の工場展開には，顧客企業の下請専用工場
の近接立地という戦略と，製品セグメント別の分業を通じたフレキシブルな生
産システムの両面が，市場圏分割の立地戦略において採用されているのである． 
 
⑶ 海外支店の機能と立地 
H 社における販社・営業所について，欧米とアジアに分けて，立地経過と立
地形態，配置された機能と立地指向について考察する．欧米先進国とアジア諸
国では，H 社にとって「市場」とのかかわりが大きく異なっている．  
最初に欧米先進国への立地について考察する．1970 年代半ばから，ブラウン
管ソケット 9）などの電子部品やヘッドホンやトランシーバーといった音響製品
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の周辺機器 10）の輸出が増加していった． 海外の大手企業からの受注は，かつ
て首都圏に進出した際と同様に，海外企業が日本のセットメーカーの最終製品
を調べたところ，H 社の部品に関心をもったことが契機となっている．当初の
受注においては，これらの技術的優位が決定的であった．こうして，ある程度
取引が本格的になった後に，海外における販社・営業所を立地展開するという
経過をたどるのである．そして，取引開始後において，重要な役割を担うこと
になる． 
1978 年に，アメリカ販社の本社をシカゴに立地する．その後，サン・ディエ
ゴ，サン・ノゼ，デトロイトなどに相次いで販社が展開される．シカゴ本社は，
全米とカナダを営業範囲とし，現地に本社を置く M 社をはじめ 20～30 社余り
の電機メーカー企業との取引関係を管轄する．サン・ノゼの販社は，シリコン
バレーに集積する 10 社余りの IT 企業，デトロイトの販社は，集積する自動車
産業との取引関係に対応する． 
ヨーロッパでは，デュッセルドルフにヨーロッパ販社の本社が置かれ，パリ
の支店，サロ （ーフィンランド），ストックホルムの販社が相次いで設置される．
デュッセルドルフ本社は，ドイツの S 社やオランダの P 社をはじめ，電機メー
カー50 社余りと自動車部品メーカーなどヨーロッパ全体を営業範囲としてい
る．パリの支店は，フランス系自動車メーカーや電機メーカー10 社余り，フィ
ンランドのサローの販社は N 社（本社はヘルシンキ）の工場兼研究所に近接立
地している． 
海外本社は，大都市に立地し広い範囲の顧客企業を守備範囲とする，中間
財・資本財産業の特徴とされる大都市集中型（須田，1993, p.202）の傾向を示
している．しかし，それ以外にも，特定の顧客企業や特定の地域，特定の産業
集積地などへの近接立地や，担当顧客企業数にも違いのある，偏在的で分散型
の立地がみられる．家電製品などの最終消費財の流通が，需要の小規模・分散
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性に規定された特徴の空間的形態（日野，1979, p.85）に対応しているのに対
して，中間財・資本財の流通は，需要の偏在性のある特徴をもった空間形態に
対応しているといえよう． 
これらの立地傾向には，海外販社・営業所に配置されている製品開発・設計
過程での機能が大きく作用している．海外販社の本社には，日本人の営業スタ
ッフ，技術スタッフがそれぞれ 10人弱，現地人スタッフが 20人程度従事する．
支店や販社にも，日本人の営業スタッフや技術スタッフと現地人スタッフが 2
～3 人従事する． 
販社・営業所には，セットメーカー本社購買部や技術部から，新規の製品仕
様やオファーが，デジタル図面やサンプル，口頭による説明によって示される．
スタッフには，まず，これらの情報を解釈する役割がある． 
受け取った仕様図面は，デジタル専用回線によって本社事業部や研究開発部
に瞬時に送られ，数千キロメートル離れた本社事業部と海外生産拠点との間で
設計情報が共有される．試作品の詳細設計図面の作成および試作品の製造は本
社事業部で行われる．海外販社・営業所のスタッフは，その試作品と詳細設計
図面をもって，顧客企業に提案し，検査を受け，契約に結びつける役割を担っ
ているのである 11）． 
情報技術の活用は，企業内のコミュニケーションの空間的制約を低くし，生
産拠点から遠く離れた海外販社・営業所においての製品開発・設計過程での役
割と機能を高めることに役立っている．  
H 社の製品セグメント別の分業は，最終製品にかかわる技術特性による固有
の領域にもとづいている．機構部品は，機械と機械に加えて，接触を通じた人
と機械において，音響部品は機械と機械，音を通じた人と機械において，液晶
表示素子は機械と機械，視覚を通じた人と機械において，それぞれのインター
フェースの仕組みを決定づける．これらは，最終製品の市場変化や技術変化と
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の密接なかかわりを意味している．セグメントされた領域では，開発・設計に
おいて，固有の技術・デザイン・嗜好・文化などが反映する．国や地域が異な
ればセットメーカーにおいても，市場変化に対して重視する機能や嗜好が異な
るのである． 
セグメントされた領域では，最終製品の市場変化や技術変化との摺合せが求
められ，専門性が高められることになる 12）．そのために，分野ごとに専門化さ
れた技術スタッフや現地人スタッフによる外国の顧客企業とのコミュニケーシ
ョン能力が高められる．定式化，定型化しにくい情報において，顧客企業との
フェイス・トゥ・フェイスの交渉が求められて，情報伝達コストが高くつく（須
田，1993, p.203）ため，近接性の立地指向があらわれる．  
いうなれば，H 社独自の製品セグメント別の戦略が，対面接触による情報収
集可能な工業集積した大都市への立地や，個別企業への極端な近接立地など，
偏在的で分散型の機動的な支店立地の特徴を生み出していると考えられる．販
社・営業所のこのような機能と立地展開が，海外の大手企業との，次年度の製
品仕様や新製品への H 社部品の採用を勝ち取り，継続的な取引関係を維持する
ための重要な役割を担うのである．  
つぎに，アジアにおける販社・営業所立地について検討する．これらは先進
国市場への展開と異なり，日系企業や先進国企業の生産拠点のアジアシフトに
対応している．顧客企業の本社における集中購買に対して，生産拠点や調達拠
点による分散購買に対応した立地であるといえる． 
H 社のシンガポールの販社は 1978 年に立地する．現地には，関西をはじめ
日本の電機メーカーの生産工場とともに，部品調達機能をもつ事業所が集積し
ていた．その後 1992 年になって，マレーシアに販社を立地する．東南アジア
への電機産業の生産拠点のシフトによる，現地需要の高まりに対応した販社立
地である．また，2001 年には上海に，先進国企業をはじめ，日系電機メーカー
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の生産工場や調達機能に対応した販社が立地する．さらに 2008 年には，タイ
に電機メーカーと日系の自動車メーカーの生産工場に対応する販社が立地した．
車載用のカーオーディオやカーナビの部品や液晶部品についての現地調達や新
規受注に対応している． 
鍬塚（2002, pp.42-49）は，1970 年代からシンガポールに日系の電機メーカ
ーが多く進出したこと，1985 年以降マレーシア，タイなどの東南アジア各国に
も製造拠点の進出がみられたにもかかわらず，通信・物流インフラが整備され
ていたシンガポールに調達機能が集積した経過を考察した．そして 1990 年代
になって，東南アジア各国にも生産拠点での部品調達の条件が整い，嵩物のよ
うな外注品の調達機能が広がったと指摘する．アジアへの H 社の販社・営業所
立地は，このような需要の多様化，分散化に対応した分散型の傾向を示してい
る． 
アジアにおける販社・営業所には，現地改良設計の機能と，生産工場から顧
客企業の末端工場への納品を管理する，出荷物流の管理機能が配置されている．
変化の激しい末端でのフォローやサービスをきめ細かく展開する，顧客企業の
生産拠点や調達拠点に対応した機能である．部品サプライヤー企業の支店立地
には，設計・開発や改良設計の情報要因だけでなく，生産部門および物流部門
にかかわる機能が重視されている．  
アジアにおける現地需要は，多様化し分散化する，卸売機構の形態でみれば
需要の小ロットの傾向である．これに対して H 社の生産部門は，機構部品はマ
レーシアや広東省，中国の韓国系や台湾系の協力企業，音響部品は青島，液晶
部品は広東省，複合部品は国内や国内の協力企業などに分散している． 
販社・営業所における物流管理機能の強化と，国内外の製品セグメント別の
生産拠点からの出荷物流のネットワークの拡充は，収集の機能を強め，商品流
通段階における供給ロットを相対的に大きくする方向に導く．生産者が商品供
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給の主導権を取りやすくする（川端，1986, p.66）．そのうえで，現地改良設計
を通じた機能遂行形態（川端，1986, p.67）は，顧客との接触を重視する，費
用最小化の立地指向を示すのである． 
顧客企業の調達拠点の集中する結節点や工場集積地への販社・営業所の近接
立地には，卸売機能の側面での立地指向が，その要因として作用しているとい
えよう．これらは，グローバル化による国際調達などの流通の変化に対応する，
部品サプライヤー企業の，情報要因と物流部門の両面の観点からの支店立地の
考察であり，新たな視座につながる事例研究であると考えている． 
 
⑷ 生産拠点の立地調整 
2000 年代に入ると，グローバル競争のもとで，多国籍企業による大規模需要
やその変動に直面する．これらには，工場の新設や既存工場の製品転換など，
再編成をともなう立地調整によって対応することになる． 
青島では，当時携帯電話の世界市場でトップであったフィンランドの大手 N
社の，ヘッドセットなどの大規模需要を受け，2005 年に専用の第二工場を，青
島の第一工場から車で 20 分の場所にある輸出加工区に立地する．一時は両工
場で従業者数が 4,000 人を超えていた．  
広東省東莞市では 2007 年に，日系 N 社の大規模需要を担う，三番目となる
生産工場が立地する．第一工場とともに，従業員規模はあわせて 5,000 人に達
する．日系 N 社は，携帯型や据置き型のゲーム機分野でグローバル展開してい
る 13）． H 社は，台湾大手 EMS メーカーとともにゲーム機本体機器の生産を
請け負う．年間数百万台の組立による大量生産である．京都に本社を置く日系
N 社とは 25 年来の取引関係にあり，関西圏の地の利が生かされている． 
国籍の異なる企業を含むグローバル企業の大規模需要を取り込み，第三国で
あるアジアの新興国において大規模工場を立地する，長大な地理的距離を越え
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たネットワークによる国際的下請 (Dicken，1998，宮町監訳，2001, 上巻,  
pp.298-300)である．いずれも生産工場以外の他の管理機能である本社もしくは
営業所，研究開発部門が，顧客企業の本社や研究開発拠点に近接し，長期にわ
たる取引関係にある． 
そして，大規模工場の新設とともに，現在地での既存工場の製品転換や増強
などの再編成，立地調整をともなって進行している．図４－３は，1990 年代か
ら 2000 年代においての，再編成による生産拠点と営業拠点の地域別の変化を
模式図であらわしたものである． 
青島においては，2005 年の大規模工場新設の後，数年後には需要の大幅な減
少を迎える．その一方でカナダの R 社向けの生産が増加してくる．第二工場は
N社の専用工場から複数顧客企業向けの集約工場へと切り替えられるのである．
日系企業向けの生産も含めて，100 種類を超える音響部品を扱う製品転換が行
われている．従業員は 2,000 人規模に減少した． この過程で進められたのは，
関税や輸出増値税が免除される輸出加工区のメリットを生かした第二工場の活
用と，第一工場との生産の振り分けであった．すなわち，製品の納入場所が中
国国内の現地需要は第一工場へ，中国国外への輸出需要は輸出加工区の第二工
場で生産する．同じ顧客企業の製品でも納入先によって生産工場を振り分ける
のである．  
広東省には，すでに述べたように，1988 年からの接続部品の第一工場，2001
年からの液晶生産の第二工場，そして，日系 N 社の大規模需要による第三工場
が立地している．その後日系 N 社の需要はさらに増大する．そのため，複数の
顧客向けに多種類の機構部品を生産していた第一工場は，日系 N 社の機構部品
の専用工場に切り替えられた．第三工場も日系 N 社向けの組立工程や機構部
品，筐体の生産が主流となる．それによって，従来からの機構部品の生産は，
現地の日系企業をはじめ台湾系や韓国系協力企業の育成とそれへの外注によっ 
108 
 
1990 年代            2000 年代 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
て担われるのである． 
また，いずれの工場も香港における国際港湾機能を生かしている．日系 N 社
の完成品の出荷は多くが欧米市場向けの輸出であり，液晶の第二工場からのヨ
ーロッパ向けや日系の自動車用計器の輸出需要も増加している． 
H 社の立地調整は，大規模工場の新設，現在地での既存工場の製品転換や増
強，現地協力企業の育成と連携など，工場間や現地協力企業との立地集中によ
る生産システムへと向かっている． 
H 社の製品セグメント別分業は，工場内の生産システムの特徴であった．こ
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図４－３ 生産拠点の再編成 
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注：生産工場・輸出・現地需要においての大きさの違いは，規模の 
違いをあらわす．生産工場の Pa Pb Pc Pd は，製品の種類を表す． 
資料：H 社資料およびインタビューより作成 
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れらが，生産ライン別，棟別，工場別の生産へと再編成され，需要変化に対応
した分割や統合による可変的な生産システムとして，工場間において展開され
ていくのである．育成された現地協力企業は，これらを補完する能力を保有し
ている． 
立地集中は，電子部品における「接続」「音響」「液晶表示」といった製品セ
グメント別の領域を事業ドメインとし，それを軸とする立地調整の戦略である
といえる．グローバル競争における大規模需要は，個別の製品への大規模投資
をともなう．しかし，これらの事業ドメインを軸とする生産体制においては，
規模の経済とともに，個別の製品のライフサイクルや需要変動に対応する，フ
レキシブルな生産システムを同時に維持するといった，一般には相反する機能
が形成されているのである． 
松下電器の薄型テレビ事業の立地調整について近藤(2009, pp.96-102）は，
茨木の既存工場の活用と尼崎の大規模工場の新設について検討した．立地集中
によって工場間の垂直統合型モデルへ移行したこと，「単一商品への投資額とし
ては過去最大」となる戦略的な設備投資行動であることを指摘した． 
最終製品生産企業についての事例に対比して，中間財である電子部品生産企
業における立地調整に違いをみることができた．H 社の戦略には，大規模な製
品需要への対応と同時に，その激しい変動リスクに対応する仕組みに重点がお
かれている．このことは，海外大手を含むグローバル企業との取引を継続する
サプライヤーにとって，避けて通れない条件でもあろう． 
技術的な優位性が受注の契機となり，販社・営業所の近接立地によって継続
的な受注が確保され，そして海外生産拠点における立地調整によって，需要の
激しい変動への対応力が強化される．本格的な国際展開において明らかになっ
た H 社の事例は，日本における電子部品企業の，国際的な競争優位のあり様を
示す一例であるといえよう．  
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第３節 まとめ 
本節では，電子部品のサプライヤー企業の事例を通じて得られた新たな知見
を明らかにするとともに，事例研究結果の含意について触れる． 
 大企業による複数事業所立地と空間的分業についてのこれまでの研究は，最
終製品にもとづく製品別分業に視点がおかれてきた．また，電子部品の生産拠
点は，これら最終製品に対する部品の生産機能という関係において，工程間の
分業の視角からとらえられてきた（近藤，2007, p.60）． 
しかし，電子部品企業の事例研究では，生産設備や技術・技能の共通の領域
において専門化した，独自の製品セグメント別の分業の存在が明らかになった．
この領域において，多様な種類のカスタム製品や需要の変動，量産化などに対
応するフレキシブルな生産システムが形成されている． 
独立系の電子部品サプライヤー企業では，セットメーカーとの下請関係にお
いて一方で近接した専用工場の立地がみられる．他方では，このような製品セ
グメント別の分業の形成によって，複数のセットメーカーに対応する市場圏分
割の戦略が採用されていることが明らかになった． 
 製造業における支店立地においては，既存研究が示す中間財・資本財産業の
少支店・大都市集中型の特徴に収まらない事例がみられた．偏在的で分散型の
支店立地の傾向である．販社・営業所に配置された製品開発・設計機能は，最
終製品の市場変化や技術変化に敏感であり，それへの近接性の立地指向を示し
た．アジアにおいては，配置された物流管理機能により，商品供給の主導権を
とる立地形態や立地指向を示していることが明らかになった．グローバル化に
よる国際調達に対応する，部品サプライヤー企業の支店機能と立地研究におい
ての新たな視座につながる事例である． 
 複数事業所立地と立地調整においては，大規模工場の新設，現在地での既存
工場の製品転換や増強，現地協力企業の育成と連携など，工場内のシステムか
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ら，工場間や現地協力企業との立地集中がみられた．電子部品における製品セ
グメント別の領域を事業ドメインとして，それを軸とする規模の経済とフレキ
シブルな生産体制システムによる立地調整の内容と戦略が明らかになった． 
これらの研究事例は，立地調整の研究における「工場間の経済」(松原，2009, 
p.7)や「立地集中とクラスター化」(近藤，2009, pp.103-105)などの視角に貢献
する具体的な材料を提供するものといえよう． 
 以上のように，個人企業からスタートし大阪の都市型産業集積において技術
力を高め，首都圏への展開からグローバル企業へと成長した，電子部品サプラ
イヤー企業の研究事例は，複数事業所立地と空間的分業において多くの示唆的
な内容を含んでいる．大阪や関西においても，複数の大手アセンブラーと取引
関係をもつ独立系のサプライヤーの企業群が，専門的分野でトップシェアをも
って中堅企業として成長している（帝国データバンク，2008）．多くのサプラ
イヤーを含む大阪本社企業においては，都市型産業集積を核として，生産部門
を関西圏の周辺地域へ，営業・管理部門を首都圏へと，海外を含む複数事業所
による広域展開の特徴がみられる．（徳丸，2012, pp.82-84）． 
これまで，下請企業としてのサプライヤーの立地行動は，産業集積論におい
て，中小企業の局地的な集中立地として考察されてきた．また工業集積におい
て社会的分業構造の中核に位置する中堅企業も，それらを核として外延的に展
開する企業内地域間分業による立地行動（渡辺，1998, pp.254-260）の範囲で
検討されてきた．産業集積に本拠をおきながら，遠く離れて広域的に展開する
独立系のサプライヤーの企業行動に事例には，複数事業立地や空間的分業，立
地調整についての研究に資する，多くの素材が存在していると考えられる．今
後さらに研究を深めていきたい． 
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注 
１）鈴木（2005）は，多国籍企業の立地行動の論理を，開発地域と低開発地域
にまたがって事業拠点を配置して低コスト化を目指す企業内空間分業型と，主
要市場に合わせて事業拠点を分散させて製品差別化（市場への接触の利益）や
輸送費の削減を目指す市場分割型の観点から説明した． 
２）調査企業は，筆者の八尾市での社会活動（地方議会）を通じて直接親交の
あった企業である． 
３）これらが搭載される最終製品は，携帯電話・スマートフォン・テレビ・デ
ジカメ・パソコン周辺機器・自動車電装機器である．電子部品の単価は，コネ
クタが 30 円から 300 円，スイッチが 30 円から 100 円，音響部品ではマイク
が 30 円から 300 円，液晶部品で 100 円から 1,000 円の価格帯である．1,000
個単位の注文から数百万個レベルの注文もある．  
４）コネクタにおいては，ミニチュア・ジャックやピン・ジャックの分野，音
響部品ではイヤホン・ヘッドセットやヘッドホン・プチホンの分野，自動車の
計器向け液晶の分野でそれぞれトップ技術によるトップシェアを誇っている． 
５）末吉（1996）は，東北地方の工場立地について，電子・通信機器部品など
の機械工業の多くは，首都圏をはじめとする域外資本の進出によるところが大
きいと指摘する．企業内の地域間分業によって配置された事業所の企業全体で
の位置によって，地域的生産体系が構築されるとした． 
６）電子部品の生産においては，材料を加工して部品にする成型・プレス・切
削・メッキの 4 つの部品加工工程と，端子とノブのような組立工程がある．後
者は労働集約的工程である． 
７）パッシブ液晶は低消費電力・簡易構造であり，時計の表示素子やラジカセ，
自動車用の表示メータに多く使用されている． 
８）1982 年には CAD システムが導入され，部品設計や金型設計から加工に至
る自動化が進められた．また，部品の小型化が手作業での作業を困難にするた
め，1984 年の CRT ソケットの自動組立機の開発を皮切りに，スイッチなどの
自動組立機の開発とそれによる生産が進められた． 
９）テレビにはブラウン管の高電圧発生回路で生じた異常高電圧が発生するた
め，これを吸収する放電ギャップを必要とする．1968 年に H 社は，これを内
蔵したブラウン管ソケット，放電ギャップ付き CRT ソケットを開発，放電効
果の向上とテレビの組立工数の削減に貢献した． 
10）接続部品は，本体機器側にはジャックが周辺機器側にはプラグが対応する．
本体機器メーカーは，イヤホンは中小の専門業者に外注する．周辺機器分野の
開発が，本体機器の機能向上に後追いすることに着目した H 社は，本体機器側
からの機能変化に対応した，高性能の周辺機器の開発に力を入れたのである． 
11）試作品検査に合格した後には，量産工程設計から量産工程試作の生産準備
が開始される．これは海外生産拠点の製造部・技術部の責任で行われ，セット
メーカーによる工場審査を受ける． 
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12）これらの理由からセットメーカーとの共同研究開発が行われる．外部接続
のマイクが常識的であった 1980 年代に，軽薄短小化による内蔵マイクを日系 S 
社と共同開発．野外で音楽を楽しむことができ，かつ録音することのできる携
帯用ラジカセが大ヒットし，量産化による成長を果たした． 
13）ゲーム機の主要な部品構造は，液晶・タッチパネル・半導体・機構部品・
筐体である．コントローラーによるスイッチ，カセットでのコネクタなど，H
社の得意とする技術分野を生かし，機構部品と筐体の製造，最終組立工程を担
っている．  
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おわりに 
 
本稿の目的は，大阪大都市圏工業を題材として，中核的位置を占める中堅・
中小企業の企業活動とその空間スケール，社会的分業関係を，集積の利益の観
点からとらえなおすこと，これらにかかわって，産業集積間相互の多層的な把
握のための枠組みを検討することであった．さらに，中堅・中小企業の複数事
業所立地についての事例研究を通じて，広域的な中小企業ネットワークによる
柔軟な専門化の生産システムと都市型産業集積との関連について検討すること
であった． 
産業集積論は，ピオリとセーブルらによって，大量生産大量消費方式の限界
から，多品種少量生産に基礎をおいた経済システムへの転向として，中小企業
による柔軟な専門化の生産システムに焦点があてられたものであった．しかし，
これらは狭い範囲に限定され，現実は相変わらず細分化された分業による大量
生産体制が支配的であるという指摘があてはまる．パクらの実証研究は，これ
らをふまえた集積形態の類型化であったものの，結果として小企業と大企業と
の二極においての把握であり，集積の利益の多様性について踏み込んだもので
はなかった． 
本研究の意義は，企業の外部取引における集積の外部経済を軸に展開されて
きた産業集積研究において，企業の規模拡大による組織編成における内部経済
を，集積の利益に組み込むことで，集積内部での階層的なネットワークの形成
による集積形態の進化，集積外部における産業集積の多層的な連関の仕組み，
中小企業の広域的なネットワークの特性といった課題の解明に貢献することが
できたことにある． 
八尾市の産業集積においては，受注取引の広域性と外注取引の狭域性がみら
れ，企業規模や業種による違いが存在する．中大規模企業においては，集積内
115 
 
での階層的なネットワークと集積外に伸びる広域的なネットワークの特徴がみ
られた．マーシャル型の集積形態の土台の上に，ハブ・アンド・スポーク型の
階層的ネットワークが複合的に重なり合う新たな集積形態への進化であった． 
大阪大都市圏に並存する三大集積地には，中大規模企業の広域的な企業活動
を媒体に，相互の緊密な取引関係が存在し，独自の特徴と強みが再生産されて
いる．大阪東部地域は，多様な産業分野への応用力をもつ基盤的技術加工機能
と，多様な流通チャンネルによる中心地機能において，他の経営を牽引する異
業種集積の接触の利益の側面を有していた．大阪北東部地域は，特定分野に専
門化した加工機能において他の経営を牽引する同業種集積の接触の利益の機能
が再生産されていた．集積の経済性の地理的多層性による，独自の特徴と強み
につながる，狭域的な方向への作用が明らかになった． 
都市型産業集積研究においては，大都市圏に位置し，需要分野の多様性や企
業形態の多様性，分業関係の多様性（植田，2000，pp.17-22）といった特性を，
とりわけその代表格である東大阪地域などの個別の産業集積を分析対象として
導き出してきた．しかし，こうした特性が，並存する他の産業集積や大阪都心
部における中枢管理機能，卸売業などの事業所地域における，集積の利益の多
様性に牽引され，多層的な連関によって再生産されることにこそ，大都市圏の
産業集積の特徴があるといえよう．  
さらに，関西圏において，大阪に本社を置く中堅・中小企業による複数工場
立地によって広域工業圏が形成されている．ME 機器の導入にともなう量産機
能の広域化に際して，需要の変動と変化に対応した設備更新や他工場への設備
移管といった柔軟な専門化の生産システムを，中堅・中小企業において実現し
た実際上の領域であった．他方では，営業・販売拠点の機能の多くを，生産機
能と分離して首都圏に集中するといった，企業内の地域間分業がみられた． 
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大都市圏工業の広域化についての従来の研究は，産業集積そのものの広域化
と多層性の観点から考察されてきた．他方で，地域的分業についての研究では，
地域的集積と分散的なネットワークとの論点において，中規模や中堅以上の企
業には，国内において距離減衰効果による立地の空間的限界そのものが存在し
なくなっていると強調されてきた． 
本研究では，営業・販売拠点の立地展開が，海外も含めてまさにフットルー
スであることに対して，生産・物流拠点のそれには，空間的な制約性や領域性
の傾向が存在することが明らかになった．中小企業のネットワークを分散化の
一方向ではなく，領域性をもったネットワークによる地域的集積の形成とその
論理についての，新たな知見を得たと考えている．  
さらに，個人企業からスタートし大阪大都市圏の産業集積を本拠地として，
首都圏からグローバル企業へと成長した，電子部品サプライヤー企業を事例と
して，複数事業所立地と空間的分業について考察した．従来の研究の多くは，
最終消費財生産企業を対象としており，サポーティングインダストリである，
中間財生産企業における多国籍化といった観点は等閑視されてきた． 
生産拠点の国内・海外展開においては，セットメーカーへの近接立地や製品
セグメント別分業の市場圏分割の立地行動がみられた．立地調整の過程をつう
じて，工場内・工場間，現地関連企業間におけるフレキシブルな生産システム
の形成がみられた．海外支店機能と立地においては，製品開発・設計・現地改
良設計機能が配置され，出荷物流管理機能が強められている．現地の顧客ニー
ズに合った差別化を有効に行うために現地化，立地行動におけるグローカル化
は（鈴木，2005，p.125），サプライヤーの多国籍企業においての，基本的な企
業戦略であることいえよう． 
松原（2000，pp.38-40）は，多国籍企業の立地が空間的分散を特徴とし，産
業集積と対立すると考えられた従来の定説に対して，これらが融合する要因に
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ついて考察している．第一に，多国籍企業の立地指向が，製造拠点の低コスト
指向から，細分化しフレキシブルに変化する市場への対応や研究開発に関わる
情報入手を重視する，競争優位の源泉としての産業集積のもつ魅力が再評価さ
れる．第二に，分工場経済においても，多国籍企業の工場を核として，サポー
ティングインダストリなど，関連産業の立地をいかに牽引し，国際競争力のあ
る産業集積を作り上げていくかが重要な政策課題となってきている．第三に，
イノベーションを生み出す拠点としては，多国籍企業の母国の産業集積が重要
視されており，こうしたホームベースが再評価されていると指摘している． 
多国籍企業の立地と産業集積の理論における松原の議論に関連していえば，
電子部品の大企業の事例や，多国籍化する中堅・中小企業サプライヤーの事例
をとりあげて検討した本論は，産業集積やホームベースの構成員であるサポー
ティングインダストリそれ自身が，多国籍企業として展開する過程をとらえた
ものであるといえる．最後に，企業の多国籍化と産業集積のかかわりについて
触れることでまとめにかえたい． 
電子部品の多国籍大企業の海外展開は，セットメーカーへの近接立地や市場
圏分割，海外支店機能における現地化など，既存集積地への立地による企業間
関係の形成，国内の産業集積との棲み分けなどを基本としているといえる．大
阪大都市圏に本社事業部や研究開発部が置かれていることに加えて，特徴的な
ことは，関西圏，すなわち広域工業圏において，新製品や重要部品を扱う専門
工場や複合部品工場が立地展開していることである．ホームベースには，本社
事業部・研究開発部による現地化の支援，イノベーション拠点の機能だけでな
く，製品セグメント別分業による市場圏の棲み分けや，グローバル化による国
際調達に対応する出荷物流のネットワークを構成する機能を果たす，生産拠点
の展開する広域工業圏が含まれているのである． 
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電子部品大企業の海外生産拠点には，工場内・工場間，現地関連企業間のフ
レキシブルな生産システムがみられるのに対して，中堅・中小企業サプライヤ
ーの海外展開は，そこまで至っているとはいえない．むしろ，Y社にみられる
ように，海外展開は，支店，営業・販売拠点による情報・物流ネットワークの
形成に重点が置かれ，生産拠点と供給体制は，大阪大都市圏における外注・仕
入ルートに依拠している．東アジアで拡大する需要に，品質の安定と短納期で
対応するフレキシブルな供給体制による競争優位である．トップシェア企業と
して韓国への子会社を展開する T社においても，奈良県を含む大阪大都市圏に
おいて，製品別事業部制による生産体制を構築している．グローバル化による
市場経済環境変化に対応するフレキシブルな生産体制の領域として，ここでも
広域工業圏の意味は大きい． 
このようにしてみれば，電子部品の多国籍大企業の立地や中堅・中小企業の
サプライヤーの海外展開など，サポーティングインダストリの多国籍化の過程
は，製品開発機能に加えて，国内におけるフレキシブルな生産体制と国際調達
に対応する供給体制が鍵となっているようである．産業集積とのかかわりにお
いては，狭域的な既存集積地から大阪大都市圏の三大集積地，広域工業圏へと
その企業活動領域を広域化させることによって，グローバル化における競争優
位を確保しているという見方ができる．その意味で，多国籍企業にとって母国
の産業集積が重要視されるにあたって，ホームベースの理解を，イノベーショ
ンを生み出す拠点という狭い概念にとどめるべきではないと思われる． 
大都市圏において，リンケージ企業として多層的な産業集積間相互の関係の
媒体となり，創造型企業への転換や下請企業の自立化を経過して成長するトッ
プシェア企業や独立型・下請型の中堅・中小企業の企業行動に今後とも注目し
ていきたい．中堅・中小企業の複数事業所立地による広域展開と広域工業圏の
形成は，グローバル化による既存集積地を取り巻く市場経済環境の変化という
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視点からも，多国籍化するサポーティングインダストリにとってのホームベー
スという視点からも注視すべき事柄であると考えている． 
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